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論文概要 
 
本論文では産業連関分析法(Input-Output Analysis：IOA)を基礎として行った日本の環境
負荷解析について述べる．地球温暖化の主要因である高炭素社会，およびそれと表裏をなす
高エネルギー社会の存在が動機的前提にある．問題への対策を講じていくためには，現状を
精緻に定量化し分析することが必須である．そこで本論文では LCA(Life Cycle Assessment)
の中核たる LCI(Life Cycle Inventory Analysis)の方法論に立脚する．そして本論文の目的を
LCIによる生産活動に起因する環境負荷の解析に基づき，低炭素社会構築に寄与していくこ
とを前提とした工学的知見を見出すことに定めた．本論文の意義および分析分野は次のとお
りである． 
(1)本研究における方法論は，LCI法の中でも IOAを深化・発展させる．そして，使用段階を捨
象可能な食料品と工業中間財を分析対象財とする． 
(2)農・水・畜産物と鋳鍛造品は産業としての裾野が広い部門であると同時に，エネルギー多
消費型・CO2多排出型の財である．これらの特質は，漏れなく生産波及効果を把握できる IOA
に適するとともに，本研究で目指す低炭素社会構築のための知見を得るための分析対象とし
て相応しい． 
(3) 本研究においては， LCI法の一方の柱であるプロセス法を組合せるハイブリッド LCI法と
して IOAを技法的に発展させる．本研究の方法論的な新規性は， IOを既存部門より細かく
分解し，製品レベルの分析を可能とした点にある．農・水・畜産物も特定溶解炉から生産され
る鋳鍛造品も既存 IO部門分類のままでは分析できずプロセス法の導入により分析可能となる. 
(4)更に本研究では，IOAの課題として残されていた"data age"，即ち IOの対象年と発行年の
時間的乖離への対処法を提示する．突然発生し得る事象の影響を反映し，IO各表のない年
についても推計可能な手法は IOAの実用性向上に資する．また IO とプロセス法のデータが
時間的に統一され，より整合的なハイブリッド LCI法が構築される． 
 以上を踏まえ，本論文は I.食料品部門のエネルギー・環境負荷分析，II.地域性を考慮した
農作物の生産・輸送に伴うCO2排出量評価, III.キュポラと誘導炉の経済性分析と環境LCA分
析，IV. エネルギー分析における変動因子係数を用いたインベントリ分析の提案および検証，
の 4部から構成する． 
I. では，全国レベルでの農・水・畜産物の 70品目について品目別エネルギー投入量・CO2 
排出量を定量化した．その結果，生産活動に投入するエネルギー量が大きいほど，CO2排出
量が大きくなった．また食品熱量当りの生産投入エネルギー量の分析より，その食品熱量の数
倍～数百倍のエネルギー投入が必要になるという結果が得られた．エネルギー・CO2負荷削
減の観点からは，温室栽培品や養殖品よりも旬の食品，自然に採取される食品を選択するこ
とが好ましいと分析した．地産地消型の生産システムは低炭素社会を構築していく上で重要
であり，その実現が政策課題の一つであると考察した． 
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II.では，地域レベルでの地産地消型生産の効果を把握するため，モデル県として採用した
茨城県の農作物の生産プロセス CO2排出量と，同県を最終消費地として輸送まで含めた CO2
排出量を定量化した．更に他都道府県から輸送した場合の排出量と比較した．その結果，次
の 3点が明らかとなった．(ⅰ) 生産プロセスにおけるCO2排出量は光熱動力費の相違が全体
の排出量の差異に大きく影響する．(ⅱ) 輸送プロセスにおけるCO2排出量は距離だけではな
く，輸送手段にも依存する．(ⅲ) 生産および輸送プロセスを考慮すると，露地栽培，温室栽培
による CO2排出量の相違により，生産プロセスからの排出量が輸送プロセスからの排出量より
も大きくなる場合がある．以上から，輸送を最小化できる地産地消は CO2削減にとって有効で
あることが示された．加えて生産方法が農業の低炭素化において重要であることが明らかとな
った． 
III.では，鋳鉄製造における誘導炉とキュポラの経済性と環境性の比較を行った．経済性で
は，耐用年数12年のうち，イニシャルコストの割合はキュポラで約 2%，誘導炉で約 4%，ランニ
ングコストの割合は同約 98%，同約 96%と推計された．ライフサイクルコスト全体では誘導炉が
優位であった．耐用年数 12年間を仮定すると，重要な位置を占める要素はランニングコストで
あった．キュポラの経済性はコークス比とコークス費の影響を受けていると分析した．CO2負荷
では，設備および運用，間接影響に至るまで，誘導炉の負荷はキュポラに比べて小さいことが
確認された．負荷の差異は，運転の部分が大きかった．鋳鍛造品の中間財負荷の推計からは，
二次三次と続く他の加工部門の最終消費から多くの CO2が発生していると推察され，サプライ
チェーン全体を俯瞰した対策が必要であることが定量的に示された． 
IV.では，IOを用いる LCIに関し，“データの鮮度”の問題に対処するための一方法論を構
築した．具体的には IO基本表の未発行年における，産業構造の突発的変化が発生した場合，
その影響を迅速に反映し，簡易に推計するために，変動因子係数法による IOAの提案とその
検証を行った．それらの評価・分析から以下の結果が確認された．2005年の基本表・同年度
のエネルギーバランス表を通して得られた直接・間接のエネルギー消費原単位を確定値 K と
し，提案法，延長表，簡易表の 3方法による 2005年推計値とを比較した結果，K との相対誤
差率は昇順に延長表，提案法，簡易表となった.更に推計の際，エネルギーバランス表がない
場合を想定し，線型補外を用いた 3方法による推計値を K と比較した結果，提案法の精度は
延長表未満，簡易表以上であり，予測時にも使用可能と判断できた．以上から，本論文での
検討の範囲では提案法は迅速・簡易に変化を反映し，予測にも応用可能な LCIの 1手法とな
り得るとの結果を得た． 
 本論文全体に対する結論は次の通りである．低炭素社会を実現していくためには，ほぼ 2世
紀に亘り定着した化石燃料への依存体質から脱却しなくてはならない．生産活動の拡大に伴
い，物流も指数的に増大するため，運輸部門の低炭素化のための対策を早急に講じる必要
がある．また，あらゆる生産活動の基盤であり，サプライチェーン全体に影響する電源の低炭
素化が図られない限り，施策効果は限定的なものに留るため電源の低炭素化は喫緊の課題
である．  
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第 1章 緒言 
本章は本論文の主題である産業連関分析法(Input-Output Analysis：IOA)を基礎とした
日本の環境負荷解析における背景，意義，方法を述べる．以下，1.1 では社会的背景と
しての「経済成長第一主義」から「環境重視主義」の転換，高炭素・高エネルギー社会
の現状およびエネルギー分析の必要性について述べる．1.2 では学術的背景であるライフサ
イクルアセスメントの方法論について，具体的には手法と対象について概説する．1.3 にて
本研究の目的と意義，1.4 で本研究の方法について述べる．1.5 で本論文の構成を示す． 
 
1.1社会的背景 
1.1.1「経済成長第一主義」から「環境重視主義」へ 
1972 年にローマクラブの MIT1グループが「成長の限界」という報告書を発表した[大
北 1972] [茅 1992]．同報告書では，人類が直面している資源，環境といった様々な問題
に対して世界全体で取り組む必要性の指摘がなされた．以来，「経済成長第一主義」か
ら「環境重視主義」へという先進国における基本的潮流は一貫して現在まで続いている． 
一方，この潮流は世界レベルで俯瞰すると一様ではない．計画型経済を意図した社会
主義が 1989 年のベルリンの壁崩壊に象徴される「大いなる失敗」[Brzeziński 1990]とし
て終焉する頃と前後して，アジア地域を中心とした諸国は，経済成長を至上命題とする
国家建設に次々に転じていった．1980 年代におけるアジア NIEs2はその代表的存在であ
り，現在では分野的には日本を凌駕する工業国となっている．2000 年代に入ると
BRICS
3
[O'Neill  2001]と呼ばれる国家群が台頭し始めたが，BRICS は人口，面積，地下
資源といった面から見ると，かつてのアジア NIEs とは比較にならないポテンシャルを
有している．BRICS の代表格とも言える中国は，GDP では 2010 年に日本を抜いて世界
第二位の経済大国となった．これら新興工業国においては，戦後復興期の日本やかつて
の社会主義国と同様に，「環境の持つ価値」はほぼ外部化され「経済成長第一主義」の
道を突き進んでいる ． 
所謂，従来からの先進国(G74)とその他の新興工業国，発展途上国において，地球温
暖化，酸性化，オゾン層破壊，富栄養化といった環境負荷に対する意識・取り組みの乖
離は未だに大きい．しかし人類は同じ「宇宙船地球号」[芹沢 1992]の乗員であり，異常
気象，酸性雨による自然破壊，特定フロンによるオゾン層破壊などの地球環境問題を避
けて通ることはできない．その中でも「地球温暖化問題」は，前述のような国家間の意
                                                   
1 マサチューセッツ工科大学: Massachusetts Institute of Technology 
2 Newly Industrializing Countries：アジア NIEs は韓国，台湾，香港，シンガポールを指す． 
3ブラジル (Brazil)， ロシア (Russia)， インド (India)， 中国 (China) ，南アフリカ共和国 (South Africa)の頭文字
を合わせた五カ国の総称． 
4 Group of Seven．アメリカ合衆国，イギリス，イタリア，カナダ，ドイツ，フランス，日本． 
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識の乖離を内包しつつも世界的な取組みが行われている． 
地球温暖化に関しては，1992 年 6 月ブラジル・リオデジャネイロの地球サミットで
の気候変動枠組条約5締結を本格的な起点として[WCED 1987]，先進国では，代表的な
温室効果ガスである CO2 の排出量削減に向けた一層の努力が求められていた．1997 年
12 月には，京都で開催された気候変動枠組条約第 3 回締約国会議(以下，COP36) にて，
先進国の温室効果ガス排出量削減の具体的な数値目標などが定められた[西井 1987]．
京都議定書7の採択によって，各国が当面取り組むべきおおよその大枠が作られた[茅 
2008]．京都議定書8の採択に関しては，世界の温室効果ガス排出量の約四分の一を占め
るアメリカの離脱，更に今後温室効果ガス排出量の過半数を占めると予想された新興工
業国・発展途上国に数値目標が課されないことなどを理由に，議定書の意義・効果に対
する疑問も呈された．しかし，地球環境問題に関して，世界レベルで議論を行い，拘束
力を持つ具体的数値目標を課すことに合意できたことは歴史的な前進であったと言え
る．以後，国際的な議論と取組みは継続され，2012 年末にはカタール・ドーハにおい
て，国連気候変動枠組条約第 18 回締約国会議(COP18)が開催されるに至っている．本稿
執筆時点(2013 年 12 月)では，COP3 以来の枠組みの再構築する為に，ポスト京都議定書
に向けた国際的議論が行われている段階にあり，温暖化防止への地球規模的取組みは新
局面を迎えている[環境省 2013a]． 
地球温暖化の進行を巡る研究に関しては自然科学的な不確実性が大きいとして，根強
い懐疑論[Thejll 2000] もあり，長く議論が交わされてきていた．しかしデータや調査・
研究の蓄積，スーパーコンピュータの解析力の飛躍的向上などにより，気候変動が発生
する可能性が高いということが次第に確認されるようになった．2007 年には国連の下
部組織である気候変動に関する政府間パネル(以下，IPCC9)によって第 4 次評価報告書
が発表された．その結論は「気候システムの温暖化は疑う余地がなく，その原因は人為
的なものである」[IPCC 2007a] というものであった．世界 130 カ国から参加した専門家
集団 2 千人以上の科学技術的・社会経済的な知見を集約し，かつ参加 195 カ国の政府代
表団のパネルによって認められたこの報告書は，現代の最高水準の科学力の集結によっ
て導かれた結論に他ならない．地球温暖化を巡る分析と議論は，「地球上での人類の活
動によって発生する環境負荷の複合的な総量が，自然(地球)の受容できる総容量を超え
ていないのか，それとも超えているのか」を判断するという側面を有していたが，この
命題に人類最高の叡智を結集した最先端科学の結論はほぼ「超えている」という解答を
出した．  
                                                   
5 気候変動に関する国際連合枠組条約：United Nations Framework Convention on Climate Change 
6気候変動枠組条約第 3 回締約国会議：Third Session of the Conference of the Parties［略］COP3 
7気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書: Kyoto Protocol to the United Nations Framework Convention on 
Climate Change 
8気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書: Kyoto Protocol to the United Nations Framework Convention on 
Climate Change 
9 IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change 
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IPCC 第 4 次評価報告書において，本論文の学術的基盤であり次節にて詳しく述べる
ライフサイクルアセスメント(Life Cycle Assessment)，ライフサイクルアナリシス(Life 
Cycle Analysis)の方法論は，「環境影響を評価するための最も包括的・体系的な方法」 
[IPCC 2007b]として位置付けられ，IPCC の技術分科会(WG3)においても，基盤的役割を
果たした．一例として， 輸送技術における各燃料(化石燃料，バイオ燃料，水素燃料)
のライフサイクル CO2 比較分析を挙げることができる[IPCC 2007c]． 
IPCC 第 5 次評価報告書は本稿執筆時点(2013 年 12 月)において，まだ全体は明らかに
なってはいない．しかし報告書骨子等[環境省 2013b]を見る限り，第 4 次評価報告書と
基本的方向に変化はない．今まさに国家の枠を超え，地球レベルでの人類の社会経済シ
ステムや，人類一人ひとりのライフスタイルの在り方が改めて問い直されている． し
かしながらライフスタイルの変革に留まらず，次項で述べるとおり，産業構造およびそ
れと連動するエネルギー供給のあり方がより強く考慮すべき問題である． 
1.1.2高炭素社会の現状 
 1997 年に京都で開催された COP3 では，先進国の温室効果ガス排出量削減の具体的
な数値目標などが議定書により定められた．この京都議定書により 1998 年から 2012 年
の間に，温室効果ガスを先進国全体で基準年(1990 年)の排出量より少なくとも 5%削減
することが国際的な取り決めとなった．議長国である日本には基準年比で 6%削減が課
せられた[UNITED NATIONS 1998]．  
 日本の削減目標の最新の情勢について，環境省の資料から以下に要点を引用する[環
境省 2013c]． 
「2011 年度の我が国の温室効果ガスの総排出量(確定値)は，13 億 800 万トンで，これは
基準年比 3.7%の増加となっています．また，2010 年度の総排出量と比べると，火力発
電の増加等によって，4.0%の増加となっています．」 
 
図 1-1 我が国の温室効果ガス排出量(環境省資料より筆者作成) 
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 日本の温室効果ガスの排出状況は基準年(1990 年)比で-6.0%削減しなくてはならない
のに対し，逆に 3.7%増加している．同資料では森林吸収量の目標と京都メカニズムク
レジット[環境省 2013b]を加味することにより，京都議定書第一約束期間の 4 カ年平均
(2008～2011 年度)で基準年比－9.2%の成果を上げたとしているが，第 1 次約束期間 2011
年度における温室効果ガス削減数値目標への取り組みは結果を見る限り，達成できずに
終わった．前年度比で 3.9%増加しているが，同報告によればこの要因について，「東日
本大震災の影響等により製造業の生産量が減少する一方，火力発電の増加によって化石
燃料消費量が増加したことなどが挙げられる」と指摘されている．京都議定書第一約束
期間の最終年である 2012 年度の温室効果ガスの排出状況はまだ明らかになっていない
が，原子力発電の稼働率の低下分を火力発電で代替している現状に変化はないことから
[JANSI 2013]，2011 年度の傾向が継続するものと推察される．日本は京都議定書が採択
された COP3 の議長国であったため，採択各国の中でも削減目標達成に向けて，最大の
努力を払った国のひとつであったと考えられる．そして目標の達成にあたっては，京都
メカニズム等の社会経済的システムを駆使するのと同時に，デマンドサイド(需要面)で
はトップランナー方式10やエコポイント制度11等によって与えられた規制とインセンテ
ィブによる省エネルギーの浸透による効果，カーボンフットプリント試行事業等に代表
される CO2の可視化による購買行動の変化[稲葉 2009]，サプライサイド(供給面)ではエ
ネルギー1単位を生み出す際の有毒化学物質排出量および温室効果ガス排出量が火力発
電に比して遥かに少ない原子力発電の基幹電源としての拡大に期待していたと推察さ
れる[八田 2004]． 
日本は京都議定書の議長国として，第一約束期間の結果を総合的に分析し，引き継ぐ
ものは引き継ぎつつ，学術的方法論により深く根付いた施策を構築していかなくてはな
らない．その際に基礎となる CO2排出量等の分析法は，簡易かつ費用対効果に優れるも
のであることが望ましい． 
1.1.3高エネルギー社会の現状とエネルギー分析の必要性 
 前項で触れた高炭素社会の背景として，エネルギーを大量生産・大量消費する高エネ
ルギー社会の存在があることは否定できない．高炭素社会が招いた地球温暖化問題は，
化石燃料の大量消費，即ちエネルギーの大量消費が主原因であるため，温暖化問題に対
処していくためには，エネルギー問題の正確な把握と分析を避けて通ることはできない． 
日本のエネルギー消費は，経済発展とともに増え続けた．エネルギー白書 2012 によ
ると第一次石油危機時(1973 年)と 2010 年度の比較では，産業部門が 0.9 倍，民生部門
が 2.5 倍(家庭部門 2.2 倍，業務部門 2.8 倍)，運輸部門が 1.9 倍となっている[経済産業
省 2012]．この間の GDP の伸びは 2.4 倍であり，経済成長とエネルギー消費がほぼ符合
していることが分かる．日本経済の低迷に呼応して，2008 年～2009 年の最終エネルギ
                                                   
10 電気製品・自動車などの省エネルギーの基準を，現在最も高性能な製品に合わせる方式 
11 対象となる家電製品の購入や住宅の新築等に対して，様々な商品・サービスと交換可能なポイントを付与する制度 
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ー消費は一時減少したが，景気回復により 2010 年には再び増加に転じている[経済産業
省 2012]．図 1-2 に日本の最終エネルギー消費と実質 GDP の推移を示す． 
一方で人口の面からエネルギー消費を見た場合，国立社会保障・人口問題研究所 よ
り日本の人口は 2040 年には全ての都道府県で 2010 年より減少し，65 歳以上の人口が
40%以上を占める自治体が約半数になるという調査結果が報告されている[IPSS2013]． 
高齢化の進行は高齢者に合わせた電気設備や介護機器の使用の増加などによりエネル
ギー消費増加の要因となり得る．人口の減少とは逆に核家族化の進展により世帯数は増
加すると予想されている．世帯数が増えれば，増えた世帯数の分だけ家電製品や自家用
車などが必要になるため，核家族化の進展もまたエネルギー消費増加の要因となり得る．   
エネルギーの中でも利便性の高い電力の消費量は生活水準の向上，オール電化住宅の
普及，IT 関連機器による高度情報化社会の進展，高齢化社会の進展により年々増える
傾向にある． 
 
図 1-2 最終エネルギー消費と実質 GDP の推移(エネルギー白書 2012 から筆者作成) 
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給の多様化といった点で原子力が大きな役割を果たしてきたことは否定できない．2010
年度の電源別発電電力量では原子力 28.6%，石炭 25.0%，LNG ガス 29.3%，石油等 7.5%，
水力 8.5%，地熱および新エネルギーが 1.1%であり，原子力発電により電力の約 3 割が
生産されていた[FEPC2012b] ． 
  
図 1-3 日本の電力化率の推移(電気事業連合会資料から筆者作成) 
 
図 1-4 日本の電源別発電電力量構成比(電気事業連合会資料から筆者作成．10 電力計，他社受電
分を含む．グラフ内の数値は構成比(%)) 
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とCO2問題は表裏一体の関係にある[河村 2010]．KayaはCO2排出量とエネルギー諸量，
経済成長率の関係を kaya indentity(茅恒等式)により明確化した[kaya1989][茅 2009].以下，
kaya indentity の引用に基づいて，CO2対策とエネルギー分析の必要性について述べる． 
Kaya によれば，CO2 排出量(CO2)，エネルギー(E)，経済成長率(GDP)の関係は次式に
よって表される． 
 
    
   
 
 
 
   
                                    
 
     式より CO2 排出増加率( CO2)は次式により導かれる．なお は平均変化率，C は
CO2，G は GDP を表す． 
    
 
 
  
 
 
                                    
     式において， 
 
 
はエネルギーの炭素依存率， 
 
 
はエネルギーの経済集約率，GDP
は経済活動規模を意味する．当式は CO2排出増加率がこの三要素の変化率の和によって
表されることを示している．技術進歩等により 
 
 
および 
 
 
が負値，経済規模の拡大に
より  が正値を取ると考えれば，  
 
 
は脱炭素率，  
 
 
は省エネルギー率と読み替え
ることができる．すなわち経済成長率から脱炭素率，省エネルギー率を差し引いた値が
CO2排出増加率となる． 
茅ら[茅 2009]は，1980 年度から 2005 年度に亘る過去の先進諸国の上記三要素を定量
的に分析した．その結果，東西が統合した 1990 年度～1995 年度のドイツを唯一の例外
として，日本を含むすべての先進国において GDP の増加率が省エネルギー率の上昇率
を上回っていることを明らかにした．GDP 増加率が省エネルギー率を上回っている状
況は次式のように表される．  
         
 
 
                                  
     式で表される状況が継続する場合，前述の     式は次式のようになる． 
    
 
 
                                     
 
     式の両辺は通常，負値と考えられるため，マイナスを乗じてプラスに変換すると次
式となる． 
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     式から，今後 CO2 排出量削減を達成するにはサプライサイドにおけるエネルギー
由来の CO2削減対策，すなわち 
 
 
(エネルギーの炭素依存率)の低減なしに CO2削減を達
成することはできないことが分かる．以上よりエネルギー分析，中でも次節以降にて詳
しく述べるエネルギーLCI は低炭素社会構築の処方箋を用意する上で欠くことはでき
ない． 
1.2. 学術的背景 
1.2.1 ライフサイクルアセスメントの手法 
 あらゆる科学においては，分析対象の把握手段として「定量化」が必須であり，基礎
である．それを土台として分析や評価，総合的解釈が行われる．ライフサイクルアセス
メント(Life Cycle Assessment: LCA)は，財やサービスの生涯(揺り篭から墓場まで)に亘る
環境負荷を定量化し，影響を評価する科学的診断法であり，環境を対象とする研究の基
礎として欠くことができない方法である．LCA は ISO1314040 シリーズとして規格化さ
れており環境関連の分野はもとより，エネルギー技術の諸量の分析にも広範に活用され
ている．LCA には(1)目的と範囲の設定，(2)インベントリ分析，(3)影響評価，(4)解釈の
4 段階がある．図 1-5 に ISO14040 による LCA の枠組みを示す[伊坪 2007]． 
(1)「目的と範囲の設定」(Goal and scope definition)では，実施しようとする LCA の目的
を明確化し LCA の範囲すなわちシステム境界(System boundary)14[伊坪 2007]を設定する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-5 LCA の枠組み(「LCA 概論」より筆者作成) 
                                                   
13国際標準化機構:International Organization for Standardization 
14 LCA において分析の対象となる範囲 
 
 
 
          
 
 
 
 
(４)結果の 
解釈 
Interpretation 
 
(1) 目的と範囲の設定 
Goal and scope definition 
 
(2)インベントリ分析(LCI) 
Life Cycle Inventory Analysis 
 
 (3)影響評価(LCIA) 
Life Cycle Impact Analysis 
 
LCAの 
利用 
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(2)「インベントリ分析」(Life Cycle Inventory Analysis:LCI)では，「目的と範囲」の設定
に則り，LCA の対象である財やサービスについて，投入資源やエネルギー等のインプ
ットデータと製造される財や排出物等のアウトプットデータの一覧を作成する．すなわ
ち入出力データの明細目録(インベントリ)が作成され，LCA の対象に対して定量的な分
析・評価が実施される．インベントリ分析は LCA において中核的な位置を占めている．
分析法もプロセス法，産業連関分析法等に細分化されるが，それぞれの技法に長所短所
があり，分析法の選択と適用の仕方により，LCA の性格が左右されるという側面を持
つため，今なお，技法の開発と研究が積み重ねられている．インベントリ分析について
は本論文第 2 章で改めて述べるため，詳細はそちらを参照されたい． 
(3)「影響評価」(Life Cycle Impact Analysis:LCIA)は，インベントリ分析で得られた分析
結果を基礎的情報として用い，環境への影響の程度・重要度を評価する段階である．「影
響評価」は「インパクト評価」(Impact assessment)とも呼ばれる．分類化(Classification)，
特性化(Characterization)，重み付け(Weighting)の 3 フェイズから構成され，分類化，特性
化までが LCA における必須事項とされる．「影響評価」における重み付けでは，人間の
主観に左右される「環境の価値」を客観的に定量化していくためにコンジョイント分析
(Conjoint analysis)[Douglas 1995]等の環境経済評価(Environment-Economy Assessment)
の理論を用いる[大野 2000]．以上のように，この段階に進むと，社会科学的側面も強く
なる．影響評価はインベントリ分析と同様に，技法の研究が続けられている． 
1.2.2 ライフサイクルアセスメントの対象 
LCA の対象は基本的に環境にストレスを与えるすべての因子が対象となりうる．具
体的な環境負荷としては，エネルギー投入量，温暖化負荷，酸性化負荷，オゾン層破壊
負荷，富栄養化負荷などが対象として挙げられる． 
 1980 年代に入ってからは，地球温暖化問題が地球規模における重要な環境問題とし
て認識されてきたこともあり，CO2 排出量を対象とした多くの LCA が行われてきた．
特に CO2を対象とした LCA は独立してライフサイクル CO2 (Life Cycle CO2) と呼ばれ
ている．また，CO2排出量と強い相関にあるエネルギーについても多くの研究や分析が
なされてきた．エネルギー消費量を対象とした LCA はエネルギー・アナリシス (Energy 
Analysis) [茅 1980] においても重要な一分野として，特にライフサイクルエネルギー
(Life Cycle Energy)と呼ばれる．  
1.3本研究の目的と意義 
本研究では，LCI の方法論，特に産業連関分析法(IOA：Input-Output Analysis ，以
下 IOA)を主として用いて生産活動に起因する環境負荷の具体的解析に基づき CO2排出
量・エネルギー消費量を削減し，低炭素社会構築に寄与していくことを前提とした工学
的知見を見出すことを目的とする．より具体的には生産活動における環境負荷発生の現
状を把握することが必要となるが，本研究の分析対象財は農・水・畜産物と鋳鍛造品で
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ある． 
以下にこの分析対象財選定の理由に触れるとともに本研究の意義を示す． 
(1)本研究においては，LCI 法の中でも IOA を深化・発展させることを主眼としている． 
IOA はライフサイクル段階における生産・製造段階までを間接影響をも網羅することに
より緻密に分析することに極めて優れている．そのため，生産・製造段階までの環境負
荷分析に相応しい財を分析対象として選定した．本論文の分析対象財のひとつである
農・水・畜産物においては，基本的にライフサイクル段階における使用段階は存在しな
い．もう一つの分析対象財である鋳鍛造品(中間財)は，製造後に他産業へ素材として供
給され加工されるため，使用段階は分析範囲に含まれない．それに対して家電製品等の
大衆消費財，自動車・工作機械などの工業製品等は使用段階がライフサイクルステージ
全体を通して最も重要な位置を占めるため[未踏技術科学協会 1995] [内山 2006]，使用
段階を抜きにして環境負荷を解析・評価することはできない財である． 
(2)農・水・畜産物と鋳鍛造品は産業としての裾野が広い部門であると同時に，エネル
ギー多消費型･CO2 多排出型の財である．これらの特質は，漏れなく生産波及効果を把
握できる IOA に適するとともに，本研究で目指す低炭素社会構築のための知見を得る
ための分析対象として相応しい財である．農・水・畜産物は背後に広大なフードサービ
ス分野が存在している．また食生活において年々高まる高付加価値化へのニーズに対応
する形で，温室栽培・養殖等が進展し，加工食品産業が発展するとともに，肥育用の輸
入飼料の増加等を招いているが，これらがエネルギー消費量増大に直結し[資源協会 
1992]，ひいては CO2の多排出に繋がっている．鋳鍛造品(中間財)は，製造業の広く基盤
となっている分野であるとともに，高周波誘導炉をはじめとする電炉の普及により，エ
ネルギー多消費化が進んでいる[産業研究所  2007]． 
(3) 本研究においては，IOA を深化させることに力点を置いているが，LCI 法のもう一
つの柱であるプロセス法を利用してハイブリッド LCI法[Suh 2005]として IOA を従来よ
り技法的に発展させた．ハイブリッド LCI 法は 1990 年代に入ってから開発され，多く
の研究例がある．本研究が IOA あるいはハイブリッド LCI 法として従来の手法より新
しい点は，生産費等文献の精査，生産工場の現地調査・データ分析等の手法を用いて，
IO の部門を既存の部門より細かく分解し，製品レベルの分析を IOA により可能とした
ところにある．農・水・畜産物も特定の溶解炉から生産される鋳鍛造品(中間財)も既存
の IO 部門分類のままでは分析できず，プロセス法導入により分析が可能となる． 
(4)更に本研究においては，IOA の課題として残されていた"data age"[Suh 2005] [Suh 
2007],すなわち IOの対象年度と発行年度の時間差の問題に対する理論的1方法論として
変動因子係数法を提案している．日常の中で突然発生し得る自然災害や市場情勢の急変
等が発生した場合，その影響を迅速に反映し，更には IO 基本表・延長表・簡易表のな
い年についても補外的かつ簡易に推計できる IOA の構築は，IOA の実用性向上に資す
る．また変動因子係数法により IOデータとプロセス法データが時間的に統一され， IOA
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を用いるハイブリッド LCI 法の時間的不一致が解消されることにより，より整合的なハ
イブリッド LCI 法が構築されてゆく．提案法を実際の分析に適用するにあたっては，前
述の(1)(2)(3)の理由より，分析財は鋳鍛造品を選定している． 
 以上，分析対象財選定の理由に触れつつ本研究の意義を述べた．本論文では，既存の
理論の検証に基づき実際の事例分析を展開し，それに基づいて分析法改良と新方法の提
案を行うという流れになっているのが特徴である． 
1.4.本研究の方法 
 本研究では，ライフサイクルアセスメントの方法論を基礎とする．そして LCA の中
核たるインベントリ分析の各分析法の中でも，あらゆる間接影響を把握する際に有効な
IOA とのハイブリッド・インベントリ分析(Hybrid analysis) [Heijungs 2002]を採用する．
そして実際の分析を通して，ハイブリッド・インベントリ分析のもつ課題を洗い出すこ
とを目的の 1 つとして，代表的財について分析する．分析財選定の理由は前節で述べた.
一つは食料品関連分野の分析であり全国レベルでの農産品・水産品・畜産品と，地域レ
ベルでの農産品の環境負荷解析である．食料品は生産が即最終消費に繋がる代表的な財
である．もうひとつは鋳鍛造品の分析であり，素材型・加工型の財であるために中間財
と最終財の 2 種類の製品パターンが存在する．これらの財を分析対象として，IOA とそ
の発展であるハイブリッド・インベントリ分析の分析技法上の問題点を抽出し，個々に
解決方法を提示していくとともに，得られた分析結果に基づき低炭素社会構築に向けて
の論考を行う．最終的には，産業連関分析法を用いる以上，避けて通れないデータの時
間的遅延という根本的課題に対処するための変動因子係数法を提案し，あらゆるハイブ
リッド型インベントリ分析を強化・発展させるための方法論の構築を行う． 
なお，2011 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生した．本研究は 2007 年から開始し，
調査・研究を主として行った時点は東日本大震災前であり，その後も震災後の状況分析
に使用できるデータは殆ど存在していなかった．ところが福島第二原子力発電所事故を
発端として原子力発電の稼働状況に劇的変化が生じた．2013 年 12 月末現在で，稼動し
ている原子力発電所は全国の商用原子力発電所 54基中，関西電力の大飯発電所 3号機，
同 4 号機の 2 機のみである[JANSI 2013]．2011 年度では化石燃料による発電の割合が約
8 割に増加した[FEPC2012b] ．したがって，本研究の第 5 章までの結果だけでは東日本
大震災後の状況分析に資するには十分ではない．よって，第 3 章，第 4 章，第 5 章の分
析を震災後の状況を踏まえて把握するためには，第 6 章で提案する変動因子係数法を適
用した解析が有用である． 
1.5 本論文の構成 
 本論文における構成を以下に示す． 
第 1 章緒言の後，第 2 章にて現在の社会状況と照らし合わせつつ過去の先行研究の問
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題点と課題を整理し，本研究の学術的位置付けを明確化する．2.1では，当章の背景につ
いて述べ，2.2にて分析法の基礎と範囲を示す．2.3ではLCIの各分析法，特に本研究の基礎
である IOA の理論とその課題，および本研究の特徴について示す．2.4 ではハイブリッド法の
理論とダブルカウンティング問題を示し，海外の先行研究を概説する．2.5 では LCI の事例研
究について概観し，2.6 で本章のまとめを述べるとともに，それに基づき以後の本論文各章へ
の道標を与える． 
第 3 章では，産業連関表(Input-output table:IO)を用いた食料品部門のエネルギー・環
境負荷分析について農・水・畜産業に焦点をあてて分析する．3.1 では研究の背景と分
析対象について述べる．3.2 では食料品部門の分析方法について説明し，3.3 は食料品
部門のデータ整備と食料品部門全体の分析結果について述べる．3.4 からは農・水・畜
産業 3 部門について品目別にエネルギー・環境負荷を推計する．3.5 では当章の結論を
述べる． 
第 4 章では，地域レベルでの農作物の生産と，輸送に伴い発生する CO2排出量につい
て評価する．4.1 では研究の背景について述べる．4.2 では研究の手法について説明し，
生産プロセス・輸送プロセスの CO2排出量推計方法，生産・輸送に伴う CO2排出量推
計の方法についてそれぞれ説明する．4.3 では生産プロセスの CO2 排出原単位と CO2
排出量，および輸送プロセスの CO2排出量と生産・輸送に伴う CO2排出量について推
計結果を示す．4.4 では当章の結論について述べる． 
第 5 章では，キュポラと誘導炉の経済性と環境性の分析について述べる．5.1 で研究
の背景と目的について述べる．5.2 にて研究方法として分析範囲を説明した後，経済性
分析について，前提条件，経済性の比較法，キュポラと誘導炉のコスト分岐点算定法に
ついて説明する．続いて環境性分析について，ハイブリッド LCI 法，中間財の CO2負
荷分析法，環境負荷分析用データについて説明する．5.3 では経済性と環境性の分析結
果について述べる．環境性分析結果では設備製造時・運用時における CO2 発生量，お
よび鋳鍛造品最終財・中間財についての CO2 負荷と間接影響の分析結果について述べ
る．5.4 にて当章の結論を述べる． 
第 6 章では，エネルギー分析における変動因子係数を用いたインベントリ分析の提案
および検証について述べる．6.1 で研究の背景と目的について述べる．6.2 にて関連手法
および本研究の意義を示す．6.3 にて変動因子係数法の基本的考え方を提示し，提案法
を定式化する．そして提案法の実装方法と変動因子の反映方法について示す．6.4 にて
延長表・簡易表との比較を通して提案法を検証する．2005 年度の IO の基本表・同年
度のエネルギーバランス表から得られた直接・間接のエネルギー消費原単位を確定値と
定義し，提案法・延長表・簡易表それぞれから得られた同原単位との相対誤差率を求め，
全体の傾向，直接エネルギー消費原単位予測時における傾向，各方法の順位の組み合わ
せにおける傾向，相対誤差率の傾向について分析と評価を行う．6.5 ではケーススタデ
ィとして鋳鍛造品部門を対象に本章で提案した変動因子係数法の有効性を確認する．6.6
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にて本章の結論を述べる． 
 第 7 章では，結言として本研究の成果をまとめる．7.1 では本論文の結論を述べ，7.2 では
問題点と今後の課題について示す．7.3で今後の展望を述べる． 
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第 2章 LCIの概要と先行研究 
本章では，現在の社会状況と照らし合わせた上で，過去の先行研究の問題点と課題に着
目しつつ整理し，本研究の学術的位置付けを明確化する．2.1 では，本章の背景について述
べ，2.2にて分析法の基礎と範囲を示す．2.3ではLCIの各分析法，特に本研究の基礎をなす
IOA の理論とその課題，および本研究の特徴について示す．2.4 では IOA を発展させたハイ
ブリッド法の理論とダブルカウンティング問題を示し，海外の先行研究を概説する．2.5 では
LCI の事例研究について概観し，2.6 で本章のまとめを述べるとともに，それに基づき以後の
本論文各章への道標を与える． 
 
2.1 はじめに 
第 1章で取り上げたように，地球規模の環境問題として，温暖化問題が重要視されはじめた
1980 年代から，CO2削減に向けた研究が進捗してきた．2000 年代，特に後半以降は CO2排
出量削減・回収等の研究[下田 2009]，規制やインセンティブのあり方により，技術開発を促
進させる研究[有村 2011]，解析や予測に資するモデル研究・分析[村田 2009] [李 2009]等
が急速に進んできた．CO2 問題と表裏をなすエネルギー問題に関しても，脱化石燃料化という
命題のもと，発電技術の効率化の研究[大島 2010]，太陽光発電[岡島 2009] [岡島 2010] [田
村 2010]やバイオマス[山地 2007] [佐務田 2011]といった再生可能エネルギーに関する研究，
省エネルギーの分析[桑原2009]も数多く行われてきた．1980年代から一連の研究が進展する
一方で，LCA は諸研究テーマに関わる分析・評価といった点から注目され，活用されるように
なっていった．LCA のソフトウェアやデータベースも次々に構築が進み[日本太陽エネルギー
学会 2008] ，LCA 研究者，実践者が増加してきている．手法自体の研究や事例研究も多数
行われるようになり，今もなお蓄積が進んでいる． 
 
2.2 分析法の基礎と範囲 
 本論文における主たる分析方法は，ライフサイクルCO2分析ならびにライフサイクルエネルギ
ー分析である．前章で記した通り，製品の一生涯，「揺り篭から墓場まで」すなわち資源の採取
から製造，使用，輸送，リサイクル，廃棄を含めた全ての段階に亘る CO2 排出量を分析・定量
化する手法がライフサイクル CO2 である．同様に，製品が資源状態から製造され，輸送され，
使用を経て，廃棄またはリサイクルされる全ての段階を通して投入されるエネルギー量を分
析・定量化することをライフサイクルエネルギーと呼ぶ． 
 ここで留意しなくてはならないことは，分析対象によって，ライフサイクルステージが異なること
である．例えば本論文第 3 章で取り上げる農・水・畜産物においては，使用段階・リサイクル段
階が基本的に存在しない．電力系統(電力システム)等も同様である．よってこれらを分析する
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際には必然的にシステム境界から当該段階は除外される．また分析目的により，使用以降の
段階をシステム境界内に含めない場合もある．企業において家電製品の CO2・エネルギー分
析を行う場合，使用以降の段階は企業の手から製品が離れるため，そこまでに分析を留めた
い場合などである．例えば家電製品等の「揺り篭から墓場まで」のライフサイクル全段階の CO2
負荷総計結果は個々のユーザーの使用状況によって全く異なる．このような場合，製品のライ
フサイクル全段階の負荷を推計するにはユーザーの使用パターンを仮想的に想定してシナリ
オ化し，ライフサイクル CO2を定量化せざるを得ないが，企業の守備範囲として製品が消費者
の手元まで届く段階までをシステム境界内として設定する場合も少なくない．このように製品が
ユーザーに届くまでを分析範囲とする方法は「揺り篭から墓場まで」(Cradle-to-grave analysis)
に対して「揺り篭から出口まで」(Cradle-to-gate analysis)と呼ばれる[Heijungs2002]．本論文第
5 章で取り上げる鋳鍛造品は基本的に中間財であり，製造者の元を離れた後，各種工作機械
や自動車部品等として加工されていくケースが大半であるため，「揺り篭から出口まで」の分析
に留めている． 
以上，分析方法と分析範囲について述べたが，ライフサイクル CO2 もライフサイクルエネル
ギーも，定量化対象の負荷の種類が異なるだけで LCA の中では LCI のフェイズにほぼ相当
する．本論文における分析はLCAにおけるLCI段階までを対象とする．次項以降では分析手
法としての LCIについて詳細を記す． 
2.2.1 LCA と LCI  
LCAの 4段階(1)目的と範囲の設定，(2)インベントリ分析，(3)影響評価，(4)解釈において，
インベントリ分析(Life Cycle Inventory Analysis：LCI)は中心的位置を占めている．LCIの結果
次第で影響評価ひいては解釈の結果も変わるためである．無論，前章で述べた通り，LCA の
実践においては，この 4 段階が(1)目的と範囲→(2)LCI→(3)影響評価→(4)解釈といった一方
向に向かってのみ実施されるとは必ずしも限らない．しかし，LCI 結果の情報が，影響評価段
階で入力される基礎的情報となる以上，影響評価は LCIに規定されるため，LCIが LCAにお
いて中核であることには変わりがない． 
2.2.2 LCIの方向性と分類 
本研究では LCA における LCIの方向性は，時系列型 LCI と系列横断型 LCI に大別され
るという前提を置く．時系列型 LCI とは同一製品に対し，その製品の環境負荷の時間的な比
較に用いられる LCI である．例えば企業における設計担当部門の者が，新製品と旧製品との
ライフサイクルにおけるCO2負荷を時系列的に比較する場合などがこれに相当する．これに対
し，系列横断型 LCI とは，第三者が複数の製品や生産物に対し，横並び的に環境負荷を比
較する LCI である．例えば農産物の場合，みかんとりんごの CO2負荷の比較，温室栽培のい
ちごと地取りのいちごのエネルギー負荷の比較などがこれに相当する．すなわち時系列型と
は時間軸に沿った解析であり，系列横断型とは同一時間軸における別系統の財を解析する．
この 2 分類を統計分析におけるデータ系列に当てはめれば，時系列型は同一種類のデータ
を各時点で観測する時系列に，系列横断型は同一時点での様々なデータを比較する交差系
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列に対応する[Wooldridge 2010]．製品間の系列横断的な比較は，社会に膨大な量の商品情
報が流通する中で，既に直接間接に日常の中で行われていると推察される．低炭素社会構築
の対策を突き詰めていくと，いずれかの局面でどうしても製品間の比較に突き当たらざるを得
ない．今後は明確な目的意識を持って基準や前提，分析手法を極力統一化した系列横断型
LCI を構築していくことに傾注していくべきと考える．中島も指摘するように LCI は比較ツール
として機能することが社会的ニーズにもより合致すると推察されるため[中島 2004]，本論文で
は系列横断型 LCIを志向している． 
次に方法論の分類であるが LCI の手法は大別して，プロセス法と産業連関分析法
(input-output analysis：IOA)の 2方法がある．また，第 3の手法としてこれら 2方法の長所を組
み合わせることを意図したハイブリッド法がある[Heijungs2002]．本研究では一貫して第 3 の手
法であるハイブリッド法を LCI の分析法として採用している．次項からは，順を追ってこれらの
手法について俯瞰する． 
 
2.3 LCIの各分析法 
2.3.1 プロセス法 
 プロセス法(Process analysis)は分析対象のライフサイクルに沿ってプロセスごとに LCIデータ
を収集し，それに基づきボトムアップ式に環境負荷を推計する手法である．プロセス法には積
み上げ法と，マトリックス法の 2種類がある[Suh 2005]． 
2.3.2 積み上げ法 
 最初に積み上げ法であるが，国際標準化機構(ISO 14040シリーズ)が示し，多くの文献で指
摘されているように，最も広く普及した一般的な方法である[Fava 1991] [Memorial 1994]．プロ
セス・フロー・ダイアグラム(Process flow diagram)法とも呼ばれ[Suh 2005]，市販されている
LCA ソフトウェア15の多くも，この方法を基盤としている[内山 1998]．積み上げ法はひとつひと
つのプロセスや素材に対してその環境影響をボトムアップ式に積算しながら行う基礎的手法で
ある．製造時の要素 l，利用時の要素m，廃棄・リサイクル時の要素 nからなる製品の積み上げ
法による環境負荷の総和 EPは，(2.1)式のように個々の要素の物理量に環境負荷原単位を乗
じて求められる． 
       
 
 
         
 
 
         
 
 
                                                              
 
mpi:製造時における i 要素の物理量，emi:製造時における i 要素の環境負荷原単位，mcj:利
用時における j要素の物理量，ecj:利用時における j要素の環境負荷原単位，mrk:廃棄・リサイ
クル時における k要素の物理量，erk:廃棄・リサイクル時における k要素の環境負荷原単位 
                                                   
15積み上げ法による代表的なソフトウェアの例として，SimaPro(Pre コンサルタンツ社)等を挙げることができる． 
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通常積み上げ法においては，最初に機能単位16を定めると同時に分析対象のライフサイク
ルフロー図を作成し，システム境界を決定する[伊坪 2007]．ライフサイクルフロー図において
は，対象財のライフサイクルにおけるプロセスがツリー状に記述される．実際のデータ収集作
業は，ライフサイクルフロー図に基づきデータ収集を行いながら，逆にこのライフサイクルフロ
ー図を必要に応じて随時，加除修正し，再度データを収集するといった作業の繰り返しになる．
データ収集終了後，環境負荷をライフサイクルステージごとに集計し，最後に積算した値が対
象財の求める環境負荷値となる． 
 積み上げ法によるLCA研究は極めて多いが，日本における広範な積み上げ法による代表
的な研究報告例として，(社)資源協会による家庭におけるライフサイクルエネルギーについて
の定量化が挙げられる[資源協会1992]．同研究報告においては，住宅(4種類)，家庭用機器・
器具(30種類)，自動車(1種類)，農産物(105種類)，水産物(10種類)・畜産物(8種類)，繊維製
品(13種類)等の家庭生活で使用される製品等について，ライフサイクルエネルギーの定量化
を積み上げ法により行っている．この研究報告はそれぞれの製品の生産プロセスを熟知した
専門家集団による徹底的な調査に基づく積み上げ法による緻密な研究報告例である．しかし
方法論上，必ずしも間接影響までは把握しきれていない点が課題である．  
 積み上げ法は全ての LCI の基礎であり，対象として定めた製品の詳細な環境負荷をプロセ
スごとに定量化することができる．その一方で，データ収集に多大な時間と労力を要するため，
それに耐えうる一定の組織力が必要になる．企業が自社製品の LCI を行う場合は，データ収
集は比較的容易であるが，その場合でも一社で把握できるプロセスには限りがあるため，ライ
フサイクル全体のデータ収集は必ずしも容易ではない．データ品質も調査者により一様では
ない．サービス部門をはじめとした間接的な負荷の把握は特に困難である．全プロセスを完全
に網羅するデータ収集は事実上不可能であるため，積み上げ法の LCI 実施に当たっては，
時間・マンパワー等の負担と，データ欠損を覚悟しなくてはならない． 
2.3.3 マトリックス法 
マトリックス法(Matrix method)はプロセス法の一種であり，収集したプロセスデータを全て行
列17形式で整理・記述した上で環境負荷ベクトルとプロセスの逆行列を掛け合わせて環境負
荷を導き出す手法である． マトリックス法はマトリックス反転法(Matrix inversion method)として
Heijungs によって開発された[Heijungs 1994]．2000 年代から徐々に研究や応用が進み，
Raymond  et al.によるライフサイクルモデル研究はその一つとして挙げられる [Raymond 
2008]． 
Raymond によれば環境負荷や天然資源排出量ベクトル g は次の式(2.2)と式(2.3)から導出
することができる． 
 
                                                   
16 LCA において評価する財・サービスの機能を定量化する単位 
17 以後，本論文では行列とマトリックスを同義として扱う． 
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As=f                                                                   (2.2) 
g=BA
-1
f                                                                 (2.3) 
 
A：技術マトリックス，s ：プロセス活動量ベクトル，f：システムの機能ベクトル， 
g: 天然資源利用・環境負荷排出ベクトル，B：干渉マトリックス 
 
上述の式においてマトリックス Aはマテリアルのフローを示している．Aの列はプロセスを示し，
行はエネルギーや物質，製品やサービスなどを示す．ベクトル s の要素は対応するプロセスの
活動量を示す値である．マトリックスBの列はプロセスを示し，行は環境へ影響を与える物質を
示す． 
マトリックス法は各プロセス間に反復するループがある場合，威力を発揮する．Myung et al.
は LCAに対応する ISO 基準(この場合，14040，14041 および 14049)は，「過去のプロセスに
戻る，あるいは再循環するプロセスのある産業」の状況を考慮に入れていないことを明らかにし
た上で，石油化学産業を例にマトリックス法の LCI への適用を提案している[Myung 2003]．
Heijungs et al.は，マトリックス法のLCIには，Myung et al.が用いたプロセスバランスに基づく方
法(1ユニットプロセスあたり 1変数，1生産物あたり 1変数)と，生産物バランスに基づく方法(1
生産物あたり 1 方程式，1 ユニットプロセスあたり 1 変数)の 2 方法があるとした上で，これら比
較検討を行っている[Heijungs 2006]．Heijungs et al.はまた，マトリックス法の応用分野として，
配分とカットオフ(cut off)18の処理[Heijungs 1998] ，プロセス法ベースの LCIを産業連関表に
接続する方法[Suh 2005] ，システムのフィードバック構造を分析する方法[Suh 2007] ， 感応
度係数を計算する方法 [Heijungs 1994]等を挙げ，特に感応度係数計算と不確実性分析が時
間コスト上，合理化されることを指摘している[Heijungs 2010]． 
 同じプロセス法である積み上げ法による積算では，プロセス間に複雑なループがある場合，
環境負荷の推計は必ずしも容易ではないが，マトリックス法ではこのような場合にもプロセスデ
ータをマトリックス化することにより整合的に環境負荷を求めることが可能である．マトリックス法
を用いた環境負荷分析としては代表的なものとして角鹿らによる製油所副生水素製造に関わ
るCO2排出量の定量化等を挙げることができる[角鹿 2011] [角鹿 2012]． 
本方法は整合的に環境負荷を求めることができる反面，収集したプロセスデータを整理しマ
トリックスを構築化する緻密な作業が必要になる．更に分析対象のシステム境界が広くなれば
成る程，マトリックス構築は困難を極めるという問題を孕む．角鹿ら[角鹿 2011] [角鹿 2012]の
研究においてもプロセスデータの収集およびマトリックス構築に時間を費やしており，システム
境界は基本的に製油所内に留まっている． 
マトリックス法を使用したLCIはデータの行列化に習熟した分析者が実施するに留まり，積
み上げ法に比べて分析財が限定され普及も遅れていた．しかし盧らのマトリックス構築方法の
                                                   
18環境負荷の定量化において大きな影響を及ぼさないとして，一定の基準以下のものは算定を行わなくてもよいとする
取扱いを指す． 
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一般化と汎用システムの開発[盧 2006]，福原らのグラフ理論を用いたマトリックス構築法の定
式化[福原 2011]等により一般化が進み，ソフトウェア19も開発されるなど普及が進みつつある． 
マトリックス法は方法論や応用研究が進展する一方で，データ収集に関わる作業負荷と，デー
タ欠損，品質面での不確実性等，プロセス法自体がもつ課題を引き継いでおり，分析法として
の今後の一層の発展が期待されている． 
2.3.4 産業連関分析法 
産業連関分析法は，旧ソビエト連邦出身のアメリカの経済学者 W. Leontief によって開発さ
れた経済分析理論である．現代の各産業は，相互に関連しながら生産活動を営んでおり，そ
の相互依存関係は極めて複雑であるが，産業連関分析法は，特定の産業の活動が他産業に
及ぼす生産波及効果(repercussion effect of production)を定量的に算出することが可能である．
すなわちある産業部門の最終需要(final demand)が与えられた場合に，各産業間の生産波及
過程を通じ，最終的に産業全体に対しどの程度影響を与えるかを，具体的数値で示すことが
できる．この功績により Leontiefはノーベル経済学賞を受賞している．産業連関分析法の基礎
データとなる産業連関表は Leontief によれば，「各産業が中間産業生産物の製造と消費を通
じて相互に関係している仕組みを，産業間の金融取引の流れで示したものとされ，一国の経
済取引における部門間の投入と産出を行列形式で表示した表である」[Leontief 1936]． 
産業連関表の基本的な考え方は 18 世紀のフランスの医師であり重農派経済学者でもあっ
た F. Quesnay にまで遡ることができる．Quesnay は 3つの経済主体に分かれた一国経済を，
財と貨幣の交換からなる体系としてとらえ，循環・再生産の構造を視覚化した経済表(Tableau 
Economique)を作成した[吉原 1960] ．Quesnay の研究は K.Marx に受け継がれ，再生産表
式(Reproduction Schema) [Carr 1934] として構築されることになるが，Leontief はこの再生産
表式から産業連関分析法の構想を得たとされる[Leontief 1937] [Leontief 1938] ．産業連関
分析の理論的バックグラウンドとしては，近代経済学の祖の一人とされる L.Walras による一般
均衡理論(Theory of General Equilibrium) がある[宇沢 1986] [小谷 1987]．これは相互に依
存する経済現象を連立方程式の体系として集約するもので，産業連関表は一般均衡理論を
体現した統計表である．産業連関分析法が適用できる経済分析として，例えば国民経済の構
造分析，公共投資や減税などによる政策シミュレーション，公共料金上昇による価格波及分析
などを挙げることができる． 
2.3.5 産業連関分析モデルの類型 
産業連関分析モデルは輸入財の取り扱いにより「競争輸入型」(competitive import 
type)および「非競争輸入型」(non-competitive import type)の 2 種類に大別される．競
争輸入型は輸入財と国産財を区別しないモデルであり，非競争輸入型は両者の取引を区
別するモデルである．分析へのモデル選択については，研究目的により各分析者の手に
委ねられる．各モデルの詳細は次項 2.3.6 以降を参照されたい． 
産業連関分析における競争輸入型モデル・非競争輸入型モデルともに各部門の生産活
                                                   
19 マトリックス法を用いたした代表的なソフトウェアの例として，EMLCA を挙げることができる． 
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動によって直接間接に誘発される生産波及効果が推計される．各モデルは後述するレオ
ンチェフの逆行列(Leontief inverse matrix)の型によって分類できる．次項以降で，産業
連関分析の各モデルについて分類するが，その需給均衡方程式 (Supply and Demand 
Balance Equation)は次式で表される． 
 
X=L・F                                                               (2.4) 
X：国内生産額の列ベクトル，F:最終需要の列ベクトル 
 
ここでいう均衡とは，投入の総和と産出の総和が等しいという条件を表す．上記の式で左辺の
Fの係数Lをレオンチェフの逆行列という．なおレオンチェフの逆行列の具体的な内容は次項
で説明する．以後，各モデルについて俯瞰するが，内容については宮沢[宮沢 2005]およ
び宍戸 [宍戸 2010]を参考にしつつ，先行研究等のレビューを加え論じる． 
2.3.6 競争輸入型モデル：         型 
あるひとつの産業部門に一定の最終需要が発生した場合に，それが各産業部門に対し
て直接・間接的にどのような影響を及ぼすのかを分析することが産業連関分析の最も中
核的な分析の一つである． 
 ここで説明を単純にするために，2 部門モデルを考える． 
 
表 2-1 競争輸入型産業連関表(competitive import type I-O table) 
 
部門 1 部門 2 
最終需要 
輸入 国内生産額 
国内需要 輸出 
部門 1                      
部門 2                      
粗付加価値           
国内生産額           
 
産業連関分析における産業別の需給均衡連立方程式は(2.5)式で表わされる． 
                 
                 
                        (2.5) 
 
ここで aは投入係数(input coefficient)を示す．投入係数は下記式のように定義される． 
    
   
  
                                        
   は中間投入額，  は部門 j の生産額である．このとき   は部門 j が１単位生産するた
めに必要となる部門 i からの投入額を示す係数であり，これを投入係数と呼ぶ．投入係
数は投入構造を表すことから，生産の技術的関係を表す係数である． 
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(2.5)式を行列の成分表示で書き改めると，次式となる． 
 
 
      
      
  
  
  
   
  
  
   
  
  
                     (2.7) 
 
上記の式において，投入係数の行列を A，最終需要の列ベクトルを ，国内生産額の列
ベクトルを とおくと，次式が得られる． 
 
                                   (2.8) 
 
また上記の式を について解き，単位行列 I を用いることにより次式が得られる． 
 
         ・                               (2.9) 
 
(2.9)式は産業連関分析モデルの最も基本的なモデル式       型である．この式にお
ける       の成分がレオンチェフの逆行列[宮沢 2005][宍戸 2010]である．その成分
は，産業 jの最終需要が 1単位増加し，他産業部門の最終需要は一定であるとしたとき，
部門 i で増加される生産額の量を示している．なおここで示したレオンチェフの逆行列
は，輸入を考慮していない． 
競争輸入型モデル       型の特徴であるが，現状における産業部門構造を把握する
のに適している反面，輸入品と国産品を区別しないため，わが国のような輸入比率の高
い市場経済を分析するには必ずしも適しているとは言えない．当モデルの適用ケースと
しては分析対象財の存在する国の経済構造が国内需要を国産品で殆ど賄っており，輸入
がごく少ないある場合，または分析対象財について国内外を問わず全世界における影響
を分析する場合が考えられる．水本ら[水本 2012]は太陽光発電システムの CO2 排出量
について，国内・海外など場所を問わず，その総量を把握するため，ライフサイクル
CO2分析に       型モデルを適用している． 
2.3.7 競争輸入型モデル：            
  
型 
前項の基本モデルでは，輸入を考慮しておらず，最終需要 に輸入が包含されている． 
現実には輸入は国内の生産活動によって規定される．すなわち内生的に決定されるべき
性質を持つ．そのため輸入を内生化したモデルが分析上，必要になる．競争輸入型モデ
ル           
  
型は後述する理由により本研究のベースとして採用するため，他 2
モデルより詳しく説明する． 
 輸入を内生化した競争輸入型モデルは次のように導出することができる． 
部門 i の需給均衡方程式は以下の通り表わされる． 
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                                               (2.10) 
 
ここで， ija は投入係数， ii M,E は i部門の輸出および輸入である．なお，在庫変動
については最終需要 に内包されている．輸入の水準は国内需要に依存すると仮定し，
輸入係数 im を用いて以下のように表現する． 
 
               
 
 
   
                                           
 
      式を(2.10)式に代入した上で X について整理し行列表示すると，次のモデル式
          
  
型を得る． 
 
            
  
                                                                           
 
ただし は輸入係数 を主対角要素にとった対角行列である．右辺第二項の
             が国産品に対する最終需要であり，これにレオンチェフの逆行列
          
  
を左から乗ずることにより，最終需要によって誘発される X が算出さ
れる． 
競争輸入型モデル          
  
型は，輸入比率の高い市場経済において生産波及
効果を求める際に適しており，分析に適用されることが最も多いモデルである．このモ
デルを基礎として用いた研究の代表的な例として本藤ら[本藤 2000]，湯浅ら[湯浅
2005]，塚本ら[塚本 2008]を挙げることができる.またこのモデルを基礎として発展させ
た分析法が多く存在するのも特徴のひとつである．本モデル適用上の問題点としては最
終需要が負値または小さい部門の場合，推計されるエネルギー・環境負荷も負値となる
場合がある点である．この問題については，2.3.9 で改めて述べる．前出の本藤ら[本藤
2000]をはじめとする研究では，分析対象についてこのような問題が存在しないため，
負荷の推計が可能であったが，全ての財がこのモデルで分析できる訳ではない．本論文
ではこの問題に対応するため在庫内生型モデルを展開するが，これもまた発展モデルの
例である. 
競争輸入型モデル          
  
型においては，輸入係数 によって輸入がモデル
に組み込まれており，次項で述べる非競争型モデル    ｄ 
  
型のように需要部門毎に
d
iF
im
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輸入係数を決定していない．このことは経済の現状を緻密に描写するという点では必ず
しも十分ではないものの，その反面，国産品投入係数      に対してより高い安定性
をもたらす．そのため他 2 モデルに比べると，時系列分析に比較的適している．野村[野
村 2007]は，長期時系列 IO，産業・生産物，資本投入量，労働投入量，人口・世帯，エネル
ギー等の実証基盤に基づいた多部門一般均衡モデル[黒田 1998]を用い，想定し得る電源
構成変化をいくつかのシナリオとして設定し，それに対応した 2030年までのマクロ経済や CO2
排出量予測を行った．同分析においては，エネルギー部門を環境分析用 IO [朝倉 1998]とリ
ンクさせている．また長期にわたる高精度な予測が可能な人口統計20をモデルの外生変数とし
て与えることにより，中長期の予測に伴う不確実性に対処している．野村が用いた多部門一般
均衡モデルも，競争輸入型モデル          
  
型を基礎としている．野村[野村 2007]の
用いた分析モデルは類似研究の中でも最も緻密かつ完成度の高い予測モデルの一つで
ある．しかし分析の基盤をなす IO の部門分類が既存の部門数に留まっているため，そ
れより細かい部門や財を分析することは必ずしも容易ではない． 
更に，次節で詳しく述べるハイブリッド LCI 法における IOA の多くも競争輸入型モ
デル          
  
型をベースとしている． 例として内山ら[内山 1998]の理論を挙げ
ることができる．内山は，1990 年代初頭から始まったハイブリッド法理論と IOA・LCA 研究
を体系的に集大成した．そして世界初のハイブリッド法による LCA ソフトウェア“Quick LCA”を
開発している[内山 1998]．内山らのハイブリッド法では製品の LCIにおいて最も複雑で労力を
要する製造部門に着目し，当該部門と間接影響を IOAにより分析する．分析においては金額
ではなく製品の素材構成をデータとして用いるため，金額ベース LCI 特有の経済価値の高低
や変化により算定負荷が不安定になるという問題が生じにくい．使用・廃棄・リサイクル段階は
プロセス法で分析するが，製品寿命や修理回数，エネルギー源やリサイクル回数を使用実態
に合わせて設定・入力することにより，ライフサイクルに亘っての環境負荷が算定される．同ソ
フトウェアでは，エネルギー消費，環境負荷(SOX，NOX, CO2)の他に，労働投入量も分析でき
る点が分析項目上の特筆すべき特徴となっている．LCA ソフトウェア“Quick LCA”における
IOA部分もまた，野村[野村 2007]のモデルと同様に部門分類が既存 IOの部門数に留まっ
ている．そのため，データ欠損や間接影響の把握漏れが生じるプロセス法から IOA の
置換が望ましいといった観点からすれば，まだ発展の余地が残されている．内山ら[内山
1998]，野村[野村 2007]の研究と比較しての本研究の特徴は，既存 IO の部門を分解する
ことにより，製品レベルの分析までを可能にした点にある．  
本論文では，第 3 章から第 5 章まで特定産業における LCI を行い，第 6 章では産業
連関表の時間的遅延への対処および予測も視野に入れた分析法を構築する．よって本論
文では一貫して，わが国のような輸入比率の高い市場経済において波及効果を求める際
に適した競争輸入型モデル          
  
型を基礎モデルとして用い，エネルギー・
                                                   
20 人口の予測精度は変数が少ないため非常に高い．人口を従属変数とした時，｢出生」・｢死亡｣・｢移動｣という三つの独
立変数により予測される． 
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環境負荷解析を行う． 
2.3.8 非競争輸入型モデル：       ｄ 
  
型 
 2.3.6，2.3.7 はともに競争輸入型産業連関表から得られるモデルであるが，本項で示
すモデルは非競争輸入型産業連関表により得られるモデルである．前述の (2.8)式につ
いて，国産分に添え字 d，輸入分に添え字 m を用いて表現した式を次に示す． 
 
国産分：   ｄ   ｄ                        (2.13) 
輸入分：       ｍ                         (2.14) 
 
ただし 
 ｄ                                   (2.15) 
 ｄ                                   (2.16) 
 
上記の国産分の式から下記のモデル式が得られる． 
 
      ｄ 
  
 ｄ                             (2.17)  
上に示した非競争輸入型モデル     ｄ 
  
型は，最終需要 において国産と輸入を区
別したという点で，競争輸入型モデル          
  
型に概念的に類似したモデルで
ある．二つのモデルの違いについてであるが，          
  
型ではどの需要部門に
おいても国産分と輸入分の割合が一定であるのに対し，    ｄ 
  
型では実際の割合で
分割されている点である． 
非競争輸入型モデル     ｄ 
  
型の特徴であるが，どの部門においても国産分と
輸入分が実際の比率で分割されているため，国産品投入係数 ｄを用いて生産波及効果
を把握でき，その表の年における経済構造を明確に分析することが可能である．林ら[林 
2007]は，外国貿易がない閉鎖経済の仮定は，現実の経済に即していないという問題意
識に立ち，非競争輸入型モデルを取り上げ，競争輸入型モデルと比較しつつ，外国貿易
が存在する開放経済の分析について，特に輸入に焦点をあててアプローチしている.し
かし，林らも指摘するように非競争輸入型モデル     ｄ 
  
型における国産品投入係
数 ｄは必ずしも安定的ではない．国産品と輸入品を分別することが困難な生産物が多
数存在し，また生産において国産品を投入するか，輸入品を投入するかは流動的である
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ことが多いためである．本モデルは，表の発行年断面におけるマクロ的な経済分析には
適するが，予測や特定産業の分析には適しているとは言い難い． 
2.3.9産業連関分析法による環境負荷分析 
 前述のモデルの適用例を見てもわかるように産業連関分析法(IOA)は，経済分析だけでなく，
経済活動に伴う非貨幣的な諸量の分析にも応用可能であり，その例として CO2排出量分析あ
るいはエネルギー消費量分析がある．環境分野における LCI もその中の一つである．IOA は，
プロセス法とともに，LCI手法の 2本柱の一つとして位置づけられる． 
 前出の(2.4)式におけるXは，最終需要によって誘発される産出高であるが，これに 1単位あ
たりの直接の環境負荷排出量，すなわち環境負荷の金額原単位を成分とする対角行列 を乗
ずれば，最終需要Fによって生じる環境負荷の総量EVが求められる．(2.4)式と を用いてEV
は次式によって求められる． 
 
       LF                                          (2.18) 
 
EVは，最終需要Fを満たすために経済全体から究極的に発生する直接・間接の環境負荷
である[Raa 1984]．2.3.7で述べたとおり，ここで留意しなくてはいけないことは，最終需要 Fが
負値または小さい部門の場合，(2.18)式で導出される環境負荷は負値となる場合がある点で
ある．これは数学的には誤りではないが，現実的にはありえない21．(2.18) 式自体に問題はな
いが，分析する部門に負値の部門が出現した場合には，環境負荷の把握と比較が困難となる．
この課題については本論文第 3章と第 4章にて，IOAの別モデルを適用する． 
 IOAは 1990年代の初めに LCIに適用されるようになった．その後にアメリカのCMU22等に
よるさらに包括的な環境データを用いて，拡大され発展していった[Lave 1995] ．LCIにおける
IOA は産業連関表と産業に係る統計資料，環境負荷データを利用して，財の直接・間接の投
入エネルギーや環境負荷をトップダウン式に求める方法である．プロセス法に比べて比較的
少ない労力で環境負荷を求めることができるうえに，複雑に関連する全産業間の取引関係を
網羅しているため，プロセス法では追い切れない他のプロセスや産業にまで遡る間接的な影
響を把握することができる．これがこの方法の最大の長所である．前述したプロセス法におい
てデータ収集上どうしても評価漏れが発生するのに対し，IOA は，レオンチェフの逆行列によ
って上流工程における環境負荷を理論上はすべて網羅できるため評価もれがない．プロセス
法においては下流工程における環境負荷まで詳細に調査する必要があり，また個々の分析
者が設定するシステム境界の設定の仕方によって結果が異なる．IOA においては IO におい
て一国の経済取引をすべて網羅しているため，プロセス法のように個々の分析者によるシステ
ム境界の設定の仕方により結果が左右されるという問題は IOA を LCI の分析法として用いる
                                                   
21 この現状は，「ボールを斜め上方に投げたとき，地面に落下するのは何秒後か？」という物理学の問題を数学的に二
次方程式の解として求めたとき，その解が 2 個現れ負の解は現実にはあり得ないという現象に類似している． 
22 カーネギーメロン大学：Carnegie Mellon University 
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以上，原則的にない[Hendrickson 1998 ] [Lenzen 2000]．併せて環境負荷の推計に同じ IOから
得られた環境負荷原単位23を用いることにより，上流工程の直接間接のエネルギー・環境負荷
をもれなく評価できるだけでなく，基礎データおよび品質の共通化が図られ，製品間の比較を
容易にする．すなわち 2.2.2で述べた系列横断型 LCIの展開に IOAは適した性質を備えてい
る．前述した負の最終需要により負の環境負荷が出現した場合の対処法を構築すれば，IOA
はより系列横断型 LCIに適した手法となりうる． 
LCI の範疇を越えて産業連関分析法はエネルギー・環境負荷分析に広く利用されている．
R.A.Herendeenは，エネルギー関連部門の物量表示の連関表を作成し，産業連関表と組み合
わせた分析モデルを構築している[Herendeen 2004]．日本では地球温暖化問題が地球規模
の重要な環境問題であるという認識が広がった 1980年代から LCI研究の蓄積が進んできた．
代表的なものとしては国立環境研究所の「産業連関表による環境負荷原単位データブック
(3EID)」[南齋 2006] ，朝倉らによる「環境分析用産業連関表」[朝倉 2001] [中野 2008a]など
を挙げることができる．  
2.3.10 産業連関分析の課題と本研究の特徴 
本項でこれまで触れてきたことと併せつつ，IOAに存在する課題をまとめると以下のとおりで
ある． 
第 1に IOAに主として使用される一国 IOは国内で閉じている事である．輸入品を分析する
場合は別途，海外の産業連関表が必要になる．輸入依存度の高い財を分析する場合は，こ
の点に留意しなくてはならない．この問題については第 7章で改めて触れる． 
第 2に，IOAによる環境負荷分析においては，最終需要Fが負値または小さい部門の場合，
導出される環境負荷は負値となる場合があり，環境負荷の把握と比較が困難となる点である．
この課題の解決のために本論文第 3章と第 4章にて，競争輸入型・輸入内生化モデルを発
展させた競争輸入型・輸入在庫内生化モデルを提示する． 
第 3に，IOの部門数が限られていることである．Suh et al. は．はプロセス法 LCA と比較
した際，IO-LCA の主な難点は“IO 部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low 
level of detail)，“通貨単位の使用”(use of a monetary unit)，“製品終了フェイズの
漏れ”(neglecting phases)および“データの鮮度”(data age)の 4 点に集約されるとし
たが[Suh 2005] [Suh 2007]，この問題はSuh et al. の指摘する“詳細度の低さ”に相当する．
IOの部門数は多くて数百程度であり，部門がない財はそのままの IOでは分析できず，部門を
細分化または新設しなくてはならない．新製品や新技術の多くは，既存の IO に部門がないた
めに，部門を新設する必要がある．IO の部門数が限定されていることは LCI を実施する上で
制約となる．この問題の解決のため，水本らはPV(Photo Voltaic)システムのライフサイクル分析
を可能とするために既存の IO に太陽光発電部門を新設した[水本 2012]．それに対し，本論
文では IO部門の細分化により製品レベルまで分析することが特徴となっている．先の 2.3.7で
見たようにこれまでのエネルギー投入量や CO2負荷の推計が，基本的には IO 分類で表象さ
                                                   
23 1 単位あたりの環境負荷物質の排出量を指す． 
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れる部門までにとどまっているのに対し，本論文第 3章と第 4章では，IOAの部門別推計結果
を，プロセス法と組み合わせて，個別農・水･畜産物について推計し 網羅的に生産物を比較
することを可能にした．また第 5 章では既存の IO 部門を分解することにより，鋳鍛造品をキュ
ポラ産と誘導炉産のレベルまで特定し，それぞれの CO2負荷推計を可能としている． 
 第 4に，IOの発行年と分析年の時間的乖離の問題がある．この問題は前述した Suh et al.の
指摘する“データの鮮度”の問題に相当する．IO データには 1～5年の時間的遅延があり，
IOのデータはプロセス法により収集されるデータよりも古い場合が多い．このようなデータ制約
は，IO を用いる LCIにおいて，社会における変化を迅速かつ簡易に分析に反映することを困
難にする．“データの鮮度”への対処法の一つとして本論文第 6 章では変動因子係数法
を提案する．  
第 5 に IO においてはリサイクル部門が不十分であるということである．この問題は前述した
Suh et al.の指摘する“製品終了フェイズの漏れ”と関連する．日本の産業連関表にはリサ
イクル段階に関連する部門は「再生資源回収・加工処理」の 1 部門があるのみである．リサイク
ルのプロセスは製品により大きく異なることから，別途プロセス法など他の方法により分析しなく
てはならない．これらの課題を克服への試みが，プロセス法と IOAを組み合わせるハイブリッド
法が考案される背景となっている．ハイブリッド法については，次節で改めて述べる． 
 
2.4 ハイブリッド法 
2.4.1 ハイブリッド法の理論と特徴 
2.3においてプロセス法とIOAについて見たが，それぞれ長所短所がある．ハイブリッド法
LCI(以下，ハイブリッド法)はプロセス法とIOAの長所を組み合わせることを意図した方法であ
る．本研究におけるLCIではハイブリッド法を用いている． 
 ハイブリッド法の分類については，Pei et al.により次の 3方法への分類が提起されている．す
なわち，加法的ハイブリッ ド法 (additive hybrid) ，経済－バランスハイブリッ ド法
(economic-balance hybrid)，混合－ユニットハイブリッド法(mixed-unit hybrid)への3分類である
[Pei 2010]．これらについては後述するがハイブリッド法の体系化と定式化の本格的開始は
Heijungs et al.や Suh et al.からであり[Heijungs 2002][Suh 2005]，その後のハイブリッド法研究
の基礎となっているため本研究ではその体系に従っている．Suh はハイブリッド法を区分的ハ
イブリッド分析，IO 基盤ハイブリッド分析，統合ハイブリッド分析の 3 種類に体系化した．以下
本節ではハイブリッド法ついて Suh et al.による定式化と分類体系を紹介した後，本研究で採
用する方法とそれぞれのハイブリッド法の特質について述べる． 
 
・Suh et al.によるハイブリッド LCIの定式化[Suh 2005] 
(ⅰ)区分的ハイブリッド分析法(Tiered hybrid analysis) 
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(ⅱ)IO基盤ハイブリッド分析法(IO-based hybrid analysis) 
        
            
  
        
(ⅲ) 統合ハイブリッド分析法(Integrated hybrid analysis) 
          
     
  
   
  
    
   
 
 
    
 
M：直接/間接の環境介入マトリックス全体 
 ：プロセスベース部分の環境マトリックス 
  ：プロセスベース部分の技術マトリックス 
  ：プロセスベース部分の任意の最終需要ベクトル 
B：IOベース部分の環境マトリックス 
A：IOベース部分の技術マトリックス 
k：IOベース部分の任意の最終需要ベクトル 
  ：拡張した IOベース部分の技術マトリックス 
  ：拡張した IOベース部分の任意の最終需要ベクトル 
X：LCAシステムへの上流カットオフフロー 
Y：IOシステムの下流カットオフフロー 
 
・Suh  et al. によるハイブリッド LCIの分類体系[ Suh 2005] 
(ⅰ)区分的ハイブリッド分析法(Tiered hybrid analysis) 
 区分的ハイブリッド分析法は，利用・廃棄段階，およびいくつかの重要な上流工程に関して
はプロセス法の分析を利用し，残りは IOAにより分析する．この方法は，IOAをプロセス法によ
る LCI結果に取り入れるだけで実行可能であり，ほぼ完全な LCI結果を比較的速やかに得る
ことができる．しかしプロセス法と IOA の境界は，注意深く定める必要がある．また区分的ハイ
ブリッド分析では LCI 推計値についてプロセス法と IOA のダブルカウンティング(Double 
counting)に留意しなくてはならない．原則的に，プロセス法の財の流れはすでに IO に含めて
いるため IO部分からの除外が行われる． 
(ⅱ) IO基盤ハイブリッド分析法(IO-based hybrid analysis) 
IO ベースのハイブリッド法では，産業部門を分解して IO 表を作成する．環境介入マトリック
スも分解する必要があり，これは分解工程の詳細なデータを用いて行う．消費前の段階までの
LCI は，IOA 法を用いて算定する．利用と廃棄を含めた製品寿命の残りの段階に関する LCI
は，区分的ハイブリッド分析法を適用する． 
(ⅲ) 統合ハイブリッド分析法(Integrated hybrid analysis) 
 統合ハイブリッド分析では，素材の流れの主要部分はプロセス法基盤で表わされている．そ
してそれ以外の切捨て部分は IO システムにリンクされる．流れは，区分的ハイブリッド分析法
が IOA→プロセス法へという一方向なのに対し，統合ハイブリッド分析では IOA⇔プロセス法
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いう双方向である．統合ハイブリッド分析は，完全なプロセス法に依拠しており，IO ベースの
LCIをカットオフのみに利用している． 
 以上，3方法について概観した．以下に 3方法の LCI適用上の特質について述べる． 
 区分的ハイブリッド分析法であるが，既存の研究の多くがこの手法に当てはまる．本論文でも
基本的にこの方法を用いている．区分的ハイブリッド分析法は既存の IO をほぼそのまま利用
できるため，Suh も指摘したようにほぼ完全な LCI結果を比較的速やかに得ることができる．後
述するダブルカウンティングの回避という課題がありながらもこの方法を本研究で用いる理由
はここにある．区分的ハイブリッド分析実施の際に，障害となる IOA とプロセス法のダブルカウ
ンティングの問題については 先行研究とともに後述する．区分的ハイブリッド分析法における
プロセス法で推計する部分については，2.3.2，2.3.3 で指摘したようなプロセス法のもつ欠点が
そのまま受け継がれる． 
IO 基盤ハイブリッド分析は IO の分解が必要であるが，この分解の成否が LCI の結果を左
右する．IO においてはたとえ一産業部門の拡張・細分化であっても他部門に二次的三次的と
連鎖的に波及していき，結果的には表全体が変化するため，分解を誤ると区分的ハイブリッド
分析よりも大きな誤差発生に繋がりかねない点に留意しなくてはならない．また，分解の根拠と
なる詳細な金額的データが必要になるため，そのデータ収集が鍵を握っているのはプロセス
法と同様である．この方法でも使用・廃棄・リサイクル段階はプロセス法によるため，区分的ハ
イブリッド分析と同じく，プロセス法のもつ欠点がそのまま受け継がれる． 
統合ハイブリッド分析は，理論上は最も正確に環境負荷を解析できる方法である．Suh 自身
により，IOAと LCAを統合するための方法として，二つの計算構造を完全に統合するフレーム
ワークが完成されている[Suh 2004]．統合ハイブリッド分析は，カットオフ部分のみを IOに接続
するため，プロセス法によるデータ収集に成否がかかっている．3 種類のハイブリッド法を比較
して，統合ハイブリッド分析は他のハイブリッド法よりも精度が高い結果が得られると Suhも分析
しており，時間とコストに制約がない場合は手法選択上，迷う必要はないとしている [Suh 
2005] ．しかし時間とコストの制約が全くないということと，完全なプロセス法分析が行われる事
はごく稀と考えられるため，ハイブリッド法を用いる場合，現実的には区分的ハイブリッド分析
か IO基盤ハイブリッド分析を選択することが多くなると推察される． 
ハイブリッド法はプロセス法の長所である解析対象の環境負荷をプロセスごとに掘り下げて
詳細に把握できるという利点を生かすことができる．また IOA を取り入れることで，プロセス法
では追いきれない間接影響を原理的には全て把握できる．系列横断型 LCI 志向を志向する
のであれば IO法の利用は欠かすことができない．本研究の分析法としてハイブリッド法を用い
る理由はここにある． 
2.4.2 ダブルカウンティングの問題 
ハイブリッド法の中で多用される区分的ハイブリッド分析法ではダブルカウンティング
(Double counting)の回避処理が極めて重要になる．重複した負荷を適切に処理しない限り環
境負荷を過大に評価することになるため，説得力のあるLCI結果は得られない．本論文の第 5
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章でも，現地調査によるプロセス法推計による負荷と IOA 推計による負荷との重複回避を行う．
区分的ハイブリッド分析法におけるダブルカウンティング回避について，主な先行研究を下記
に挙げる． 
Strømman et al. は区分的ハイブリッド分析法において不可避であるダブルカウンティング
回避する方法を体系化している[Strømman 2009]．Strømman et al.によれば，プロセス法による
鉄鋼投入の値に等しい鉄鋼製副産物を生成すると記述し IO 部門の重複を調整する副産物
訂正法によってダブルカウンティングは回避できるが，詳細な LCI への適用には限界があると
して購入訂正法アルゴリズムを開発している．加圧容器を例にとした説明によれば，最終需要
がプロセスツリー(生産樹)の頂点に置かれ，その最終需要が加圧容器の製造をノード a として
要求する．ノード a の背後にはノード a と繋がる上流の b,c いったノードがあり，更に上流には
b,c と繋がる,d,e,f,g というノードがある．これらのノード間を線分で結び，購入経路と見立てるこ
とにより，構造経路分析(Structural path-analysis)[Defourny1984]に基づくアルゴリズムを構築
することが可能となる．構築されたアルゴリズムはダブルカウンティングの原因となる材料・エネ
ルギー・その他の商品の経路に関する情報を識別し保存する．これは混合インベントリダブル
カウンティング識別(Hybrid Inventory Double-Counting Identification(HIDCI))と呼ばれ，この
アルゴリズム実行により LCIのダブルカウンティングが除去される仕組みとなっている． 
Rowley et al.
 は，プロセス法とIOAをオーストラリアの水産業を対象として，比較・検討した
[Rowley  2009]．そして両方法の欠点を補う手法として区分的ハイブリッド分析法を挙げてい
る．Rowley et al.によれば，プロセスデータの物価を最終需要ベクトルの当該要素から除去し，
IOA を実行することでダブルカウンティングを回避できるが，物価データが入手できないことも
多く，必ずしも利用できないなどの問題点がある．そのため，「システム不完全要因」を推計し，
プロセス分析と重複しているIOAの低次の環境負荷を削除することによるダブルカウンティング
回避法を提案した．この回避法を用いた区分的ハイブリッド分析法を「Develop a hybrid LCA 
model」とし，シドニーの一般家庭，産業，商業施設に対する下水道サービスに当分析法を適
用している． 
2.4.3 海外におけるハイブリッド法の先行研究 
2.4.1では Suh et al.によるハイブリッド法の分類と定式化[Suh 2005]，併せて筆者によるレビ
ューを行った．また 2.4.2では区分的ハイブリッド法におけるダブルカウンティング回避を取り上
げ，関連先行研究について述べた．本項では海外の先行研究について述べる． 
ハイブリッド LCIを用いた研究として，Treloar et al.による道路建設プロジェクトの区分的ハイ
ブリッド LCAがある[Treloar 2004]．同研究では LCAのデータ欠損問題や高いデータ費用の
問題は，IOに基づくハイブリッド法を用いることで克服できるとした．Treloar et al.はオーストラリ
ア統計局(ABS)の IO により IOA モデルを構築後，分析対象部門の最も重要な経路を抽出し
て，データを収集しプロセス法によりエネルギー投入量を推計した．それを IOA による推計と
最後に統合している． 
Heinonen et al. は都市におけるCO2負荷の分析にあたり，CMUのEIO- LCAモデル[CMU 
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2008]を使用した区分的ハイブリッド分析を行っている[Heinonen 2011]．上流段階でも上位に
あるものの排出量については IOAを行い，直接排出と最も重要な上流段階についてはプロセ
ス分析を行っている．プロセスデータはフィンランド消費者調査等を利用している．分析の結
果，4 部門(住宅部門，ビル・建物部門，ビル維持管理部門および交通部門)が CO2排出量に
おいて，3分の 2を占めていること，人口密度の低い郊外のCO2排出量が人口密集のダウンタ
ウンより小さいという結果等，区分的ハイブリッド分析により大都市圏における CO2負荷構造が
明らかにした． 
Mattila
 
et al.
 は，パルプ製紙工場を中心とする相互に関連する 5つの産業設備を対象に，
区分的ハイブリッド LCI と影響評価を行っている[Mattila 2010]．分析対象の環境負荷は栄養
素，重金属，温暖化ガス，懸濁物資，窒素と硫黄酸化物，ダイオキシンとフロン，多環芳香族
炭化水素，殺虫剤等である．IOAでは，フィンランドの環境的に拡張された IOによる環境乗数
を用いて共生のサプライチェーンからの排出を定量化した．プロセス LCA に描かれている原
材料とエネルギーの流れは経済分野からの貨幣による購入に変換され，対応する排出乗数を
用いて加重されている．プロセス法 LCA で明らかにされた投入に加えて，IO を用いて，サー
ビスやメンテナンスなど先に無視されたフローを含め分析している． 
Crawfordは IO基盤ハイブリッド分析を評価することを主目的に，7例の LCIケーススタディ
を行った[Crawford 2008]．ケーススタディの第1，第2はそれぞれ階数と構造が異なる「商業オ
フィスビル 2棟」，第 3は「平屋造り一戸建て煉瓦住宅」，第 4は「競輪場」，第 5は「ソーラー給
湯システム」，第 6は建物一体型の太陽光発電「BIPVシステム」，第 7は「典型的な家庭用洗
濯機」である．これらのケーススタディにおいて，プロセス法分析，IOA，プロセス法基盤のハイ
ブリッド分析，IO 基盤ハイブリッド分析のそれぞれの推計値を比較している．結果は，住居用
建物(ケーススタディ 3)以外，プロセス法およびそれらを用いたハイブリッド分析のエネルギー
推計値は IOAまたは IOAを用いた推計値より低くなるという結果が得られた．Crawfordはプロ
セス法分析結果について IOA を用いて計算した結果より一貫して低くなるという，Lenzen  et 
al.の研究結果[Lenzen 2000]との一致を見出した．また IOA と IO基盤ハイブリッド分析の推計
値の差が小さいことも明らかにしている．この結果について Crawford は，プロセス法自体の不
完全性とオーストラリアにおけるプロセスデータの不足によるものであると分析している． 
Wiedmann et al.は， イギリスの風力発電設備を対象に，プロセス法分析およびIO基盤ハイ
ブリッド分析と統合ハイブリッド分析の比較を行っている[Wiedmann 2011]それぞれの分析で
推計されたCO2排出量においてハイブリッド法では鋼からのCO2排出量がプロセス法の約3倍
であるという結果が得られた．Wiedmann et al.は，プロセス法において，上流工程が適切に評
価されていないという理由の他に，金額換算の誤差，部門統合による誤差等，様々な誤差に
よる差異を考察している．統合ハイブリッド分析とIO基盤ハイブリッド分析との比較では，統合
ハイブリッド分析においては物量データを使用する優位性がありIO基盤ハイブリッド分析にお
いては分析の労力が少なくて済むという点をメリットとして評価している． 
Strømman et al. は Leontiefの IOAモデルを基礎として，欠落しているインベントリ項目を推
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定し，インベントリの編集を部分的に形式化し，コスト構造の一貫した表現を可能にするハイブ
リッド法に基づいたアプローチを開発している [Strømman 2008]．当アプローチにおいては，
コスト並びに物の流れに関して一貫したフレームワークの構築により，LCA とライフサイクルコ
スト(LCC：Life cycle cost)分析とを統合した結果，価格と財の流れの双方を記述できるモデル
となっている． 
 Suh以外にハイブリッド法の分類を行ったPei et al.の研究に触れる[Pei 2010]．Pei  et al.は，
ハイブリッド法を加法的ハイブリッド法 (additive hybrid)，経済－バランスハイブリッド法
(economic-balance hybrid)，混合－ユニットハイブリッド法(mixed-unit hybrid)の 3方法に分類
した．加法的ハイブリッド法は IOモデルの部門に対応し，材料データが入手できないプロセス
に対して経済データを明らかにすることによりカバーする方法である．経済－バランスハイブリ
ッド法は材料加工モデルで付加された価値を計算し，これを総価格から控除し，IOA による
LCA を用いて残存する価値を推計する．混合－ユニットハイブリッド法は物理的な量と経済的
な量の両方を含むマトリックスを作成して環境負荷を推計する方法である．Pei et al.は PVモジ
ュール製造のハイブリッド LCAに際し，典型的な製造部門に IOAを用いて原価計算を行う経
済－バランス法はアメリカにおいては，PV モジュール製造が大規模半導体部門に集中してい
るため典型的ではないと指摘した．混合－ユニットハイブリッド法はデータインテンシブ(大量
データ収集の必要性)で，PV 製造のための推計は不確実性が高い可能性があるとして，最終
的には，シリコンPV製造に利用できる総費用の会計データに注目し，加法的ハイブリッド法に
より PVモジュール製造の LCAを行った[Pei 2010]．P ei らの研究に対して，Williams と Liqiu 
et al は，経済－バランスハイブリッド法を用いてデスクトップコンピュータとラップトップコンピュ
ータの分析をそれぞれ行っている[Williams 2004][Liqiu 2011]．これらの例では材料とパーツ
のデータ収集を，コンピュータそのものを解体することにより直接収集している．その他のバル
ク材の抽出と製造，コンピュータ部品の製造と組立(半導体，プリント基板，LCDモジュール等)，
コンピュータ自体の最終組立に関しては，業界報告書と文献からプロセスレベルのエネルギ
ーと材料のデータを収集し，上記のプロセス法データを取得した上で，アディティブと残存価
値と呼ばれる IO 修正を行っている．「アディティブ」という要素は製品毎の必要性に関する特
定の経済的な価値を示し，残存価値は，コンピュータの利用できる経済的価値に基づいて，
すべての残存する算入されていない部門の価値評価を示す．最終的な負荷はプロセス法の
負荷とアディティブの負荷，残存価値の負荷を合算することにより求めている． 
  
2.5 LCI事例研究 
 本節では，分野別に LCI 事例を中心とした先行研究を挙げる．対象は本論文で主に取り上
げる食の分野のうち農・水・畜産物分野，製造業の広く基盤となる金属・素材分野，および関
連する運輸・サービス分野である．以下取り上げる対象分野では，ライフサイクルの各段階に
おいて環境負荷発生の鍵となる段階や分析に際しての留意点，適用される分析法の傾向な
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どにそれぞれ特徴が見られる． 
2.5.1 農産物・水産物・畜産物分野 
農産物・水産物・畜産物分野における，環境負荷を LCI により定量化する研究は，2000 年
代に入ってから多くなってきた．以下に先行研究を挙げる． 
農・水・畜産物のエネルギー投入量を品目ごとに推計する試みとしては，既出の資源協会
による研究報告がある．同協会では農産物(105 種類)，水産物(10 種類)・畜産物(8 種類)のエ
ネルギー投入量を定量化した[資源協会 1992]．本論文の第 3 章でも農・水・畜産物の分析を
行うが，エネルギー投入量のみではなく CO2排出量も定量化している点が特徴である． 
農作物の輸送プロセスにおける環境負荷を推計した研究には，根本による研究があり，野
菜を対象に生鮮野菜消費におけるフードマイルを求めた[根本 2006]．さらに，農作物の生産
および輸送プロセスまで考慮した研究には，吉川らや Christophel et al. によるものがある．吉
川らは，野菜生産出荷安定法24 [農林水産省 2011]に基づいて定められた指定野菜 14 種に
対し，品目別に生産および輸送プロセスにおける CO2排出量を，全国 9地域において定量化
した[吉川 2006]．Christophel et al. は，アメリカの平均的な家庭で消費される食料について，
その温室効果ガス排出量を生産および輸送プロセスを考慮して定量化し，食料の地産地消に
よって，環境負荷の低減が可能であることを明らかにした [Christophel 2008]． 
 水産物の研究では，南らによるマグロ消費[南 2004]，渡邊らによるイカ類などの水産物[渡邊
2006]などがある．Ishikawa et al.は長距離イカ釣りのエネルギー消費量を定量化し，漁獲当た
りの燃料消費量は，単位時間当たりの漁獲量によって規定されるとした [Ishikawa 1987]． 
畜産物の研究においては，林による肉牛生産，[林 2000]，梁らによる豚肉生産[梁 2007] 
などの LCIを挙げることができる．中でも A.Ogino et al. は肉牛肥育について，影響評価を含
む詳細な環境負荷分析を行った[Ogino 2004]．A.Ogino et al.は一頭の牛を機能単位と定義し，
飼料，輸送，家畜管理，畜体，およびふん尿処理などをシステム境界内に含めて検討した結
果，温暖化負荷では牛の消化器官からのメタン排出，酸性化と富栄養化負荷では，糞尿から
のアンモニア排出が主要な原因であると推定した．更に輸入される飼料は殆どの環境負荷に
大きく影響しており，肥育期間の短期化が環境負荷低減に繫がると分析している． 
農・水・畜産物の LCIにおいては，生産プロセスを熟知した専門家集団による研究が多い．
資源協会による研究報告はその代表例と言える．また農・水・畜産物の環境負荷を把握する
ための調査・フィールドワークに労力を割いている点もこれらの研究の特徴として挙げられる．
すなわち従来の研究の大半はプロセス法に基づいており，特に上述の研究事例は全てプロセ
ス法である．その他の特徴として農産物の場合は，生産地と消費地間の距離に注目し，生産
プロセスの中でも輸送プロセスの CO2・エネルギー負荷の定量化に力が入れられている．水産
物の場合も似た傾向があり，養殖以外の天然の水産物の場合，漁獲そのものよりも漁船およ
び遠洋漁業の距離に係わる CO2・エネルギー負荷の定量化が鍵となっている．畜産業におけ
                                                   
24昭和 41 年 7 月 1 日法律第 103 号，最終改正：平成 23 年 8 月 30 日法律第 105 号 
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る食肉においても家畜飼料の輸入，すなわち海外からの運搬に係わる負荷が環境負荷の総
計を押し上げているという例が多く，輸送距離が重要な位置を占めている． 
2.5.2 金属・素材分野 
 製造業の広く基盤となる金属・素材に関する LCIは主として 1990年代から行われてきた．鋳
鍛鋼を含む金属の LCA は原田による研究を挙げることができる[原田 1999][原田 2001]．また，
中小企業へのプロセス法 LCA導入をテーマとした研究の中で，鋳物製品に関する LCA実践
事例がある[中野 2008b]．また Cullen et al.は，鉄鋼の製鉄から最終製品までを対象としてグロ
ーバルフローを作成している[Cullen2012]．安達らは銅地金生産に係る CO2 排出量について，
採掘・選鉱プロセスを考慮した LCIを行っている[安達 2007]． 
 金属・素材分野の LCIは，研究例が農産物や運輸等，他分野に比べ比較的少なく，非鉄金
属の分野は特にその傾向が顕著である．分析手法としてはプロセス法によるものが殆どであり，
上で挙げた研究例は全てプロセス法である．前項で挙げた農産物等と同じく，素材・金属分野
においても，プロセスデータの収集に労力を費やしている．既往研究の一つとして挙げた安達
らの研究では，金属におけるインベントリデータにおいて，最上流地点である採掘・選鉱プロ
セスの把握が十分ではないとした．そして採掘・選鉱プロセスを詳細に調査し，銅のライフサイ
クル CO2を分析した結果，採掘・選鉱の占める割合は 50～70%であり，LCI 上，これらの段階
が無視できないにも係わらず，調査の困難さからこれまでは十分に把握されてこなかったと指
摘している．また同じく先行研究の一つとして挙げた中野らによる鋳物製品に関する LCA 実
践事例は，鋳鉄製造に関する希少な研究例の一つである．当研究では，鋳鉄製造プロセスに
おいて CO2負荷の 50%以上がコークスを熱源とした溶解炉「キュポラ」から排出されていると分
析している．金属・素材の LCI を行う場合は，例えばキュポラなどのエネルギー技術の検討と
併せての分析が必要であるが，この点も金属・素材分野における LCI 研究の特徴である．上
述の中野らの研究は，中小企業への LCA 導入例の一つとして取り上げているため，キュポラ
のみの分析に留めているが，鋳鉄製造においては約 4 割が熱源として電磁誘導を使用した
「誘導炉」によって生産されているため[産業研究所 2007]，誘導炉を含めた LCI が必須とな
る． 
2.5.3 運輸・サービス関連分野 
 運輸部門は民生および産業部門と対比され，エネルギー投入量・CO2 排出量の定量化が多
く行われてきた分野の一つである．サービスに関する LCA は商品としての物質の製造・輸送・
廃棄等が存在しないため，定量化しにくい面があり，他分野に比べると実施例は少なかったが，
2010年前後から研究が進んで来ている． 
運輸のLCIであるが，IOAを用いた研究としては塚本らによる運輸部門の環境負荷分析を
挙げることができる[塚本2005]．また，稲村らはIOAにより，東北自動車道と東北新幹線のライ
フサイクルCO2の比較研究を行っている[稲村2002]．稲村らのIOAはエネルギー取引を物理
量単位，その他の取引を金銭単位で取り扱うハイブリッド産業連関法を採用している．その他
古典的な研究としてはMarheineke et al.による区分的ハイブリッド分析法を用いた貨物輸送活
48 
動に関するケーススタディを挙げることができる[Marheineke1998]．また，2.5.1で取り上げた農
産物・畜産物・水産物についての先行研究も輸送プロセスの分析に力を入れており，運輸の
研究的側面を有している．特に根本の研究[根本2006]，吉川らの研究[吉川2006]，
Christophel  et al.の研究[Christophel 2008]はその傾向が強い．その他プロセス法ベースによ
る運輸部門の研究としては，筑井らによる都道府県間廃棄物移動モデルを用いたエネルギー
消費量とCO2排出量の推計[筑井2007]，柴原らによる高速旅客輸送機関に対するCO2排出量
から見た優位性評価などを挙げることができる[柴原2009]． 
サービス関連のLCIであるが，クリーニングのCO2を定量化した山口らによる研究[山口2010]，
伊坪らによる大規模展示会を対象としたライフサイクルCO2評価[伊坪2012]などを挙げることが
できる．これらサービス部門のLCI研究はすべてプロセス法によるものである． 
 上述したとおり，運輸部門のLCI研究では，IOAまたはハイブリッド法を用いた研究が比較的
進んでいる点が特徴である．理由としては，IOの部門に運輸部門が存在し，更に部門が鉄道
旅客，鉄道貨物，バス，ハイヤー・タクシー，道路貨物輸送，外洋輸送，沿海・内水面旅客輸
送，沿海・内水面貨物輸送，国際航空輸送等に細分化されていることが理由の一つと推察さ
れる．先行研究の一つとして挙げた塚本らの研究では，過去30年間に亘り，自動車，鉄道，船，
航空機の4輸送機関の環境負荷を，IOAを用いて比較している．IOの他に用いた主な資料は
エネルギーバランス表であり，ヒアリングやアンケート等の調査は行わず，統計資料のみでの
分析を行っている．稲村らの研究も一部にヒアリング調査を用いているものの，基本的にIOお
よび統計・文献等による分析である． 
 サービス部門の LCIでは基本的にプロセス法による研究に留まっている．IOにもサービス部
門が存在し，細分化もされているが，IO から得られるデータは全国の平均値であるため，独自
色の濃いサービスほど IOA は適用されにくいと推察される．個別性の強い具体的なサービス
の LCI ではプロセス法が強みを持つ．なお，様々な財の LCI においてプロセス法分析を行っ
た場合，評価漏れが発生し易い分野もサービス部門である．IOA またはハイブリッド法を用い
ることの長所の一つは，関係するサービス部門の間接的な負荷を漏れなく評価できることであ
る．本論文では一貫してハイブリッド法を用いることにより，サービス部門をはじめとする間接的
な負荷を漏れなく包含できるように分析法を構築している． 
運輸・サービス部門のLCI，特に運輸のLCIでは例えば鉄道や道路等のLCIと区別が統一
されておらず，研究者の切り口によって分析されているのが実情である．本論文第 4章では農
産物の輸送に関する分析を行っているが，農産物の負荷の定量化において輸送は重要な位
置を占める．よって輸送プロセスに焦点を当てている． 
 
2.6 本章のまとめ 
本章では，LCIの基礎概念と理論を俯瞰し，特に IOAとその課題を明らかにした．更に LCI
の応用分析法であるハイブリッド法について既往研究に基づき分類しながら概観した．本研究
が目指す LCIの方向性は系列横断型 LCIであり，その展開において IOAの理論は基礎とし
て欠くことができない．しかしまた IOAによる環境負荷分析・LCIにも課題があるため，プロセス
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法を取り入れたハイブリッド法が本論文における分析法として選択されることを本章で指摘した．
2.4におけるハイブリッド法についての先行研究の精査・検討を通して示したとおり，区分的ハ
イブリッド分析法は既存の IOをそのまま利用でき，ほぼ完全な LCI結果を比較的速やかに得
ることが可能である．本研究の対象分野の分析法は2.5における既往の事例研究で見たとおり
殆どがプロセス法によるものであった．プロセス法単体の分析では現地調査によるデータ収集
に労力を費やされるため，費用に対する効果，時間に対する効果がどうしても低くなる．本研
究では区分的ハイブリッド分析法を採用し，データ収集負荷を緩和するとともに，間接影響も
把握することを試みる． 
 なお2.3の中で指摘した IOAの分析上の課題への対応について，本論文の各章との関係は
次の通りである．2.3.7，2.3.9，2.3.10で指摘した最終需要 Fが負値または小さい部門における，
環境負荷の把握・比較が困難化する場合がある問題(最終需要の問題)への解決策は，第 3
章と第 4章において，競争輸入型・輸入内生化モデルを発展させた競争輸入型・輸入在
庫内生化モデル展開により提示する．2.3.10で指摘した“IO 部門が限定されることによ
る詳細度の低さ”(the low level of detail)の問題への解決策は，第 3章・第 4章・第 5章
において，プロセス法を導入して既存 IO部門分類を製品レベルまで分解することにより対処
する． 2.3.10で指摘した IOの発行年と分析年の時間的乖離の問題，すなわち“データの鮮
度”(data age)の問題への解決策は，第 6章において，変動因子係数法を提案することによ
って提示する．以上の問題点と本論文の構成を整理したものを図 2-1に示す． 
 上述の問題への対処を行い，本論文の以後の章では低炭素社会構築にあたっての知見を
得るためにエネルギー消費量・CO2排出量の定量化を行う．対象とする分野は農・水・畜産
業・鋳鉄製造業である．2.5では事例研究をを取り上げたが，農・水・畜産物の先行研究では
輸送プロセス即ち運輸が一つの鍵を握っていることを指摘した．また金属・素材分野の先行研
究では，製造業の基盤産業であるにもかかわらず鋳鉄製造に関する研究が比較的希薄であ
ることと，エネルギー技術の分析，具体的にはキュポラの他に誘導炉を加えた分析が必要であ
ることを指摘した．更に運輸・サービス部門の先行研究を見たが，現地調査によるプロセスデ
ータの収集なしで IOと統計資料・文献から環境負荷を分析可能で，評価漏れの発生し易いサ
ービス部門の負荷を推計できる分析手法を示した． 
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図 2-1 本論文の構成 
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第 3 章 食料品部門のエネルギー・環境負荷分析 
本章では，産業連関表における食料品部門のエネルギー・環境負荷分析について農・
水・畜産業に焦点をあてて分析する．3.1 では研究の背景と分析対象について述べる．
3.2では競争輸入型モデル              
  
型を用いた食料品部門の分析方法につ
いて説明し，3.3 は食料品部門のデータ整備と食料品部門全体の分析結果について述べ
る．3.4 からは農・水・畜産業 3 部門について品目別にエネルギー・環境負荷を推計す
る．ここでは最初に農業部門の 43 品目について分析方法，費目別生産エネルギー原単
位推計について述べ，エネルギー投入量・CO2 排出量を定量化し分析する．併せて(生
産投入エネルギー)/(食品熱量)比の推計を行う．そして次に農業部門と同様に，水産業
部門 24 品目と畜産業部門 3 品目について分析法・原単位推計について説明した後に，
エネルギー投入量・CO2 排出量の定量化と分析，(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の
推計を行う．3.5 では本章の結論を述べる． 
 
3.1はじめに 
わが国は京都議定書において，第 1 次約束期間(2008～2012 年)に基準年(1990 年)比で
温室効果ガス排出量 6%の削減を約束した．しかし 2011 年度断面で見ると基準年比で
3.7%増加しており依然厳しい状況にある[環境省 2013]．今後も，あらゆる産業，部門に
おいて対策を講じていく必要がある．その際，エネルギー・環境負荷の詳細な分析は必
須であるが，そのためには LCA 手法が有効であり，多数の研究成果がある．LCA には
産業連関分析法とプロセス法の 2 つが主に利用される． 
 食料品は家電製品等とは異なり使用段階を捨象可能な財であり，IOA の分析対象財と
して適する．また消費財として，全ての国民が消費する財である．この分野を除いて低
炭素社会を構築するのは難しい．また食の分野は国民一人ひとりに身近な分野であるた
めに，地球温暖化問題を広く啓蒙する点でも有効である．したがって本論文第 3 章では
食料品を取り上げる． 
食料品のエネルギー投入量を品目ごとに推計する試みとしては，代表的なものとして
積み上げ法を主とした(社)資源協会による成果がある[資源協会 1992]．本章ではこの成
果を踏襲しつつ，産業連関表を活用し，CO2排出量の推計も新たにつけ加え発展させる．
すなわち，マクロの産業連関分析法とミクロの積み上げ法を組み合わせたハイブリッド
法[Heijungs2002] [Suh2005]により，エネルギー投入量や CO2排出量を推計することを試
みる．生産費調査等の詳細に費用を調査した統計資料と産業連関表を組み合わせること
により，産業連関表の部門に留まらずに，可能な限り個別食品まで推計する．具体的に
は農業部門・水産業部門・畜産業部門の 70 品目の食品のエネルギー投入量・CO2 排出
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量を求め，(生産投入エネルギー)/ (食品熱量)比を算出する．なお，本研究では環境負荷
の対象を主要な温室効果ガスである CO2排出量に絞っている． 
3.2 食料品部門の分析方法 
食料品ごとのエネルギー・環境負荷分析を行うにあたり，産業連関分析法を用いた部
門別エネルギー・CO2原単位データを整備することが前提として必要となる．本研究で
は，日本のような輸入比率の高い市場経済において生産波及効果を求める際に適した競
争輸入型モデル          
  
型を基礎として用いる．本章で適用するモデルはこれ
を更に発展させた競争輸入型・輸入在庫内生化モデル，即ち競争輸入型モデル
              
  
型である．本論文第 2 章の 2.3.7 などで指摘したように，最終需
要が負値または小さい部門の場合，導出される環境負荷は負値となる場合があり，環境
負荷の把握と比較が困難となる．この問題を回避するために，輸入と在庫を内生化した
IOA モデルを分析に適用する．分析モデル詳細については別途文献[塚本 2005] を参照
されたい． 
 
    
 
   
     
                                                                 
 
    投入係数 
    部門の国内生産額 
  
  国内最終需要 
  ，   輸出，輸入 負号  
   在庫純増 正号，純減は負号  
 
部門 i の需給バランス式から      式を導き，これにより生産波及効果も含めた均衡算
出高の列ベクトル X が求まる．  
 
                
  
                                           
 
 ，  在庫係数  ,輸入係数  を主対角要素にとった対角行列 
I：単位行列 
          ：輸入と在庫を除いた国産品のみの投入係数 
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：輸入と在庫を内生化したレオンチェフの逆行列 
 
各部門の直接エネルギー原単位列ベクトルを，直接エネルギー原単位を主対角要素とし
た対角行列  に変換して      式に乗ずると，      式によって各部門の直接間接のエ
ネルギー消費量・ 排出量が推計される．  
  
  
  
              
  
                                         
 
  :部門 i の直接エネルギー消費量 
  
  
：部門 i の直接エネルギー消費原単位 
  
  
              
  
の各成分の列和：直接間接エネルギー消費原単位 
               ：国産品に対する最終需要 
 
3.3 食料品部門のデータ整備と分析結果 
本研究では，エネルギーバランス表[資源エネ庁 2002]を用いて環境負荷分析用データ
を整備する．CO2排出量については，消費した燃料種ごとに燃焼時の CO2 排出係数を
乗じて推計するが，排出係数は国立環境研究所の「燃料報告書」[南齋 2003]にて公表さ
れている値を採用する．  
また産業連関表基本分類をもとに独自に部門統合を行い，分析に適した行 226 部門×
列 226 部門の食料品分析用産業連関表を作成する．産業連関表には生産者価格表と購
入者価格表の二種類が存在するが，部門別，取引別の流通マージン率の差異により生産
波及効果を過大評価あるいは過小評価することを防ぐため，本研究では生産者価格表を
用いる． 
以上により整備されたデータを基に，食料品部門において直接間接にどれだけエネル
ギー投入・CO2排出が行われているかを，最終需要あるいは家計消費の面から評価する．
食料品部門のうち国内生産額に占める最終需要額の割合がおよそ 50%を超える部門に
ついて，直接間接のエネルギー原単位および CO2排出原単位を図 3-1(1)(2)に示す． 
表 3-1 は，国産品に対する最終需要の中でも特に家計消費支出に着目し，この支出額に
対してどれだけ直接間接にエネルギー消費・ 排出が誘発されているかを，国民一人あ
たりの値に換算してまとめたものである．直接間接の原単位に家計消費支出額を乗じて
年間エネルギー消費量・CO2排出量を推計した． 
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図 3-1(1)(2)食料品部門の直接間接原単位(エネルギー消費原単位・CO2排出原単位) 
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表 3-1 国民一人あたりの年間エネルギー消費・CO2排出量 
 
 
表 3-2 食料品部門の内訳と全産業内における割合 
 
 
家計消費支出額から評価した国民一人あたり年間の直接間接エネルギー消費量は合
計で 78,655MJ/年である．そのうち食料品に対するエネルギー消費量は 9,558MJ/年と
総消費量の 12.2%を占める．また，2000 年度のわが国のエネルギー消費において農林
業・水産業合計で産業部門全体に占める割合 は 6.05%であり，これに食料品(3.13%)
国民一人
あたりエネ
ルギー消
費（MJ/
年）
国民一人
あたり
CO2排出
量（kg-
CO2/年）
国民一人
あたりエネ
ルギー消
費（MJ/
年）
国民一人
あたり
CO2排出
量（kg-
CO2/年）
野菜 耕種農業 705.2 45.39 茶・コーヒー 食品工業 108.1 7.86
果実 耕種農業 94.2 5.09 肉加工品 食品工業 102.7 7.11
いも類 耕種農業 23.6 1.09 農産保存食品 食品工業 98.5 6.73
豆類 耕種農業 0.4 0.02 学校給食 食品工業 80.7 6.01
鶏卵 畜産 37.0 2.59 ねり製品 食品工業 77.9 5.66
その他畜産 畜産 0.7 0.04 飼料 食品工業 43.9 3.24
海面養殖業 漁業 107.1 7.47 レトルト食品 食品工業 41.8 3.14
海面漁業 漁業 78.3 5.53 水産びん・かん詰 食品工業 33.6 2.63
内水面漁業・養殖業 漁業 33.2 2.33 植物油脂 食品工業 29.4 2.15
清涼飲料 食品工業 630.3 45.39 冷凍調理食品 食品工業 28.8 2.18
そう菜・すし・弁当 食品工業 516.2 36.92 農産びん・かん詰 食品工業 17.4 1.32
菓子類 食品工業 497.1 35.63 砂糖 食品工業 16.5 1.24
酒類 食品工業 421.0 31.49 畜産びん・かん詰 食品工業 14.4 1.12
精穀 食品工業 394.6 23.78 有機質肥料（除別掲） 食品工業 9.9 0.73
冷凍魚介類 食品工業 309.6 22.29 製粉 食品工業 5.0 0.36
酪農品 食品工業 298.4 21.86 製氷 食品工業 4.5 0.35
その他の水産品 食品工業 232.6 16.41 ぶどう糖・水あめ・異性化糖 食品工業 2.4 0.18
パン類 食品工業 225.8 16.24 でん粉 食品工業 2.1 0.16
めん類 食品工業 205.8 14.58 動物油脂 食品工業 0.1 0.01
調味料 食品工業 203.8 14.03 特用林産物 113.6 7.90
その他の食料品 食品工業 200.6 14.92 農業サービス 31.6 2.09
たばこ 食品工業 194.4 12.88 飲食店 3043.5 226.26
と畜 食品工業 122.3 8.27 合計 9558 681.4
塩・干・くん製品 食品工業 119.5 8.77
国民一人
あたりエネ
ルギー消
費（MJ/
年）
食料品部
門内割合
（％）
全産業内
割合（％）
国民一人
あたりエネ
ルギー消
費（MJ/
年）
食料品部
門内割合
（％）
全産業内
割合（％）
耕種農業 832.2 8.6 1.05 51.6 7.6 1.84
畜産 37.7 0.4 0.05 2.6 0.4 0.09
漁業 218.65 2.3 0.28 15.3 2.2 0.55
食品工業 5289.5 55.3 6.72 375.6 55.1 13.38
林業（特用林産物） 113.6 1.2 0.14 7.9 1.2 0.28
農業サービス 31.6 0.3 0.04 2.1 0.3 0.07
飲食店 3043.5 31.8 3.87 226.3 33.2 8.06
合計 9558 100.0 12.2 681 100.0 24.3
エネルギー消費量（MJ/年） CO2排出量（kg－CO2/年）
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を加えれば 9.18%である．化学工業(29.3%)，鉄鋼(24.2%)など製造業と比較すれば低い
ものの，紙・パルプ(5.94%)，金属機械(5.85%)，建設(2.23%)，非鉄金属(1.95%)，繊維
(1.66%)を超え，少なくはないといえる．次節では農業部門，水産業部門，畜産業部門
について，個別の品目についてエネルギー投入量・CO2排出量を推計し，比較する． 
 
3.4 品目別のエネルギー・環境負荷分析 
3.4.1 農業部門 
3.4.1.1分析方法(農業部門) 
品目別のエネルギー・環境負荷は，基本的にその品目の生産コストに，エネルギー消
費原単位，CO2排出原単位を乗ずることによって求められる．生産費は農産物の場合は
農林水産省大臣官房統計情報部(現：農林水産省統計部)が公表している『第 77 次農林
水産統計表』[農林水産省2003a]の平成12(2000)年度の各作物の生産費をベースとした． 
3.4.1.2 費目別生産プロセスエネルギー原単位の推計(農業部門) 
生産費調査は単位面積あたりあるいは単位重量あたりの作物の生産に支出された金
額を，その費目別に整理したものである25．各費目へ 1 単位(金額)支出した際に直接間
接的に消費するエネルギー量を生産プロセスエネルギー原単位と定義する．農産物 1 ト
ンの生産にかかる直接間接のエネルギー投入量は，各費目へのトンあたり支出額に生産
プロセスエネルギー原単位を乗じ，全ての費目について足し合わせたものである． 
費目別の生産プロセスエネルギー原単位の推計は，3.3 の分析で得られた部門別の直接
間接エネルギー原単位を用いて行う．直接間接エネルギー原単位は当該部門の単位金額
あたりのエネルギー消費を間接波及によるものまで完全に網羅するものであり，今回の
分析でも光熱動力費を除きこれを用いる．なお，食料品分析用産業連関表は生産者価格
表示であるのに対し，農林水産省の生産費調査は購入額表示である．従って生産者価格
の金額あたりエネルギー原単位をそのまま生産費調査の支出額に乗ずると，生産者価格
と購入者価格の差額分にかかる投入エネルギー量を過大評価することになる．しかし今
回の分析では差額分を流通にかかるエネルギー投入とみなし，生産者価格の金額あたり
エネルギー原単位をそのまま用いる．光熱動力費の生産プロセスエネルギー原単位に関
しては，購入額と生産者価格の差額により生じた誤差が，直接投入エネルギー量を大き
く左右してしまうため，購入額ベースの金額あたりエネルギー原単位を別途推計する． 
生産費調査の費目分類は①種苗・苗木費②肥料費③農薬薬剤費④諸材料費⑤光熱動力費
⑥農機具費26⑦農用建物費⑧賃借料及び料金⑨土地改良及び水利費の 9 費目である．⑤
光熱動力に対する支出を直接的なエネルギー投入とみなし，①～④，⑥～⑨の各費目に
対する支出を間接的なエネルギー投入とみなす．  
                                                   
25生産費調査の費目分類と産業連関表の分類の対応関係は第 4 章の表 4-2 を参照されたい． 
26農機具費は産業連関表「自動車修理」「機械修理」部門への支出とみなし処理している． 
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生産プロセスエネルギー原単位の推計において，⑤光熱動力費については農業 6 部門の
直接エネルギー消費量を，エネルギー部門への購入額ベースの総支出金額で除した値を
光熱動力費の生産プロセスエネルギー原単位とした．エネルギー部門への総支出金額は，
農業 6 部門の場合，産業連関表の「石油製品」「電力」「都市ガス」部門への支出額の和
である．生産費調査の費目には上述の他に「雇用労賃」「支払小作料」「物件税及び公課
諸負担」「負債利子」がある．これらの費目はいずれも投入エネルギー量としての評価
が困難であり，加えてその投入量が極めて微細であると推測されることから分析対象か
ら除外する． 
3.4.1.3分析結果(農業部門) 
(1)エネルギー投入量・CO2排出量 
図 3-2 および図 3-3 は，先に述べた手法を用いて推計した，農産物の直接間接の生産投
入エネルギー量および CO2排出量を，品目別に示したものである． 
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図 3-2(1)(2) 農産物の投入エネルギー量 
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図 3-3(1)(2) 農産物の CO2排出量 
 
グラフでは総投入(排出)量を「直接」と「間接」で区別して表示した．「直接」エネル
ギー投入量・CO2排出量は，生産費調査の費目のうち光熱動力にかかった費用に生産プ
ロセスエネルギー原単位・CO2 排出原単位を乗じることで推計した．一方「間接」は，
種苗費や農機具費，肥料費など光熱動力以外の支出費目にかかるエネルギー投入量・ 
CO2排出量の和である．光熱動力費以外の支出費目に対しては，当該産品の生産時には
直接にエネルギーの投入は行われない．しかし種苗の育成や肥料の精製を行う上流工程
がエネルギーを投入しているので，その分を「間接投入(排出)」として評価する．なお，
CO2排出量については，使用時には CO2を排出しない電力についても，発電時の 排出
を使用時の排出とみなすことで直接排出に含めた． 
二つの図を比較してみると，エネルギー投入量の大きい品目ほど CO2 排出量も大きく
なる傾向がはっきりと読み取れた．日本のエネルギー供給はその大半を化石燃料に依存
しているので，投入エネルギー量が CO2 排出量ときわめて強い正の相関をもつことは
当然のことである． 
全体の傾向としては，いも類の投入エネルギー量・CO2 排出量がもっとも小さく，施
設栽培の野菜の投入エネルギー量・CO2 排出量がもっとも大きい結果となった．また，
投入エネルギー量・CO2 排出量が大きい品目は総投入(排出)量に占める直接投入(排出)
の割合が大きい傾向にある．特に冬春ものおよび温室栽培の野菜について，投入エネル
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ギー量がきわめて大きな値を示しているが，その内訳の殆どが直接，すなわち光熱動力
のためのエネルギー投入であった． 
総投入に占める直接投入の割合が小さい農産品は，穀類，いも類，おうとうなどであ
った．おうとうは，全農産品のうち，もっとも間接エネルギー投入および CO2 排出量
の大きい品目である．生産費調査によると，おうとうの生産にかかる種苗・苗木費，肥
料費，農薬薬剤費などの費用が他の品目と比べて群を抜いて大きく，これら上流工程に
おけるエネルギー投入量および CO2 排出量が総投入(排出)量を押し上げる結果となっ
た． 
(2)(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の推計 
図 3-4 は，農産物ごとの直接間接の生産投入エネルギー量を，食品に含まれる(栄養
価としての)熱量で除した値を示したものであり，食品熱量の何倍のエネルギーが生産
時に投入されているかを示すものである．この値が小さい品目ほど，少ない投入エネル
ギーで多くの熱量を摂取できることになる． 
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図 3-4 (1)(2)農産物の(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の推計 
 
冬春もののピーマンは，食品熱量の約 117 倍ものエネルギーが，その生産時に投入さ
れている．ピーマン，トマト，なすについては冬春ものと夏秋もので大きく値が異なっ
た．きゅうり，すいかについては温室栽培と露地栽培で値に差がでた．同一品目につい
ては分母の食品熱量の値は変わらないため，この差は冬春ものおよび温室栽培のエネル
ギー投入量が，夏秋もの・露地栽培に比べて大きいことに起因したものである． 
(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の全体の傾向をみると，いも類，穀類，果実，野菜
の順に値が大きくなった．穀類，いも類，豆類は野菜，果実と比較して食品熱量の値が
大きく，生産投入エネルギー量も少なかった．果実については，おうとうをはじめ品目
によっては生産投入エネルギー量の大きいものもあった．しかし，全体的には野菜より
生産投入エネルギー量が少なく，食品熱量も大きかった．この結果，全体の傾向として
(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の値が野菜より小さくなった． 
(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比が 1 以下，すなわち食品熱量が生産投入エネルギー
を上回った品目は，くり，パインアップル，米，大豆，麦類，いも類であった．かんし
ょ(0.21)ばれいしょ(0.27)といも類のエネルギー収支の良さが際立つ結果となった． 
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3.4.2 水産業部門 
3.4.2.1分析方法(水産業部門) 
水産物の場合，農産物のように品目別の生産費を直接得ることができないため，漁船
の規模(階層)別，漁法別の経営費データを組み合わせて品目別のエネルギー・環境負荷
を導くという方法を取る．基本となるデータは農林水産省大臣官房統計情報部(現：農
林水産省統計部)が公表している『平成 12 年度漁業経済調査報告(漁家の部・企業体の
部)』[農林水産省 2003b] [農林水産省 2003c]である．なお，漁業方別，漁法別，魚種別
のそれぞれの分類であるが，漁業法別の分類は漁船の規模等で 10 種類に分類される．
漁法の分類は 46 種類であり，魚種の分類は 26 種類である． 
3.4.2.2費目別生産プロセスエネルギー原単位の推計(水産業部門) 
生産費プロセスエネルギー原単位の推計は農業部門と同様である．生産費調査の費目
分類と産業連関表の分類の対応は，基本的に資源協会[資源協会 1992]を踏襲する．産業
連関表の一部門概念とそのまま一致するもの以外，例えば「諸施設費」などは，その内
訳として挙げられた「非住宅建築」，「建設補修」，「その他の一般産業機械」の原単位を
支出金額の比で加重平均した値を「諸施設費」の生産プロセスエネルギー原単位とする．
生産プロセスエネルギー原単位は 19 費目27について推計した．光熱動力費や「雇用労
賃」「支払小作料」「物件税及び公課諸負担」「負債利子」についての扱いは農業部門と
同様である．  
3.4.2.3分析結果(水産業部門) 
(1)主要魚種のエネルギー投入量・CO2排出量 
図 3-5 および図 3-6 は，農産物と同様に推計した結果で，水産品の直接間接の生産投
入エネルギー量および CO2排出量を品目別に示したものである． 
二つの図を比較してみると，農産物の場合と全く同様に，エネルギー投入量の大きい
品目ほど CO2 排出量も大きくなる傾向が読み取れた．全体を見ると，さけ・ますの投
入エネルギー量・CO2 排出量がもっとも小さく，あさり類の投入エネルギー量・CO2
排出量がもっとも大きい結果となった．魚類はかに，えびなどの甲殻類やたこ，いかな
どの軟体動物，あさり，ほたてなどの貝類に比べてエネルギー・環境負荷が小さい傾向
にある．養殖物ではぶりやたいなど魚のエネルギー投入量・CO2排出量が比較的大きく，
のり，わかめ・こんぶ，かきといった海藻や貝は小さかった．ぶりやたいはエネルギー
の間接投入，CO2の間接排出が大きいが，これは生産費における「えさ代」の影響によ
るものであった．その一方で漁獲にかかる燃料費が小さいため，エネルギーの直接投入， 
の直接排出は小さくなった．同一の品目で比較すると，例えば養殖もののぶりは天然も
のに比べて約 3 倍のエネルギー投入，約 3.5 倍の 排出が行われていると推計された． 
                                                   
27 ①漁船費，②諸施設費，③漁具費，④えさ代，⑤氷代，⑥魚箱代，⑦種苗費，⑧塗染料費，⑨加工用資材費，⑩諸材料費，⑪自動車費，⑫賃貸料・料金販
売手数料，⑬建物(減価償却費)，⑭自動車(減価償却費)，⑮漁船船体(減価償却費)，⑯漁船機関(減価償却費)，⑰電気機器，冷凍装置(減価償却費)，⑱その他の漁
業用固定資産(いけす等)，⑲光熱動力費の 19 費目である． 
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図 3-5 水産物の投入エネルギー量 
 
図 3-6 水産物の CO2排出量 
 
(2) (生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の推計 
図 3-7 に，水産物ごとの生産投入エネルギーと食品熱量比率を示す．食品熱量の何倍の
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エネルギーが漁獲時に投入されているかを示すものである．この値が小さい品目ほど，
少ない投入エネルギーで多くの熱量を摂取できる効率の良い食品と言える． 
(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比は，あさり類が 737と際立って高くかに類，たこ類，
うに類，えび類，ほたて貝と続き，これらは食品熱量の 100 倍以上のエネルギーが，
その生産時に投入されている．比の値が低いものはさんま(11.3)，さけ・ます(13.9)，
さば類(14.6)，ひらめ・かれい(21.7)，ぶり類(23.7)，まぐろ類(24.1)などであった．  
農産品のように(投入エネルギー)/(食品熱量)比が 1 以下，すなわち食品熱量が生産投入
エネルギーを上回る品目は無かった． 
 
図 3-7 水産物の(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の推計 
 
3.4.3畜産業部門 
3.4.3.1分析方法(畜産業部門) 
分析方法は基本的に農産物・水産物の場合と同じ手法を用いる．主要な畜産物は乳，
肉，卵の 3 食品であるが，本研究では肉類に絞り分析を行う．肉は牛，豚，食鳥が中心
であり，牛肉は海外からの輸入が盛んに行われているが，国内で産出される畜産物に投
入される投入エネルギー量および CO2 排出量を分析するという立場から，輸入物は除
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外した． 
生産費は農林水産省大臣官房統計情報部(現：農林水産省統計部)が公表している『畜
産物生産費(平成 12 年度版)』[農林水産省 2001]をベースとする．なお，この『畜産物生
産費』において，食鳥(ブロイラー)の調査は平成 6 年度を最後に行われておらず，他の
統計資料でもデータは入手できなかった．そのため，平成 6 年度のデータを用いる． 
 なお，ここで畜産物の分析において留意すべき輸入飼料の問題について予め触れてお
く. 2.5で触れたように，畜産物の LCIにおいて，輸入飼料が環境負荷・エネルギー消費負荷
を押し上げているという先行研究がある[資源協会 1992][ Ogino 2004]．輸入飼料の負荷を推
計するためには，本来，海外の IO が別途必要になるが，本章では海外の IO までは使用して
いないため，その分推計される負荷を過小評価している可能性があると言える．この問題につ
いては第 7章にてまた触れる. 
3.4.3.2 費目別生産プロセスエネルギー原単位の推計(畜産業部門) 
費目別の生産プロセスエネルギー原単位の推計は，基本的に農産物，水産物と同様に
行う．本研究では，生産費調査の費目分類を，「種付料・もと畜費(ひな費)」「飼料費」
「敷料費」「光熱動力費」「獣医師料・医薬品費」「賃借料及び料金」「繁殖めす畜償却費」
「建物・構築物費」「大農具・小農具費」「と畜」の 10 費目に整理する．その上で産業
連関表の畜産部門「肉鶏」，「豚」，「肉用牛」への投入金額を参照しながら，生産費調査
の費目分類と産業連関表の一部門概念を当てはめ対応させる．畜産物の場合，畜産物そ
れ自体の費用と，飼育する過程の費用を考える必要がある．飼育する過程の費用は一律
に「農業サービス」としてすべての費目に織り込む．このようなプロセスで費目を整理
していくと，例えば，「飼料費」は「飼料作物」「酪農」「飼料」「農薬」「農業サービス」
といった内訳になる．この 5 部門の原単位を支出金額で過重平均して「飼料費」の原単
位が算出される．「飼料費」の原単位は畜産 3 部門「肉鶏」，「豚」，「肉用牛」の支出比
を反映するため各部門で異なった値となる．また，「種付料・もと畜費(ひな費)」「敷料
費」「繁殖めす畜償却費」の各費目は産業連関表の一部門概念と直接対応するものがな
く，広範な農業サービスに包含されるものとして一律に「農業サービス」を適用する． 
3.4.3.3分析結果(畜産業部門) 
(1)エネルギー投入量・CO2排出量 
図 3-8，図 3-9 は，前節で述べた手法を用いて推計した肉類の直接間接の生産投入エネ
ルギー量および CO2排出量を，品目別に示したものである． 
二つの図を比較してみると，エネルギー投入量の大きい品目ほど CO2 排出量も大きく
なる傾向がやはり読み取れ，農産物・水産物と同じ傾向が認められる．牛の投入エネル
ギー量・CO2 排出量がもっとも大きく，ブロイラー(食鳥)の投入エネルギー量・ CO2
排出量がもっとも小さい．  
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図 3-8 畜産物のエネルギー投入量 
 
図 3-9 畜産物の CO2排出量 
 
(2)(生産投入エネルギー)/(食品熱量)の推計 
図 3-10 は，肉類の(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比を示したものである．肉類は農
産物や水産物と比較して，(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比が全般的に小さい値の範
囲に収まっているが，食品としてもっている本来の熱量が大きいことに起因すると考え
られる． 
全体の傾向をみると，牛(20.5)，食鳥(17.4)，豚(15.6)の順になっており，それぞれに
おいて大きな差はない．水産物と同じく，肉類でもやはり(生産投入エネルギー)/(食品
熱量)比が 1 以下，すなわち食品熱量が生産投入エネルギーを上回る品目はなかった． 
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図 3-10 畜産物の(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の推計 
 
3.5 本章のまとめ 
本章では，農業部門と水産業部門，畜産部門の 70 品目について品目別エネルギー投
入量・CO2 排出量を定量化した．2.3 で挙げた IOA の分析上の課題である“最終需要の
問題”への対応として，競争輸入型モデル              
  
型を用いた．また“IO
部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low level of detail)の問題に対し，プ
ロセス法を導入して既存 IO 部門を分解することにより個別農・水・畜産物レベルまでエネルギ
ー投入量・CO2 排出量を把握した．分析の結果，食品のエネルギー投入量・CO2 排出量
の比較からは生産活動に投入するエネルギー量が大きいほど，CO2排出量が大きくなる
ことが示された．また(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の分析からは，これらの食品
を得るために殆どの場合，その食品熱量の数倍～数百倍のエネルギー投入が必要になる
という結果が得られた．この結果より農業・水産業・畜産業がエネルギー集約的な形態
で行われていると推察された．エネルギー投入量が大きい品目には，光熱費の負担の大
きい温室栽培の野菜，多額の餌代を要する養殖品などが代表的な食品として挙げられる．
LCI へのハイブリッド法の適用の観点からは，エネルギー・環境負荷を押し上げている
光熱費や餌代などを焦点をあて，詳細にプロセス法により再分析することにより，ハイ
ブリッド法全体としての精度が向上する．エネルギー・CO2負荷削減の観点からは，温
室栽培品や養殖品よりも旬の食品，自然に採取される食品を選択するのが好ましいと考
えられる．地産地消型の生産システムは低炭素社会を構築していく上で重要であり，京
都議定書第 1 次約束期間以降，それをいかに図っていくかが農業・水産業・畜産業分野
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における政策課題の一つと考えられる． 
 日本の食料品産業は，温室栽培，養殖などを通して商品の高付加価値化を進めてきた．
しかしそれが CO2排出量の増大に繋がっていると推察される．そしてその背後にはわが
国のエネルギー供給がその大半を化石燃料に依存しているという事情があることは否
定できない．地球温暖化防止という命題と，食料生産のあり方について，どのように整
合性を持たせていくかを探るために，食料品部門のエネルギー・環境負荷分析研究の一
層の深化・発展が望まれる． 
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第 4章 地域性を考慮した農作物の生産および輸送 
に伴う CO2排出量評価 
本章では，地域レベルでの農作物の生産と，輸送に伴い発生する CO2排出量について
評価する．4.1 では研究の背景について述べる．4.2 では研究の手法について説明し，
生産プロセス・輸送プロセスの CO2排出量推計方法，生産・輸送に伴う CO2排出量推
計の方法についてそれぞれ説明する．4.3 では生産プロセスの CO2 排出原単位と CO2
排出量，および輸送プロセスの CO2排出量と生産・輸送に伴う CO2排出量について推
計結果を示す．4.4 では本章の結論について述べる． 
 
4.1はじめに 
前章では，全国レベルにおいて農業部門と水産業部門，畜産業部門の 70 品目につい
て品目別エネルギー投入量・CO2排出量を分析した結果，農業・水産業・畜産業がエネ
ルギー集約的な形態で行われていることが示された．そしてエネルギー・CO2負荷削減
の観点からは，温室栽培品や養殖品よりも旬の食品，自然に採取される食品を選択する
方が望ましく，地産地消型生産システムは低炭素社会構築上，重要であると考察した． 
環境負荷低減の観点からみた農作物の地産地消は，フードマイレージの短縮化により，
輸送時の CO2排出量を低減できるという点で有効である．しかしながら，農作物供給に
おける CO2 負荷は輸送のみでなく，生産方法の特徴にも密接に関連していると推察さ
れる．従ってライフサイクル全体から見た CO2 負荷分析が必要であるが，その手法確
立までには未だに至っていない．また今後は国家レベルのマクロ的な CO2削減施策に加
え，各都道府県の特色に応じた地域レベルのミクロ的な削減施策の構築・展開と，それ
に資する分析を行っていく必要がある．農作物の輸送プロセスにおける環境負荷を推計
した研究としては，根本 [根本 2006] ，吉川ら [吉川 2006]や Christophel et al. 
[Christophel 2008]等による成果が例として挙げられる．しかしながら，地域レベルで
の農業部門の低炭素化を進めていくためには，各都道府県の特徴を反映した分析が必要
であるが，先行研究ではそこまでには至っていない． 
以上より，本章の目的は，都道府県レベルにおける農作物の生産・輸送に伴う CO2 排
出量を推計し，その生産特性と輸送特性を定量化すること，そして低炭素社会構築とい
う視点から地産地消の効果を定量的に明らかにすることである．具体的には，多くの農
作物の産地となっており，分析可能な作物が多く存在する茨城県をモデル県として採用
した．そして県内で消費される農作物の CO2 排出量を， 地産地消の場合と他県から輸
送した場合について，生産および輸送プロセスを包含して推計し比較・分析した．なお，
本研究における地産地消の定義であるが，茨城県内で生産された農作物を，茨城県内で
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最大の卸売市場である水戸公設地方卸売市場で出荷することと定義する． 
 
4.2研究手法 
4.2.1生産プロセスの CO2排出量推計方法 
2.4で概観したように，生産プロセスの推計にはIOAとプロセス法(積み上げ法)を組み
合わせたハイブリッド法を採用した．具体的には，各生産プロセスのインベントリデー
タと，IOAにより推計した，生産プロセスに対応する産業部門のCO2排出原単位を用い
ることにより，農作物の重量当たりのCO2排出量と価格当たりのCO2排出量を推計して
いる． 
本研究で使用した統計資料は，エネルギーバランス表[資源エネ庁2002]，産業連関表
[総務省2004]，産業連関表付帯表の物量表[総務省2004]，燃料報告書[南齋2003]である．
更に農作物ごとのインベントリデータは農林水産省統計表[農林水産省2003a]から収集し
た．また，推計対象年は2000年とし，統計資料もすべて2000年または2000年度のデー
タを使用している． 
4.2.1.1部門別 CO2排出原単位の推計方法 
2000年産業連関表の基本分類は行517部門×列405部門であるが，本章の分析は農林
業と関連産業の分析に主眼を置いていることと，4.2.1.2でのエネルギーバランス表の部
門数との整合を取り易くするために，産業連関表を225×225部門に統合した．統合の
詳細については別途文献[小田2008]を参照されたい． 
IOA により各部門の生産活動による波及効果を求める場合，日本のような輸入比率の
高い市場経済においては，2.3.7 で概観したように競争輸入型・輸入内生化モデル,すなわ
ち競争輸入型モデル          
  
型が一般的には適用される．本章では前章の方法
を適用し,同一の競争輸入型モデル               
  
型を用いて，部門ごとの直接
間接 CO2排出原単位を求める[小田 2008]．当モデルの特徴は，一般の IOA に用いられ
る競争輸入型モデル          
  
型と比較して，在庫についても輸入と同様とみな
し，在庫を内生化する点である．このモデル適用の理由は，通常の競争輸入型モデル
          
  
型では，部門によっては負の最終需要が誘発され， 結果として CO2
排出量も負値となるためである．現実には，在庫の取り崩しを行っても負のエネルギー
消費が生じるというわけではない．従って，本モデルでは推計前年の在庫と，推計年の
在庫からの CO2排出量を等価とみなして評価を行っている．(4.1)式にその推計式を示す． 
   
  
  
              
  
                                        
  
  
              
  
の各成分の列和：部門  の直接間接エネルギー消費原単位 
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               ：国産品に対する最終需要 
  ：部門 i の直接間接 CO2排出量，  :部門 i の直接 CO2排出量，  ：部門 i の国内生産
額， ：在庫変動， ：輸入を主対角要素とした対角行列，I：単位行列，A:投入係数
行列，：  国内最終需要，E：輸出 
直接 CO2排出量の推計方法は 4.2.1.2 に示す． 
4.2.1.2部門別直接 CO2 排出量の推計方法 
IOA を実施するためのエネルギー・環境負荷データとして，南齋らによる「産業連
関表による環境負荷原単位データブック」[南齋 2003]があげられるが，本研究では前章
の手法を踏襲し，エネルギーバランス表と産業連関表の付帯表である物量表を使用し，
より簡易に CO2排出原単位を推計した．具体的には，エネルギーバランス表の部門毎の
エネルギー消費データを，産業連関表の部門に配分し，各部門の直接エネルギー消費量
を燃料種ごとに推計した．さらに，燃料報告書の燃料種別の排出係数を乗じて，各部門
の直接 CO2排出量を推計した． 
エネルギーバランス表では，大別してエネルギー転換部門，産業・民生部門，運輸
部門別に，燃料種ごとのエネルギー消費量が記載されている．例えば，エネルギーバラ
ンス表の産業・民生部門内の「農林業」は，産業連関表の「米」「麦類」「いも類」など
23 部門の産業のエネルギー消費量に相当する．以下，エネルギーバランス表のエネル
ギー消費量を，産業連関表の各部門に配分する方法について述べる． 
・産業部門の配分方法 
農業，食品工業以外の産業部門については，産業連関表の国内生産額の比率に従い，
各燃料の消費量を按分した． 
・農林業・食品工業部門 
 農林業について前述の国内生産額比でエネルギー消費量を按分する方法では，農業部
門間のエネルギー集約度の差が捨象され，詳細な農産品ごとのエネルギー・環境負荷分
析を進めていく際に現実との乖離が大きくなる．例えば，単位産出額あたりのエネルギ
ー消費量は，野菜部門と米部門では，実際には大きく異なる．そこで，本研究では，物
量表のデータを用い，農林業全体のエネルギー消費量に占める各農業部門のエネルギー
消費量比率を算出し，当比率によりエネルギーバランス表の「農林業」部門の値を配分
した．食品工業についても同様の方法を適用した．配分方法について表 4-1 に示す． 
 
 
 
 
 
 
78 
表 4-1 農林業の直接エネルギー配分方法 
 
・エネルギー転換部門 
エネルギー転換部門は，具体的には「電気事業者」「熱供給事業者」「都市ガス」「石
油化学」等の部門を指す．転換時に原料となるエネルギー源の消費・減耗量，エネルギ
ーの自家消費量，電力等の送配変電ロス等が負値で記載されており，転換部門により製
造・生成されたエネルギー量が正値で記載されている．転換時に原料となるエネルギー
源の消費・減耗量を転換部門のエネルギー消費として計上すれば，転換された二次エネ
ルギーが最終消費される際に再びエネルギー消費として計上され，二重計上となる．よ
って，エネルギー転換部門のエネルギー消費量は，転換部門自家消費と送配変電ロスの
みを配分した． 
・揮発油・軽油の配分 
 軽油・揮発油に対しては，エネルギーバランス表においては，運輸部門の「旅客用」
「貨物用」の 2 部門に一括して計上されており，どの産業でどれだけ消費されたかに関
する情報が存在しない．そのため，産業連関表の物量表から生産部門，運輸部門，業務
部門，家計消費部門の 4 部門間の消費比率を算出した．当比率を用いエネルギーバラン
ス表の消費量を 4 部門に配分後，更に産業連関表の国内生産額の比率で消費量を配分し
た． 
・運輸部門 
 エネルギーバランス表では，運輸部門は「旅客用」「貨物用」の 2 部門のみである．
運輸部門に関してはその輸送機関ごとにある程度使用燃料を特定できるため，該当す
る燃料のみを配分する．例えば，産業連関表の「航空輸送」部門の使用燃料はジェッ
ト燃料のみとし，他部門における当該燃料の使用は存在しないため，100%航空輸送部
門に帰属させた．船舶については「外洋輸送」「沿海・内水面輸送」「港湾輸送」部門
の使用燃料を A 重油，B 重油，C 重油，軽油と規定し，消費量は 3 部門間の国内生産
額の比率により配分した．その他の輸送機関についても同様に推計した． 
4.2.1.3  CO2排出量の推計方法 
農林水産省統計表の生産費調査[農林水産省2003a]に示されている生産費費目より，生
産プロセスに相当すると考えられる7つの費目を選択した．その内訳は，種苗・苗木，
肥料，農業薬剤，農機具，農用建物，賃借料・作業委託料，土地改良・水利費および光
熱動力費のとおりである．なお，費目分類は上記以外に雇用労賃，支払い小作料，物件
税及び公課諸負担，負債利子があるが，これらは産業連関表の部門との整合化が困難で
エネルギーバランス表 1部門 農林業
産業連関表 23部門 米 野菜 果実 ・・・ 特用林産物
エネルギー消費割合[%] 合計100 7.49 40.6 1.20 ・・・ 8.43
エネルギー消費量[PJ] 合計299.19 22.41 121.5 3.59 ・・・ 25.22
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あり，CO2排出量も微細であると推察されるため，分析対象から除外した．また，選択
した7つのプロセスにおいて，光熱費を直接影響，それ以外を間接影響とみなして，以
後の推計を行った． 
 生産プロセスのCO2排出量は(4.2)式により推計可能である．また，(4.2)式に重量当た
りの価格を乗じることにより，生産プロセスにおける価格当たりのCO2排出量を推計す
ることが可能である． 
 
      
       
 
 
   
                                                                                         
 
ここで，    ：生産プロセスにおける重量当たり CO2 排出量(g-CO2/kg)   :プロセス i
における直接間接 CO2排出原単位(g-CO2/円)，   :プロセス i における面積当たり投入費
用(円/ha)，h：作付面積(ha)，w：収穫量(kg)であり，   , h , wは都道府県別の生産費調
査において，各農作物別に示されている．また，生産プロセスと産業連関表の部門対応
を表 4-2 に示す．表 4-2 の生産プロセスの中で，光熱動力に対応する「費目別光熱動力
原単位」とは，産業連関表部門の中で光熱動力として投入されると考えられ，「石油製
品」「電力」「都市ガス」部門の投入金額に基づいて推計した．また，生産プロセスの原
単位は，プロセスに相当する部門の原単位を生産額の比率で配分した後，合算して求め
た． 
 
表4-2 生産プロセスと産業連関表の部門対応 
 
生産プロセス 産業連関表部門
直接影響 光熱動力 費目別光熱動力原単位
間接影響
種苗・苗木 種苗
肥料
有機質肥料（除別掲）
化学肥料
農業薬剤 農薬
諸材料
衣服
紙製容器
その他の窯業・土石製品
その他の金属製品
分類不明
農機具
自動車修理
機械修理
農用建物
プラスチック製品
建設補修
賃借料および料金
農業サービス
卸売
小売
金融
保険
物品賃貸業
賃自動車業
土地改良・水利費 建設補修
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4.2.2 輸送プロセスの CO2排出量推計方法 
輸送プロセスにおけるシステム境界を，各都道府県の代表的卸売市場を 1 ヶ所選択し，
同卸売市場から茨城県の水戸公設地方卸売市場までの輸送と定めた．推計には，物流セ
ンサス[国土交通省 2000]，国土交通白書[国土交通省 2002]，地理情報データ[NAVITIME 
2009]の各データを使用した．推計対象年は 2000 年とし，データもすべて 2000 年また
は 2000 年度に統一した． 
最初に，物流センサスの都道府県間流動量調査(農林業)を使用し，茨城県への輸送実
績データのある都道府県において，各都道府県を出発点，茨城県を到着点として農作物
の輸送分担率を推計した．輸送機関は鉄道，トラック(自家用，混載，営業用)，トレー
ラ，海運(フェリー，RORO船)であった． 
次に，輸送プロセスのCO2排出量を下記(4.3)式により推計した．(4.3)式により，輸送
距離と輸送分担率を考慮したCO2排出量が推計できる． 
 
                                                                                                    
  
 
 
ここで，CO2t：生産地 i から消費地までの輸送プロセスにおける CO2 排出原単位
(g-CO2/kg)，   :生産地 i から消費地までの輸送機関 j の輸送分担率(%)，  ：生産地 i か
ら消費地までの輸送距離(km)，  ：輸送機関 j の CO2排出原単位(g-CO2/t・km)を示す．
輸送機関別の CO2排出原単位は国土交通白書の値を使用した．原単位は輸送機関別に，
鉄道：21(g-CO2/tkm)，トラック(自家用，混載)：372(g-CO2/tkm)，貸切トラック：
178(g-CO2/tkm)，トレーラ：1180(g-CO2/tkm)，海運：40(g-CO2/tkm)のとおりである．ま
た輸送距離については，都道府県ごとに道路輸送をした場合における最短距離について
地理情報データを使用して推計し，輸送距離とした． 
4.2.3 生産および輸送に伴う CO2排出量の推計方法 
4.2.2 までに推計した，農作物の生産プロセスおよび輸送プロセスの CO2排出量を積
算することにより，都道府県の特徴を反映した，茨城県で消費される農作物の CO2排出
量が推計される．4.2.1.3 で推計した農作物のうち，水戸公設地方卸売市場の年報[水戸
市 2006]にデータが存在し，かつ比較対象県の多いレタス，ねぎの 2 品目について，生
産および輸送に伴う CO2排出量を推計し，地産地消の場合と他都道府県から輸送した場
合について比較分析を行った． 
 
4.3推計結果 
4.3.1 生産プロセスの CO2排出原単位と CO2排出量 
 農作物の生産プロセスにおける直接間接CO2排出原単位を図4-1に示す．同図より，
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原単位は米，野菜など作物の種類により異なる．さらに，各プロセス別の原単位を比較
すると，全体の排出量に占める割合が大きい方は直接影響であることが分かる．特筆す
べき作物は野菜であり，直接原単位が88.0(g-CO2/円)，間接原単位が20.1(g-CO2/円)と，
直接影響が間接影響よりも4.4倍大きい．これは，野菜の温室栽培時に使用される重油
や電力からの排出が寄与していると推察される． 
 
図4-1 農作物の直接間接CO2排出原単位 
 
図 4-2，図 4-3 に茨城県で生産される農作物 8 種類の，生産プロセスにおける重量お
よび価格当たりの CO2 排出量を示す．農作物価格は水戸公設地方卸売市場の年報に記さ
れた，出荷地別入荷状況および取扱高より算出した．また，グラフには各プロセス別に
排出量を分けて示した． 
 
図 4-2 生産プロセスにおける CO2排出量(重量当たり) 
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図 4-3 生産プロセスにおける CO2排出量(価格当たり) 
 
各プロセスにおける排出量の割合を見ることを目的に，図4-4に，農作物ごとに生産
プロセス全体に対する各プロセスのCO2排出割合を示す． 
 
図4-4 生産プロセスにおけるCO2排出割合 
 
図 4-2，図 4-3 から，各品目によって CO2排出量は相当異なる．また，重量当たり，
価格当たりによっても排出量の品目の順位は異なる．米はどちらの場合においても共通
して排出量が少ない．水田からは二酸化窒素(NO2)，メタン(CH4)などの温室効果ガスが
排出されているが，本研究で対象とした CO2排出量についてのみ着目すると，米は環境
負荷の少ない作物であることが示された． 
 図4-4から，全体の排出量に対する各プロセスの排出割合は品目による相違が大きい．
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例えば，米部門では光熱動力の占める割合が他品目に比べて小さく，農機具，土地改良
及び水利費の占める割合が大きくなっている．それに対し，はくさい，レタスなど，温
室による栽培が盛んな作物は，エネルギー投入の中で光熱動力が占める割合が高いため，
生産プロセスの直接影響の比率が高くなっている． 
4.3.2 輸送プロセスにおける CO2排出量 
図 4-5 に，各都道府県から茨城県への農作物の輸送分担率を示す．また，図 4-6 に，
各都道府県から茨城県までにおける，農作物の輸送プロセスの CO2排出量を示す．  
 
図 4-5 各都道府県から茨城県への輸送分担率(農林業) 
図 4-5では，輸送分担の各比率は都道府県によって相違が大きいことが示されている．
例えば，北海道における輸送分担率は，鉄道が 48.7%，海運が 51.2%と，99.9%を鉄道，
海運輸送が占めており，トラック輸送の割合は微少である．それに対し関東地方の都県
はトラック輸送が大半を占めており，中でも埼玉，千葉など，茨城県周辺の県において
は自家用トラックの割合が高くなっていることが分かる． 
 
図 4-6 茨城県までの輸送プロセスにおける CO2排出量  
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図4-6より，茨城県からの距離が長い県ほど多くのCO2を排出する傾向が読み取れる
が，距離と排出量の関係は比例関係にあるとは言えず，輸送のCO2排出量は輸送手段に
も依存していることが分かる．例えば，北海道では輸送原単位の小さい鉄道と海運輸送
が殆どであるため，茨城県までのCO2排出量は茨城近隣の県よりも小さい．また，茨城
県に隣接する千葉県は輸送距離こそ短いものの，輸送原単位の大きいトレーラ，自家用
トラックの割合が大きいために，排出量は埼玉県の2倍以上となっている． 
4.3.3 生産および輸送に伴う CO2排出量 
図 4-7，図 4-8 に，レタスとねぎ 2 品目それぞれにおける，各都道府県での生産およ
び茨城県までの輸送に伴う CO2排出量を推計した結果を示す．グラフには茨城県への出
荷量の多い都道府県を左から降順に並べてある．なお，本研究では消費地である茨城県
までの輸送距離を，水戸公設地方卸売市場までの距離と仮定，推計しているため，生産
地が茨城県の場合には輸送距離は 0km である． 
 図 4-7 より，レタスの生産および輸送に伴う CO2排出量は，茨城県で生産した場合に
最小となり，地産地消の優位性が示される結果となった．全体の傾向をみると，輸送距
離が長い県ほど多くの CO2を排出している傾向が認められる．しかしながら，香川県，
兵庫県においては，排出量全体に占める割合の中で，輸送よりも光熱動力からの排出量
が大きいなど，都道府県ごとに生産の特徴も出現する結果が認められた． 
 
図 4-7 レタスの各都道府県での生産と茨城県への輸送に伴う CO2 排出量 
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図 4-8 ねぎの各都道府県での生産と茨城県への輸送に伴う CO2 排出量 
 
 図 4-8 によると，ねぎの生産および輸送に伴う CO2排出量は，埼玉県で生産した場合
が最少であり，茨城県で地産地消を行った場合より優位となった．これは埼玉県におけ
る生産プロセスが，茨城県よりも低炭素化が進んでいることに起因していると考えられ
る．この結果から，地産地消は輸送に伴う CO2排出量を削減することが可能であるが，
全体の排出量を抑制するためには，全体の排出量に占める割合の大きい温室栽培の省エ
ネルギー化を進めるなど，生産プロセスそのものの低炭素化が必要になる． 
 
4.4本章のまとめ 
本章では，2.3 で挙げた IOAの分析上の課題である“最終需要の問題”への対応として，
競争輸入型モデル              
  
型を用いた．また“IO 部門が限定されること
による詳細度の低さ”(the low level of detail)の問題に対し，プロセス法を導入して既存
IO 部門を分解することにより茨城県をモデル県として，地域の個別農産物レベルまで生産
プロセスにおける CO2 排出量を推計した．また同県を最終消費地として，輸送プロセス
まで包含した農作物の CO2総排出量を推計し，他都道府県から輸送した場合の総排出量
との比較分析を実施した．その結果より，以下の 3 点が明らかとなった． 
・生産プロセスにおける CO2排出量は品目別に異なり，露地栽培と温室栽培における光
熱動力費の相違が全体の排出量の差異に大きく影響する． 
・輸送プロセスにおける CO2排出量は距離のみではなく，輸送手段にも依存する． 
・生産および輸送プロセスを考慮すると，露地栽培，温室栽培による CO2排出量の相違 
により，生産プロセスからの排出量が輸送プロセスからの排出量よりも大きくなる場合 
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がある． 
以上のことから，CO2負荷低減の視座からは，農作物別に，地産地消と他都道府県か
らの輸送を組み合わせ，食糧供給プロセス全体からの低炭素化を構築していくことが必
要である． 
また第 3 章と同様に，ハイブリッド法の技法上の観点からは，エネルギー・環境負荷
を押し上げている要因に焦点をあて，詳細にデータ収集を行いプロセス法により再分析
し，LCI にフィードバックすることにより，ハイブリッド法全体としての精度が向上す
る． 
今後の発展としては，都道府県ごとに生産プロセス原単位を推計し，より地域の特性
を反映した CO2 排出量の推計，農作物のライフサイクル全体から見た CO2 排出量の推
計，海外からの輸入作物との比較分析，時期を考慮した CO2排出量の推計や生産地別の
シナリオを設定し，都道府県別，品目別に CO2排出量の少ない供給方法の分析を行って
いくことなどが考えられる． 
 
参考文献 
[Christophel 2008]Christophel.Weber and H.Scottmatthews. "Food-Miles and the Relative 
Climate Impacts of Food Choices in the United States. 
"Environmental Science & Technology.42. 3508-3513. 2008年 
[NAVITIME 2009]ナビタイムジャパン. " NAVITIME ナビゲーション総合サイト(車ル
ート検索) "NAVITIME ナビゲーション総合サイトホームページ. 
http://www.navitime.co.jp/(参照 2009-12-1) 
[小田 2008]小田秀充, 内山洋司. "産業連関表を用いた食料品部門のエネルギー・環境負
荷分析." 産業連関.16.2. 27-41. 2008 年 
[国土交通省 2000]国土交通省. "平成 12 年度都道府県間流動量(代表輸送機関・品類別)
－重量－" 国土交通省ホームページ. 
http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/census/syukei1.html. (参照 2012-11-1). 
[国土交通省 2002]国土交通省. "平成 14 年度交通白書" 国土交通省ホームページ. 
http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h14/H14/index.html>，(参照 2012-1-12) 
[資源エネ庁 2002]資源エネルギー庁. 長官官房総合政策課編. 総合エネルギー統計(平
成 13 年度版). 通商産業研究社, 469p. 2001 年 
[総務省 2004]総務省. “平成 12 年(2000 年)産業連関表・物量表”. 政府統計の総合窓
口.http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000000750003&cycode=0, (参照 2013-4-1). 
[南齋 2003]南齋規介, 森口祐一, 東野達. "産業連関表による環境負荷原単位データブック 
(3EID) ". 独立行政法人国立環境研究所. 
http://www-cger.nies.go.jp/publication/D031/D031.pdf, (参照 2012-10-30). 
87 
[根本 2006]根本志保子. "フードマイルズにみる生鮮野菜消費と環境負荷の変化." 生活経済
学研究 22 . 225-235.2006年 
[農林水産省 2003a]農林水産省. 大臣官房統計情報部編. 第 77 次農林水産省統計表<平
成 12 年~13 年> . 農林統計協会, 851p. 2003 年 
[水戸市 2006]水戸市公設地方卸売市場. 市場年報. 
http://www.mito-ichiba.jp/nenpou/main/index.htm.(参照2008-12-1) 
[吉川 2006]吉川直樹, 天野耕二, 島田幸司. "野菜の生産・輸送過程における環境負荷に関
する定量的評価, 環境システム研究論文集." p245-251. 2006年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
88 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
89 
第 5章 キュポラと誘導炉の経済性分析と環境 LCA 分析   
本章では，鋳鉄製造におけるキュポラと誘導炉の経済性と環境性の分析について述べ
る．5.1 で研究の背景と目的について述べる．5.2 にて研究方法として，分析範囲を示
した後，経済性分析について，分析前提，経済性の比較法，キュポラと誘導炉のコスト
分岐点算定法について説明する．続いて環境性分析について，ハイブリッド法，中間財
の CO2負荷推計法，環境負荷分析用データ整備について説明する．5.3 では経済性と環
境性の分析結果について述べる．環境性分析結果では設備製造時・運用時における CO2
発生量，および鋳鍛造品最終財・中間財についての CO2 負荷と間接影響の分析結果に
ついて示す．5.4 にて本章の結論を述べる． 
 
5.1はじめに 
鋳鉄製造業は鉄スクラップや自社戻り材を主な原材料とする代表的なリサイクル産
業の一つである．また自動車，工作機械など，基幹産業への部材の供給産業として重要
な位置を占めている．キュポラで代表される鋳鉄製造業はものつくりの基盤産業である
が，原材料の不足や高騰による経営難，後継者不足など，抱えている問題も少なくない．
最近は，職場環境の改善や温暖化抑制の視点から誘導炉がキュポラに代わって注目され
ている．誘導炉は電気の電磁誘導による自己発熱作用により，加熱を行う溶解炉である
が，我が国においては1970年代に低周波誘導炉が多数設置され，1980年代にはそれに替
わって高周波誘導炉が普及し，現在に至っている[産業研究所 2007]．キュポラの熱源
であるコークスに比較して，電気料金は価格変動幅が小さいために，キュポラを誘導炉
(電磁加熱)に置き換えていくことは，経営におけるエネルギーコストの安定といった面
でプラスとなると考えられる．また，温室効果ガスであるCO2排出量削減を通して地球
温暖化防止に寄与していくことも期待できる． 
本論文2.5では金属・素材分野の先行研究を見たが，鋳鉄製造業が製造業の基盤産業で
あるにもかかわらず研究が比較的少ないことと，エネルギー技術の分析が必要であるこ
とを示した．具体的にはキュポラの他に誘導炉を加えた分析が必要であることを指摘し
た．これまでに鋳鉄製造業のキュポラ・誘導炉という2種類の溶解炉に注目し，経済性・
環境性の両面を同時に分析した研究はなかった．そこで本章では鋳鉄製造業における溶
解炉に焦点をあて，誘導炉とキュポラを比較検証した．まず，キュポラと誘導炉の経済
性の比較を行い，次いでCO2負荷を定量化した．CO2負荷の推計では，分析法としてハ
イブリッド法を用い，把握し切ることが難しい間接影響も合わせて分析した．また中間
財としての鋳鍛造品のCO2負荷を推計した． 
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5.2研究手法 
5.2.1範囲 
図 1 に本研究の範囲を示す．本研究では鋳鍛造品が製造されるまでを分析範囲とする．
本研究は「揺り篭から出口まで」[Heijungs2002]の分析である． 
 
図 5-1 分析範囲 
 
5.2.2分析方法 
経済性・環境性の分析に当たり，現地調査と，その後のヒアリング調査でデータを収
集した．経済性分析については，誘導炉とキュポラについて，積算コストを比較した．
また資本コスト化を行い，コークス単価やコークス比が変化した場合について分析した．
環境性についてはCO2を対象として分析を行った．以下に方法の詳細を示す． 
5.2.2.1  経済性分析 
 (1)分析の前提設定 
ヒアリング調査で得られたデータや情報および文献調査[産業研究所 2007]を踏まえ
て設定した分析の前提を表 5-1 に示す． 
表 5-1 分析の前提(金額は 2008 年価格) 
 キュポラ 誘導炉 
炉種 2t キュポラ(2 基)相互溶解(2t/h) 1t/600kW 高周波炉(2 炉 2 電源)同時溶解 
出湯量 4480t/年 4480t/年 
電力費 契約電力 250kW(高圧電力 A) 契約電力 1400kW(高圧電力) 
電力契約 力率 99%，補機電力 200kW，力率割引 0.86 力率 99%，補機電力 200kW，力率割引 0.86 
炉材費用 280 万円/年 540 万円/年 
操業時間 1 日 8 時間，年間 280 日操業(8h/日，280 日/
年)夜間運転無 
1 日 8 時間，年間 280 日操業(8h/日，280 日/年)
夜間運転無 
年間操炉費 16,128,000 円  
(人員 3 名，時間単価 2,400 円 ) 
16,128,000 円  
(人員 3 名，時間単価 2,400 円 ) 
耐用年数 12 年間 12 年間 
廃棄・リ
サイクル
誘導炉
鉄鉱石・
石炭 高炉 銑鉄
キュポラ
鋳鍛造
品
使用
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 (2) 資本コスト化による経済性比較 
経済性の比較は最初に構成費用を積算して設備費であるイニシャルコストを求めた
のちに，資本コスト化を行い比較する．将来の時点で発生する費用や便益は，現時点で
発生するものに比べ価値が小いため，割引率 3%として現在価値 NPV に換算する． 
 
             
  
 
   
                                
 
(5.1)式において，r は割引率，n は耐用年数，TC は初期投資計である．TCt は t 期に
おける総費用を表し，各年における固定費と可変費の和である．固定費は設備費に年経
費率を乗じ資本化した資本コストによって算出できる．また，可変費は操炉費，修繕費，
コークス費，電力費から成っている．以上より TCt は下記式で求めることができる． 
 
                                                                                                       
 
CC:設備費(イニシャルコスト)，a :年経費率，OCt:操炉費，MCt:修繕費，COKt:コークス
費，ECt:電力費 
 
経済試算に用いた設備の耐用年数 n は 12 年とし，固定費の算出に必要となる年経費
率は，減価償却費 8.3%，金利 3%，固定資産税率 1.4%の合計で 12.7%とした．固定資産
税率において保険代，諸費は除いた．可変費(OCt，MCt，COKt，ECt)に関しては，操炉
費および修繕費のエスカレーション率を 2%，コークス費，電力費の物価上昇率を 0%
として算定した． 
 (3) キュポラと誘導炉のコスト分岐点の試算 
 現在価値換算後，キュポラと誘導炉の経済性を分析するために，2 つの溶解炉のコス
ト分岐点を試算する．即ち 2 つの溶解炉の総コストが等しくなる時のキュポラのコーク
ス単価 X(円/kg)をコークス比別に算定する．以下に X の導出モデルについて詳細を示
す．        
 総コストでキュポラと誘導炉が等しくなる場合，キュポラの総コストを CuT,誘導炉
の総コストを InT とすれば下記(5.3)式が成立する． 
        
                                                                                                                                      
 
またキュポラに関して，固定費を CuCC，可変費を CuV，可変費のうち燥炉費を CuOct，
修繕費を CuMct,電気代を CuECt,コークス費を CuCOt とすれば，下記式が成立する． 
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      Oct       CuEct+CuCOt                                     (5.5) 
 
以上より耐用年数 n 年の場合，キュポラの 1 年間のコークス費 CuCOtA は次式から求め
られる． 
 
       円                                              (5.6) 
   
一方で，年間出湯量 Pt，溶解トン当たり Qkg のコークス投入すなわちコークス比 0.1Q%
のキュポラの年間コークス消費量 CuCOtB は次式で求められる． 
 
                                                                              
   
従って(5.3)式を満たすキュポラと誘導炉の総コストの等しくなるコークス価格 X は次
式で求めることができる． 
 
  円             円                                                 (5.8) 
 
5.2.2.2 環境性分析 
次に環境性分析であるが，CO2を対象として分析を行った．本研究で用いる手法につ
いて以下に詳細を示す． 
(1)ハイブリッド法 
LCAのLCIには大別してプロセス法と産業連関分析法の2種類があり，更にこれらを組
み合わせたハイブリッド法がある．本研究ではハイブリッド法を採用した．ハイブリッ
ド法はプロセス法と産業連関分析法の長所を組み合わせることを意図した方法である．
以前より使用されている[本藤2000]が，近年になって研究の蓄積が進んでいる手法の一
つである[Pei 2010] [溝口2010] [Liqiu 2011] ．以下，ハイブリッド法について，その基礎
を成すプロセス法，産業連関分析法と合わせて概説する． 
最初にプロセス法(積み上げ法)についてであるが，最も一般的な方法である．この方
法はひとつひとつのプロセスや素材に対してその環境影響をボトムアップ式に積算し
ながら行う基礎的手法である．製造時の要素l，利用時の要素m，廃棄・リサイクル時の
要素nからなる製品のプロセス法による環境負荷の総和EPは，(5.9)式のように個々の要
素の物理量に環境負荷原単位を乗じて求められる． 
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mpi:製造時における i 要素の物理量，emi:製造時における i 要素の環境負荷原単位，mcj:
利用時における j 要素の物理量，ecj:利用時における j 要素の環境負荷原単位，mrk:廃棄・
リサイクル時における k 要素の物理量，erk:廃棄・リサイクル時における k 要素の環境
負荷原単位 
 
一方の産業連関分析法は，産業連関表と産業に係る統計資料，環境負荷データを利用
して，財の直接・間接の投入エネルギーや環境負荷をトップダウン式に求める方法であ
る．プロセス法に比べて比較的少ない労力で環境負荷を求めることができるうえに，複
雑に関連する全産業間の取引関係を網羅しているため，プロセス法では追い切れない他
のプロセスや産業にまで遡る間接的な影響を把握することができる．これがこの方法の
最大の長所である． 
競争輸入型モデルを用いた産業連関分析法による環境負荷 EIO の導出を以下に示す．
産業連関表における部門 i で直接排出された CO2 排出量を  
´
, 生産額を Xiとすれば部
門 i の生産額当たりの CO2排出量は     
´
   であり，レオンチェフの逆行列の各要素
を Bij,部門 j の最終需要を Fjとすれば競争輸入型モデルにおける直接・間接的な CO2排
出量 EIO は(5.10)式により求められる． 
            
 
   
                                                                                                    
 
ハイブリッド法は(5.9)式と(5.10)式を用いて次のように示すことができる． 
製造時の要素s，利用時の要素t，廃棄・リサイクル時の要素v とし，部門iで生産される
製品についての環境負荷E1を(5.9) 式によりプロセス法により求めると， 
 
                             
 
 
 
 
                                                   
 
 
 
 
mpo:製造時における o 要素の物理量，epo: 製造時における o 要素の環境負荷原単位，
mcp:利用時における p 要素の物理量，ecp: 利用時における p 要素の環境負荷原単位，mrg: 
廃棄・リサイクル時における g 要素の物理量，erg:廃棄・リサイクル時における g 要素
の環境負荷原単位 
ハイブリッド法によって求められる環境負荷E2は，(5.10) 式と(5.11)式において重複し
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ている製造時の環境負荷を除くことにより，下記の(5.12)式で表すことができる． 
 
                     
 
 
 
   
                    
 
 
 
 
                          
 
(5.12)式で算定される環境負荷は，収集できたプロセス法の詳細なデータに基づく環境
負荷を反映し，かつ産業連関分析法によって把握した間接影響による環境負荷を包含し
たものである．ハイブリッド法による分析の枠組みを図5-2に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-2 ハイブリッド法による分析の枠組み 
 
(2)中間財としての CO2負荷の推計方法 
上記(1)の方法で求めることができる値は，最終財としての環境負荷である．溶解炉
から生産される鋳鍛造品は中間財であり，二次加工段階の「自動車部品・同付属品部門」
や「その他の一般機械器具及び部品部門」等で多くが最終消費され，最終財としての環
境負荷は中間財の時点と比べ大きくなる．中間財としての環境負荷を求めるためには，
いわゆる下流部分の環境負荷を除外する必要がある．そこで本研究では産業連関表を鋳
鍛造品部門から見た上流部門と下流部門に分割し，下流部門の負荷を別途求め，これを
鋳鍛造品全体の負荷から除外することで中間財としての負荷を推計した． 
日本を鋳鍛造品部門における上流産業部門と下流産業部門から成る A,B の二つの地
域に分け，部門 a から部門 c までが鋳鍛造品の上流部門，部門 d から部門 e までが鋳鍛
造品の下流部門とすれば，図 5-3 のような二つの産業連関表となる．この A,B の二地域
からなる産業連関表として組み立て，これから求められる下流部分(B 地域)の負荷を鋳
鍛造品全体の負荷から除外した分を中間財としての鋳鍛造品の環境負荷と見なす． 
 
 
 
① 
【
産
業
連
関
分
析
法
】 
② 
【プロセス法】 
 
③＝①－②´ 
【産業連関分析法】 
- 【プロセス法】 
 
②＋③ 
【ハイブリッド法】 
 
最終的な環境負荷 
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図 5-3 産業連関表の二地域への分割 
 
地域間競争輸入型のモデル式は下記で表すことができる． 
 
       ･ － ･ ･   
  
･  ･ － ･ ･                            
 
X:国内生産高,I:単位行列,T:地域間交易係数行列,A:投入係数行列,M：輸入係数行列, 
F:各部門の国内最終需要行列 E:各部門の輸出額を要素とした列ベクトル 
 
産業連関表 B 地域における部門 i で直接排出された CO2排出量を   
  , 生産額を Xbi 
とすれば部門 i の生産額当たりの CO2排出量は       
     であり，レオンチェフの逆
行列の各要素を BBij,j 部門の最終需要を FBjとすれば競争輸入型モデルにおける直接・
間接的な CO2排出量 EIOb は(5.14)式により求められる． 
                
 
   
                                                                                                    
 
そして中間財としての鋳鍛造品の環境負荷を E3とすれは，E3は前出の(12)式で求められ
た E2から上記の EIOb を除いたものであり，下記(5.15)式で求められる． 
             
 
   
     ･    
 
   
            
 
   
                                   
 
 
部門a 部門b 部門c 部門d 部門e
部門a 0 0
部門b 0 0
部門c 0 0
部門d 0 0 0 0 0 0
部門e 0 0 0 0 0 0
部門a 部門b 部門c 部門d 部門e
部門a 0 0 0
部門b 0 0 0
部門c 0 0 0
部門d
部門e
地域A（上流）
中間需要A
最終需要A
地域B（下流）
中間需要B
最終需要B
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(3)環境負荷分析用データの整備 
本研究における分析データについてであるが，塚本ら[塚本 2005]と同様に，資源エネ
ルギー庁のエネルギーバランス表[資源エネ庁2012]を用いて環境負荷分析用データを整
備した．産業連関表[総務省 2012]は生産者価格表を使い，エネルギーバランス表ととも
に現時点で最新の 2005 度版を用いた．CO2 排出量については，消費した燃料種ごとに
燃焼時の CO2排出係数を乗じて推計するが，排出係数は国立環境研究所の「燃料報告書」
[南齋 2006]にて公表されている値を採用した．  
 
5.3 結果 
5.3.1 経済性の分析結果 
5.2.2.1(1)の前提に従い，キュポラのコークス比を 15%とし，コークス単価 70 円/kg
のケースについて 12 年間のライフサイクルコストを誘導炉と比較した結果を表 5-2 に
示す． 
表 5-2 ライフサイクルコスト比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-4 ライフサイクルコスト比較 
 
年間出湯量 4480t/年の溶解炉の場合，イニシャルコストはキュポラ 2400 万円，誘導
炉 3800 万円であり，1400 万円の差がある．イニシャルコストでは，キュポラが優位
であるが，ランニングコストでは年間で約 650 万円誘導炉が優位である．耐用年間全
体を通して見ると，ランニングコストの占める割合が大きいため，ライフサイクルコス
ト全体では誘導炉が優位である． 
ライフサイクルコスト（12年） キュポラ① 誘導炉② ①－②
① イニシャルコスト(円） 24,000,000 38,000,000 -14,000,000
② ランニングコスト(円）/年 78,539,368 71,999,400 6,539,968
③ 12年分ランニングコスト(円） 942,472,419 863,992,800 78,479,619
①＋③ ライフサイクルコスト(円/12年） 966,472,419 901,992,800 64,479,619
初年度コスト キュポラ① 誘導炉② ①－②
初期投資 設備費(円） 24,000,000 38,000,000 -14,000,000
運転① 電力費(円） 4,270,192 50,471,400 -46,201,208
運転② コークス費(円） 55,341,176 0 55,341,176
運転③ 炉材費(円） 2,800,000 5,400,000 -2,600,000
運転④ 操炉費(円） 16,128,000 16,128,000 0
①+②+③+④ ランニングコスト(円）/年 78,539,368 71,999,400 6,539,968
 
24,000,000
78,539,368
942,472,419
966,472,419
38,000,000
71,999,400
863,992,800
901,992,800
-14,000,000
6,539,968
78,479,619
64,479,619
-200,000,000 200,000,000 600,000,000 1,000,000,000
①イニシャルコスト(円）
②ランニングコスト(円）/年
③12年分ランニングコスト(円）
①＋③ライフサイクルコスト(円/12年）
円
A－B
誘導炉B
キュポラA
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5.3.1.1資本コスト化によるキュポラと誘導炉の経済性の比較 
5.2.2.1(2)により，資本コスト化を行い，更にコークス単価が変動した場合の経済性を
比較した結果を示す．図 5-4 がコークス比 15%，図 5-5 がコークス比 12%のケースで，
それぞれ，コークス単価をキログラム当たり 40 円，70 円，80 円で総コストを出して比
較した．コークス比が 12%の場合，コークス単価が 70 円/kg でもキュポラが経済的に
優位になる．コークス単価が 80 円/kg になると誘導炉優位である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3.1.2キュポラと誘導炉のコスト分岐点 
キュポラと誘導炉のコスト分岐点について 5.2.2.1(3)のモデルを用いて試算した結果
を表 5-3 に示す． 
 
表 5-3 キュポラと誘導炉のコスト分岐点 
コークス比 12% 15% 18% 
コスト分岐点(円/kg) 75.8 58.6 47.1 
 
キュポラの経済性はコークスによって影響を受けている．今回の試算では，コークス
比 12%の場合はコークス費 75.8 円/kg，同 15%の場合は 58.6 円/kg，18%の場合は 47.1
円/kg で誘導炉とキュポラの経済性は同等となる．コークス単価がこれらを上回った時
は，誘導炉が経済性で優位である． 
 
5.3.2 環境性の分析結果 
次にもう一つの分析項目である環境性の分析結果について詳細を示す．LCIデータの
収集調査では，プロセス全体のデータ収集は困難であったが設備，運用を中心にプロセ
ス法に必要なデータを収集した． 
5.3.2.1設備製造時と運用時の CO2発生量の推計 
最初に設備の CO2排出量であるが，ヒアリング調査により得られたキュポラ・誘導炉
  
図 5-5 コークス単価変動による経済性比
較(コークス比 15％) 
図 5-6 コークス単価変動による経済性比
較(コークス比 12％) 
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の素材構成に関わるデータに 5.2.2.2 (1)の(5.9)式のとおり，環境負荷原単位[JEMAI 2002]
乗じてそれぞれの CO2 発生量を求めた．次に設備運用の CO2 排出量であるが，キュポ
ラと誘導炉の運転に関わる 1 年間の CO2 発生量をそれぞれ CUPe,INDe とすれば次の
(5.16) 式と(5.17)式によって求められる． 
 
CUPe=SU(Cr･Ce+Cd･Ee)                                     (5.16) 
INDe=SU･Id･Ee                                              (5.17) 
 
SU：出湯量(t/年)，Cr：コークス比(%)，Ce:コークスの CO2排出原単位(t-CO2/t)，Cd:
キュポラの電力生産原単位(kWh/t)，Id:誘導炉の電力生産原単位(kWh/t),Ee 電気の CO2
排出原単位(t-CO2/kWh) 
キュポラと誘導炉について 1 年間および 12 年間運転した際の CO2発生量をコークス
比別に求めたものを表 5-4 に示す．なお CO2排出原単位は 12 年間変化しないと仮定し
た． 
表 5-4 運用時の CO2発生量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上によりプロセス法によって算出された CO2排出量をコークス比別に設備，運用ト
ータルで比較したものが図 5-6 である．設備，運用ともにキュポラの CO2排出量は誘導
炉より多い．耐用年数 12 年間で比較すると比較すると，同一規模の炉において，誘導
炉はコークス比 12%のキュポラに対し，47%，同 15%のキュポラに対し 57.3%，同 18%
のキュポラに対し 64.3%の CO2削減効果がある． 
 
 
1年間 12年間
出湯量 コークス比 使用量 CO2排出量 CO2排出量
t/年 ％ t kWh t-CO2 t-CO2
4,480 12 538 98,551 1,784 21,402
4,480 15 672 98,551 2,220 26,644
4,480 18 806 98,551 2,657 31,884
1年間 12年間
出湯量 コークス比 使用量 CO2排出量 CO2排出量
t/年 ％ t kWh t-CO2 t-CO2
4,480 - - 2,553,372 945 11,337
誘導炉
コークス
電力量
電気のCO2排出原単位:0.37kg－CO2/ｋWh,　 誘導炉の電力生産原単位  ：570ｋWh/ｔ、
コークスのCO2排出原単位：3.25kg－CO2ｰt/ｔ,キュポラの電力生産原単位：22ｋWｈ/ｔ
※環境省「平成14年度温室効果ガス排出量算定方法検討会」
および電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」(2007）より
キュポラ
コークス
電力量
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図 5-7 キュポラのコークス比変化による CO2 排出量の比較(12 年間:設備+運用) 
 
5.3.2.2鋳鍛造品の CO2負荷と間接影響の推計(最終財) 
プロセス法によって推計できる負荷を把握したのち，5.2.2.2(3)で整備された環境負荷
分析用データを使用し，5.2.2.2 (1)の(5.10)式を用い産業連関分析法により鋳鍛造品部門
の最終財としての CO2 排出量を推計する．最初に行うのはプロセス法で既に求めた負荷
の除外である．ダブルカウンティングを回避するためキュポラはプロセス法で推計され
た 9 項目，誘導炉は 11 項目の環境負荷を除外した28． 
また産業連関表の鋳鉄造品には，5 品目が分類されているが，キュポラ・誘導炉で生
産されるのは鋳鉄管，鋳鉄品の 2 品目である．この 2 品目の鋳鉄造品における割合を付
表である物量表から推計し，プロセス法で推計した分を除いた負荷の 75%とした．さら
にキュポラと誘導炉の生産の割合は 6:4[産業研究所 2007]であることからこの比により
キュポラと誘導炉の負荷を配する．以上により得た値はプロセス法で推計されていない
間接影響による環境負荷である．結果を表 5-5 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3.2.3鋳鍛造品の CO2負荷と間接影響の推計(中間財) 
表 5-6 に鋳鍛造品の中間財としての CO2 負荷と，間接影響を推計した結果を示す．
5.2.2.2(2)の手法を用いて下流分を除いた以外，推計方法は最終財の場合と同じである． 
                                                   
28 ダブルカウンティング回避処理に当たっては,約 10名の専門家によるエキスパートジャッジにより重複負荷を特定し除外した． 
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表 5-5  鋳鍛造品の CO2負荷と間接影響(最終財) 
最終財
鋳鍛造品のCO2排
出量
出湯量
CO2排出量（間接
影響分）
12年間分CO2排
出量（間接影響
分）
（tCO2/年) （t) （tCO2/年) （tCO2)
キュポラ 4,953,038 4,480 3616.8 43401.2
誘導炉 3,300,994 4,480 3615.6 43387.7  
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中間財としての鋳鍛造品の CO2負荷は，最終財としてのそれに比べ，100 分の 1 未満
であり極めて小さい．加工品としての鋳鍛造品の CO2がいかに二次三次と続く他の加工
部門の最終消費から発生しているかがこの結果より推察できる．間接影響分は 1 年間で
見ると設備からの CO2 発生量よりも小さい． 
 
表 5-6  鋳鍛造品の CO2負荷と間接影響(中間財) 
 
 
 
 
 
 
図 5-7 に，鋳鉄製造プロセスに関わる設備・運転・間接影響のすべてを含む CO2発生
量を示した．プロセス法とのダブルカウンティングおよび鋳鍛造品部門の下流分を除い
た最終的な CO2推計結果である． 
 
 
図 5-8 キュポラのコークス比変化による CO2 排出量の比較(12 年間:設備+運転+間接) 
 
5.4 本章のまとめ 
本章では溶解炉である誘導炉とキュポラについて経済性と環境性の比較を行った．最
初に経済性についてであるが，イニシャルコストでキュポラと誘導炉で差が大きいもの
の，耐用年間全体を通して見ると，ランニングコストの占める割合が大きかった．具体
的には耐用年数 12 年のうち，イニシャルコストの占める割合はキュポラで約 2%，誘
導炉で約 4%，ランニングコストの占める割合はキュポラで約 98%，誘導炉で 96%と推
計された．ライフサイクルコスト全体では誘導炉が優位である．耐用年数 12 年間でみ
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中間財
鋳鍛造品のCO2排
出量
出湯量
CO2排出量（間接
影響分）
12年間分CO2排
出量（間接影響
分）
（tCO2/年) （t) （tCO2/年) （tCO2)
キュポラ 34,657 4,480 25.3 304
誘導炉 22,073 4,480 24.2 290  
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ると，重要な位置を占めるのはランニングコストである．キュポラの経済性はコークス
比とコークス費の影響を受けており，コークスの単価が高騰または変動幅が小さくない
状況で推移している現状[財務省 2012]では，誘導炉のキュポラに対する経営安定面を含
む経済性の優位性は高まっている． 
次に環境性(CO2負荷)であるが，2.3 で挙げた IOA の分析上の課題である“IO 部門が
限定されることによる詳細度の低さ”(the low level of detail)の問題に対し，プロセス
法を導入したハイブリッド法を用い，既存 IO部門を分解することにより鋳鍛造品のCO2排出量
をキュポラ産・誘導炉産のレベルで定量化した．そして最終財と中間財の財パターン別に CO2
排出量を把握した．その結果，CO2負荷では誘導炉の明確なキュポラに対する優位性が
確認された．把握し切ることが難しい間接影響まで推計可能なハイブリッド法を適用し
て分析した結果，設備および運用，間接影響に至るまで，誘導炉の CO2負荷はキュポラ
に比べて小さかった．本分析ではキュポラの集塵装置を含めていないが，これを含めて
分析すると，誘導炉との差はさらに拡大すると推定できる．CO2負荷について，設備起
源は大きな差はなく，差異は運転の部分によるところが大きい．そしてそれは熱源の違
いに起因することは明らかである． 
鋳鉄製造業の安定経営と CO2削減の観点からは，旧式炉であるキュポラを誘導炉へ転
換していくことが望ましい．キュポラと誘導炉のイニシャルコストの差が誘導炉への転
換拡大の阻害要因と推察されることから，誘導炉の環境の優位性(外部経済)を市場メカ
ニズムに織り込む制度の普及・拡大が今後の課題である．また鋳鍛造品の中間財負荷の
推計からは，二次三次と続く他の加工部門の最終消費から多くの CO2が発生しているこ
とが推察された．これは低炭素社会を構築していくためには，特定部門のみの対策で終
わることなく，製品のサプライチェーン全体を俯瞰した対策が必要であることが改めて
示されたとも言える． 
上記に加えて，中間財と最終財という財パターン別に分析を行うことは，LCI 上，ま
たハイブリッド法の適用上，重要な技法的ポイントと思われる．例えば自動車等を見て
も明らかなように，工業製品は中間財の集合体である．このような財の場合，中間財す
なわち上流部分の分析に力点を置かなければならない．具体的にはプロセス法の適用に
よる上流部分の詳細な分析を行うことにより，プロセス法と IOA を組み合わせるハイ
ブリッド法全体の精度が向上する． 
以上について，第 3 章，第 4 章のまとめ部分でも触れたハイブリッド法による LCI
の精度向上に関する知見を総合すると次のようになる．LCI 開始にあたり，各産業を網
羅する IO を用いた IOA を行うことにより，ライフサイクル分析上，重要度の高い部門
を特定し，その部門についてプロセス法データ収集をより詳細に行い，ハイブリッド法
分析にフィードバックすることにより，LCI としての精度が向上する．このようなハイ
ブリッド法による LCI の実施は，間接影響把握と合わせてハイブリッド法の長所を拡大
させ，その一層の普及を促すと考えられる． 
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第 6章 エネルギー分析における変動因子係数を用いた
インベントリ分析の提案および検証 
本章では，エネルギー分析における変動因子係数を用いたインベントリ分析の提案お
よび検証について述べる．6.1 で研究の背景と目的について述べる．6.2 にて関連手法お
よび本研究の意義を示す．6.3 にて変動因子係数法の基本的考え方を提示し，提案法を
定式化する．そして提案法の実装方法と変動因子の反映方法について示す．6.4 にて延
長表・簡易表との比較を通して提案法を検証する．2005 年の IO 基本表・同年度のエ
ネルギーバランス表から得られた直接間接のエネルギー消費原単位を確定値と定義し，
提案法・延長表・簡易表それぞれから得られた同原単位との相対誤差率を求め，全体の
傾向，直接エネルギー消費原単位予測時における傾向，各方法の順位の組み合わせにお
ける傾向，相対誤差率の傾向について分析と評価を行う．6.5 ではケーススタディとし
て鋳鍛造品部門を対象に本章で提案した変動因子係数法の有効性を確認する．6.6 にて本
章の結論を述べる． 
 
6.1はじめに 
日本における産業連関表は約 400 部門からなる基本表(以下，基本表)が作成されている．
基本表の作成は，日本では 10 府省庁の共同で行われるが基礎統計の整備から始まり，各産
業に対する事業所調査の実施，行部門と列部門の整合調整など時間を要するプロセスを経て
発行される．改訂の頻度は日本の場合，基本的に 5 年に一度であり，2013 年 12 月現在で入
手できる最新の基本表は 2005 年版である．次の改訂版は変則的に 2011 年版で，2015 年度
第一四半期に確報が公表予定である[総務省 2012]．基本表の他に，延長産業連関表(以下，
延長表)・簡易延長産業連関表(以下，簡易表)も発行されている．簡易表の対象年と公表年の
時間差は約 1～2年程度，延長表の対象年と公表年の時間差は約 2～3年程度である．表 6-1，
6-2，6-3に各産業連関表の公表年を示す． 
LCIに IOAを用いる場合の課題のひとつとして，基本表は頻繁には改訂されないため，分
析時点で古いでデータを使用せざるを得ないという問題を挙げることができる．本論文のこれ
までの各章の分析では IO基本表データを用いたが，IOの公表年と分析年(研究年)との間に
は時間的な乖離が存在した．具体的には第 3章，第 4章，第 5章において使用した IO と分
析年には，それぞれ約 7年，約 8年，約 6年の乖離があった．分析実施時点において，使用
できる基本表が第 3章・第 4章では 2000年版，第 5章では 2005年版であったためである． 
この問題について Suh et al. は IOAの短所として取り上げているが[Suh 2005]，本論文におい
て筆者は，本質的にこの問題は IOTs(IOTs: Official Input-Output Tables) [Suh 2007]の問題と
して認識している．Suh et al.はプロセス法 LCA と比較した際，IO-LCA の主な難点は“IO
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部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low level of detail)，“通貨単位の使用”
(use of a monetary unit)，“製品終了フェイズの漏れ”(neglecting phases)および“デ
ータの鮮度”(data age)の 4 点に集約されるとし， IO データには 1～5年の時間的遅延
があると指摘している[Suh 2005] [Suh 2007]．IOのデータはプロセス法により収集されるデー
タよりも古い場合が多い．このようなデータ制約は，IO を用いる LCI において，社会における
変化を迅速かつ簡易に分析に反映することを困難にする．本論文のこれまでの各章の分析に
おいてもこの問題への具体的対処法は扱わなかった．更に社会経済情勢の変化が年々速ま
っている現状を踏まえ，表の時間的遅延と分析の精度をある程度両立させ，当該年で分
析できる新手法が求められている．IO においてはたとえ一産業部門の変動であっても
他部門に二次的三次的と連鎖的に波及していき，結果的には表全体が変化する．そのた
め，2011 年 3 月に発生した東日本大震災のような突発的な災害や，金融政策の転換に
よるマネーサプライの急増，市場における株価や資源価格の急騰・暴落等が発生した場
合，その事象を反映した基本表が発行されるまでの間，その事象発生前の IO を分析の
基礎として良いのかという疑問が呈示されることが考えられる．この種の疑問に対して
応えていくためには，それらの変化を迅速に反映し，発行済の基本表を超えて補間的あ
るいは補外的に推計していく手法が開発される事が望ましい．よって本論文では，この問
題の解決の一助とするために，本章にて変動因子係数法を提案する．なお，IOA においては，
データの時間的遅延の他に，部門統合による分析精度への影響の問題がある．本論文で
は時間的遅延問題に焦点を絞っているが，この問題については 6.4 にて改めて触れる． 
 
表 6-1 産業連関表(基本表)の発行年 
表 名 発行年 
平成 17年(2005年)産業連関表 平成 21年(2009年)3月 
平成 12年(2000年)産業連関表 平成 16年(2004年)6月 
平成 7年(1995年)産業連関表 平成 11年(1999年)5月 
平成 2年(1990年)産業連関表 平成 6年(1994年)3月 
昭和 60年(1985年)産業連関表 平成元年(1989年)3月 
昭和 55年(1980年)産業連関表 昭和 59年(1984年)2月 
昭和 50年(1975年)産業連関表 昭和 54年(1979年)1月 
昭和 45年(1970年)産業連関表 昭和 49年(1974年)1月 
昭和 40年(1965年)産業連関表 昭和 44年(1969年)1月 
昭和 35年(1960年)産業連関表 昭和 39年(1964年)5月 
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表 6-2 延長産業連関表(延長表)の発行年 
表 名 発行年 
平成 22年(2010年)延長産業連関表 平成 25年(2013年)  3月 
平成 21年(2009年)延長産業連関表 平成 24年(2012年) 3月 
平成 20年(2008年)延長産業連関表 平成 23年(2011年)  3月 
平成 19年(2007年)延長産業連関表 平成 21年(2009年) 12月 
平成 18年(2006年)延長産業連関表 平成 21年(2009年)  3月 
平成 17年(2005年)延長産業連関表 平成 20年(2008年) 10月 
平成 16年(2004年)延長産業連関表 平成 20年(2008年)  6月 
 
表 6-3 簡易延長産業連関表(簡易表)の発行年 
表 名 発行年 
平成 23年(2011年)簡易延長産業連関表 平成 25年(2013年)  3月 
平成 22年(2010年)簡易延長産業連関表 平成 24年(2012年)  3月 
平成 21年(2009年)簡易延長産業連関表 平成 23年(2011年)  3月 
平成 20年(2008年)簡易延長産業連関表 平成 21年(2009年) 12月 
平成 19年(2007年)簡易延長産業連関表 平成 21年(2009年)  3月 
平成 18年(2006年)簡易延長産業連関表 平成 20年(2008年)  2月 
平成 17年(2005年)簡易延長産業連関表 平成 18年(2006年) 12月 
平成 16年(2004年)簡易延長産業連関表 平成 17年(2005年) 11月 
平成 15年(2003年)簡易延長産業連関表 平成 17年(2005年)  1月 
 
本論文2.3で述べた通り，野村 [野村 2007] [野村 2012]は将来の電源構成の変化を踏
まえた分析モデル構築や推計を行っている．また伴 [伴 2011] は，ボトムアップ型技術選
択等を取り入れた応用一般均衡モデルを中核として，環境・エネルギー分野について詳細な
分析が可能な計量経済モデル，そして産業連関モデルの3つを組み合わせ，環境政策と経済
の関係を統合的に分析・評価するモデルを構築した．そして野村と同様に電源構成変化を複
数のシナリオに分類し，シナリオ毎に2030年までのCO2排出量予測と産業構造の変化やGDP
等の分析を行っている． 類似の分析は国立環境研究所，地球環境産業技術研究機構によ
っても行われており[経済産業省 2013]，全て独自の計量モデルを用いて，中長期の経
済指標やCO2排出量を予測している．しかし，これらの研究はマクロ的な分析であり，
ミクロ的な製品レベルでの将来における環境負荷やLCIについての検討までは未だ行わ
れていない． 
以上より本章では，日常の中で突然発生し得る自然災害や市場情勢の急変等が発生し
た場合，その影響を迅速に反映し，更には基本表・延長表・簡易表のない年についても
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補外的かつ簡易に推計できる LCI 法のひとつを開発するために，その一次的な方法論提
案とその検証を行うことを目的とする．本論文でいう補外とは，最新の IO の対象年以
降の時点（未来を含む）でのエネルギー・環境負荷分析を行うことを意味する．ここで
強調しておきたいことは，本章における提案法においては，先述した先行研究のような
中長期的における緻密な予測を一定の調査・準備時間をかけて行うことを目的としてい
ないことである．本章における提案法は，分析時点で入手可能な発行済 IO とエネルギ
ーバランス表29のみを用いて迅速に LCI 結果を得る方法の提案を目的とする．IO がない
年の LCI を行うには，データ収集に重きを置くプロセス法 LCI を採用する方法，独自
に産業統計収集や事業所調査等を行い，負荷分析用データを収集し，そこから新しい分
析表を作成する方法の主として 2 方法が考えられる．前者は後者に比べデータ収集の時
間と労力は少なくて済むが，分析対象財は限定される．後者は分析できる財は飛躍的に
広がるが前者とは比較にならない程の時間とコスト負担が発生する．上記 2 方法はいず
れも本論文が一貫して目指す費用(時間)対効果に優れる系列横断型 LCIとは別方向の手
法と考えられる．本章で提案する方法は基本的にデータ収集がエネルギーバランス表で
あり，迅速かつ簡易に LCI 結果が得られ，IO を分析の柱とする系列横断型 LCI の方向
性にも合致する．ここに本提案法の意義を見出すことができる． 
本章では発行済みの基本表・延長表・簡易表のいずれかを用い，LCI 法のひとつとし
て変動因子係数を仮定した IOA により補外的手法による LCI 法を提案する．提案法に
より直接・間接のエネルギー消費原単位を推計し，その結果から相対誤差率を用いて手
法の精度を確認する．また基本表，延長表，簡易表を用いた推計結果との比較を行い，
提案法の有効性を確認する．その上でケーススタディとして鋳鍛造品を例に，本提案法
により IO のない 2012 年度の直接・間接のエネルギー消費量・同原単位を定量化する． 
 
6.2関連手法および本研究の意義 
6.1で述べた基本表の時間的遅延に対処するために，基本表が発行された後の年につ
いて作成されるIOと，IOAを時間的に発展させる関連研究の概要について以下に記す． 
6.2.1補完的IO 
6.2.1.1 簡易表 
基本表が発行された後，次の基本表が発行されるまでの間を補うために，簡易表と延
長表の2種類の補完的なIOが発行されている．簡易表は，30程度の動態統計調査を基礎
推計資料として収集する．国内生産額，輸出入額，国内総供給額， 国内最終需要額の
各推計，再生資源・加工処理部門の推計と投入額の推計を経てバランス調整などを行い
作成される[経済産業省 2012a]．発行される表の部門数は80であり，簡略化して作成・
                                                   
29 例えば解析対象年が 2012 年の場合は，2005 年基本表，2010 年延長表，2011 年簡易表を基礎とし，エネルギーバ
ランス表は 2010 年度，2011 年度を用いる． 
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発行されるため統計としての精度より速報性を重視した統計である．簡易表の対象年と
発行年の時間差は約1～2年程度である[経済産業省 2012b]． 
6.2.1.2 延長表 
延長表においては，国内生産額，輸出入額等の各推計から始まり，バランス調整など
を経て作成されるプロセスは簡易表と同様である．簡易表との主要な違いはデータ収集
について可能な限り基本表に準じている点である[経済産業省 2012c]．動態統計調査に
加え，構造統計調査を基礎推計資料として収集するため，基礎推計資料は50を越えてお
り，簡易表よりも基本表に近い精度を持つ統計が作成される．延長表の対象年と発行年
の時間差は約2～3年程度である[経済産業省 2012b]． 
6.2.2 時系列IO 
前項の補完的 IO は基本表が発行された後，将来年について分析するための IO であ
る．それに対し時系列 IO は，過去年を整合的に比較分析するための手法である． IO
は基本的な枠組みに変更はないが，基本的に 5 年に一度改訂され，その都度部門概念や
部門の範囲が変更される．それに起因する異時点間での比較困難性の問題を IO の時系
列化にあたっては解決しなくてはならない．代表的な時系列 IO としては，慶應義塾大
学の KDB(Keio Economic Observatory Data Base)[黒田 1997]，内閣府経済社会総合
研究所の JIP(Japan Industrial Productivity Database)[深尾 2003]，川島らによる
TSIO(Time Series lnput‐Output Tables，以下 TSIO) [川島 2005]などがあげられる．
ここでは比較的最近年である 2000 年までの 30 年間(1970 年～2000 年)を扱っており，
部門分類もエネルギーデータベースとの対応を図り，基本分類構造をほぼ残した 155
部門構成の TSIO を川島ら[川島 2005]の引用に基づいて取り上げる． 
TSIO は基本的に接続産業連関表(以下，接続表)と延長表を用いて作成される．接続表
とは最新年次の基本表が作成された後に，過去 2 時点の産業連関表までを対象に，部門
概念，定義，推計方法を最新年次の基本表と同一にして比較可能な形式にしたものであ
る[総務省 2012] ．TSIO では接続表の対象年次を「ベンチマーク年」，延長表の対象年
次を「中間年」と呼ぶ．TSIO は大きく分けて三段階の推計プロセスを経る．最初に，
ベンチマーク年の産業連関表を推計し，次いで，中間年の産業連関表を推計する．延長
表の中間年の中間取引額に関しては直近の前後のベンチマーク年の投入構造を反映さ
せる重み付け RAS 法30[Stone 1962]によって推計する．TSIO による過去年の時系列分析
の例として，塚本ら[塚本 2008]による過去 30 年間に亘る各種電源のエネルギー・環境
負荷分析などをあげることができる． 
6.2.3 本研究の提案法の位置付け 
以上，補完的IOについて概観した．また本論文2.3および6.1，6.2において関連する先行研
究・手法について俯瞰した．いずれも時間的遅延や過去の時系列比較に対処する有効な資
                                                   
30 RAS 法とは将来の投入係数の予測方法である．過去二時点における投入係数表の変化率が以後も継続するという仮
定の上に成立する． 
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料であり精緻な分析法である．しかし，誰でもアクセス可能なデータベースであるIOを分析の
柱として，発行済IO(基本表・延長表･簡易表)の年を越え，表や情報が欠如している年のエネ
ルギー・環境負荷のLCIを実施することは困難である．そのような問題に対処した将来予測を
含むLCI法を提案するところに本提案法の意義を見出すことができる． 
 
6.3.変動因子係数法 
ここでは本論文の骨子である変動因子係数法について述べる． 
6.3.1 基本的な考え方 
6.1で改めて述べたように，IOの発行年と解析対象年には時間的遅延の問題がある．
その時間的遅延の間に，天災や市場情勢の急変によりIOの需給構造に急激な変化が生
じる可能性がある．本論文ではその変化の原因となった事象を変動因子，そしてその変
化の度合いを比率として数値化したものを変動因子係数と呼ぶ．この方法は発行済の
IOを基礎として，解析対象年のエネルギー・環境負荷を推計しようとする方法である．
IOには中間需要計以外にも最終需要計，付加価値部門計等の部門があるが，この提案
法ではIOにおいて各産業の取引関係を表す中核的部分[宮沢 2005]である内生部門(中
間需要部門)を変化させることにより，エネルギー・環境負荷を推計するための1方法で
ある．なお，最終需要部門や付加価値部門を変化させる方法も考えられるが，本研究で
は情報が集約されている内生部門のみを変化させる簡易的手法を用いる． 
6.3.2 提案法における入出力仕様 
IOの総部門数をNとする．使用される変数のうち，以下に示すものはIOから得られる
入力である． 
X=(  ,･･･  )
t：国内生産額ベクトル 
G：国内最終需要ベクトル 
E：輸出額ベクトル 
S：内生(中間需要)部門行列 
使用される変数のうち，以下に示すものはエネルギーバランス表等を通して得られる
入力である． 
EG=(  ,･･･    t：直接エネルギー消費量ベクトル 
なお，当該部門の生産過程にて投入される電力，ガス，燃料，熱をそれぞれエネルギ
ー「J」に換算して積算したものを直接エネルギー消費量と定義する． 
 以下の変数は，変動因子係数法による出力である． 
EF：直接･間接エネルギー消費負荷原単位を主成分とする対角行列 
EN：直接･間接エネルギー消費量ベクトル 
以下の変数は，変動因子係数法におけるパラメータである． 
qi :部門iの変動因子係数(具体的な定め方は6.4で記す) 
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 なお，Iは単位行列， は輸入係数行列である． はαの対角行列を表す．また，本論
文に出現する行列はすべてN×Nの正方行列，ベクトルはすべて要素数Nの列ベクトル
である． 
6.3.3 変動因子係数法モデルの導出 
本論文で用いるIOAの競争輸入型モデル          
  
型は(6.1)式によって表され
る． 
 
X=L(A)・F                               (6.1) 
L(A)={I-(I- )･A}-1 ：レオンチェフの逆行列 
F={I-(I- )･G+E} ：最終需要ベクトル 
 
ここでのレオンチェフの逆行列L(A)は，投入係数行列Aの関数として表している． 
 次に直接･間接のエネルギー原単位・エネルギー消費量推計式について以下に記す．
直接エネルギー原単位ベクトルを εとすれば，部門 i の直接エネルギー原単位 εiは，部
門 i の直接エネルギー消費量 eiと国内生産額 xiを用いて次式で表される． 
 
   
  
  
                                  (6.2) 
 
直接エネルギー原単位を対角成分とした対角行列ベクトル にレオンチェフの逆行列
を乗じることにより，直接･間接のエネルギー原単位が得られる[宍戸 2010]．よって，
EF は次式で表される． 
 
EF= ・L(A)                               (6.3)  
 
(6.3)式と F を用いて，直接･間接のエネルギー消費負荷ベクトル EN は次式で表される
[宍戸 2010]． 
 
     ・L(A)･F                            (6.4) 
 
以上を踏まえ，部門 i に対して変動因子係数 qiが加味された場合のエネルギー消費量
は次のように計算される．ここで qiを要素として持つ変動因子係数行列 Q を以下のよ
うに定義する．  
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                            (6.5) 
投入係数行列 A は，投入係数の定義[宍戸 2010]より，X の要素を成分とする対角行
列の逆行列 -1と内生部門行列 S を用いて次式で表される． 
 
A=S・ -1                                       (6.6) 
 
変動因子係数 qi の振る舞いを反映させるために，次のような考え方で競争輸入型モ
デル          
  
型に織り込む．レオンチェフの逆行列 L(A)の中における投入係数
行列 A を QA に置き換えることにより，変動因子係数を含むレオンチェフの逆行列
L(QA)は次式により表現される． 
 
L(QA)={ I- (I- )・QA }-1                          (6.7) 
 
 (6.1)式においても，AをQAに置き換えても方程式は近似的に成立すると仮定する．
すなわち， 
 
X=L(QA)・F                              (6.8) 
 
上記(6.8)式が成立すると仮定する31． 
以上から，変動因子係数モデルにおける直接･間接のエネルギー消費原単位対角行列
EF，直接間接のエネルギー消費量ベクトル ENは， を用いて，次式のように求められる
[宍戸 2010]． 
 
EF= ・L(QA)                                  (6.9) 
EN = ・L(QA)・F                             (6.10) 
L(QA)={ I- (I- )・QA }-1：変動因子係数を含むレオンチェフの逆行列 
 
6.3.4 実装方法と変動因子の反映方法 
 以上の提案法の導出に基づく LCI システムへの実装方法について述べる．導出過程に
おいては,結局 A を QA に置き換えた．このことは既存の LCI 計算プロセスにおいて A
                                                   
31 Aを QAに置き換えた結果が近似的に産業構造の変化を反映している，との仮説を立てる．その検証は次節に
て行う． 
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を求めた後, Q との積を計算し,それを新たな A として以後の計算に戻ればよい．すなわ
ち本提案法の実装は極めて容易である． 
次に提案法における変動因子の反映方法について述べる．ここで導出した投入係数へ
の変動因子の反映方法は，費用構成(IO の縦方向)の変動を考慮した Q･A 型であるが，
販路構成(IO の横方向)の変動を考慮した A･Q 型もある．更には，費用と販路の両者を
考慮した Q･A･Q 型も考えられ，主として 3 類型が存在する．その中で Q･A･Q 型は Q･
A または A･Q 型を試みた後に実施すべきステップとして考えたため，今回は適用して
いない．本論文では，Q･A 型を第 1 に適用することを試みている．Q･A 型と A･Q 型は，
変動させる産業連関表の内生部門の構造から結果に大差はないと推察し，本論文では恣
意性なしに Q･A 型を用いた． A･Q 型と Q･A･Q 型に関する検証は今後の課題である． 
 
6.4 変動因子係数法の検証 
ここでは 6.3 で示した変動因子係数法の計算手順に基づき，評価・検証を行い本提案法
の有効性を検討する． 
6.4.1 検証の手順と方法 
検証の一部で使用する簡易表の部門数が80であり，後に推計する鋳鍛造品の直接・間
接のエネルギー消費量・同原単位推計に不可欠な部門を残し，更に産業連関表部門の統
合分類における大・中・小分類に基づき恣意性のないように部門を選び統合を行い，本
検証の部門数を44，すなわち6.3.2におけるN=44とした．部門統合の方法については別
途文献[井出2003]を参照されたい．ホームページで一般公開されている産業連関表の部
門数は，公開年および表の種類(基本表・延長表・簡易表)によって異なることが多いた
め，統合部門数を特定数に固定することは必ずしも容易ではない．部門の一覧について
は付録Aに掲載した．1.にて触れた通り，IOAにおいては部門統合数が分析結果へ影響
する[宍戸 2010] [Wiedmann2011] ため，44部門統合以外の検証も必要であり，今後別途
研究を重ねていかなくてはならない．本論文の検証やケーススタディはあくまで提案法
構築のための第一歩であることに留意されたい．検証のための推計の手順は次のとおり
である． 
(1)解析対象年において，IOと同年度のエネルギーバランス表(例えば2005年IOに関して
は2005年度エネルギーバランス表)をリンケージさせた負荷分析用データベースを構築
し，直接エネルギー消費量から直接エネルギー消費原単位を(6.2)式から得る． 
(2) 下記 (6.11) 式より変動因子係数を求める． 
(3) エネルギー消費原単位および直接間接のエネルギー消費量を (6.9)式・(6.10)式によ
り推計する． 
負荷分析用データベース構築の詳細については別途文献[塚本 2005][溝口 2010]を参
照されたい． 
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変動因子係数qiの計算式は次のとおりである．以下部門iについて，既知のIOの年をa
年，b年，解析対象年をc年とする(a<b<c)．a年の中間需要がma,i，b年の中間需要がmb,i
の時，b年に対するc年の変動因子係数qiは次式による線型補外により計算する． 
 
   
                
         
                                               (6.11) 
 
 qiの計算については，ここで示した線型補外以外による推計も考えられる．本論文の
範囲では，比較データの整合性(延長表は2004年および2005年のデータしか存在しない)
を考慮して簡易な方法を採用した．ここで注意しなくてはならない事は(6.11)式の線型
補外によるIOAのみでは「産業構造の突発的変化が発生した場合，その影響を迅速に反
映する」にあたり完全とは言えず，プロセス法データとの併用が求められることである．
例えば電源構成に劇的な変化があった場合，発行済IOより新しい別統計を参考に，IO
の該当部門の比率を推計・変化させることによって，突発的な変化のより確実な反映が
可能となる． 
 評価・検証の対象年区間は2000年から2005年である．この間，基本表は，2000年版および
2005年版が発行されている．そして2000年の基本表に対して本論文で提案する変動因子係
数法を適用し，2005年の直接・間接のエネルギー消費原単位を推計する． 
この際，2005年は基本表が存在するため，当該年の直接・間接のエネルギー消費原単位
の確定値が得られる．よって提案法の推計精度の検討が可能である．なお，最も信頼性の高
い基本表より計算される値を推計値の対義語として本論文では確定値という用語を用いる． 
なお，本提案法では3表(基本表・延長表・簡易表)を用いるが，正解と見なせる最新の
確定値は2005年基本表のみとの大前提から提案法の検証を行う．確定値が存在する2005
年を評価する場合，発行済みIOとして，2000年の基本表，2003年の延長表，2004年の簡
易表が考えられる．それに忠実に対応した検証としては，年の異なる3表に対して本提
案をそれぞれ適用することで2005年の値を推計し，確定値と比較する方法がある．しか
し，延長表・簡易表は基本表を基礎として作成された表であるため，延長表・簡易表を
用いた予測値は「基本表→(推計その1)→延長表・簡易表→(推計その2)→提案法予測値」
というプロセスにより2つの推計を経る．その為，確定値と提案法予測値との乖離の原
因が2つの推計のどちらに拠るものなのか，またどちらがどの程度影響したのかを判別
することは必ずしも容易ではない．よって本論文では，提案法の検証の出発点として，
次の3検証により提案法を相対的に比較評価することを試みた． 
①提案法：2000 年基本表→提案法推計→2005 年基本表 K との乖離検証 
②延長表：2004 年延長表→2004 年の延長表を用いた提案法推計→2005 年基本表 K と
の乖離検証 
③簡易表：2000 年～2004 年簡易表→2000 年～2004 年の簡易表を用いた提案法による
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推計→2005 年基本表 K との乖離検証 
なお上記における「K」は，6.4.2 で述べる比較のための確定値である． 
しかし，この3検証が完全と言う訳ではない．前述した検証アプローチは本論文では
次の検証課題として位置付け，上記の①~③の検証方法を今回は採用する． 
また本論文では2005年基本表により得られた値を確定値として使用するが，1年分の
表だけを基準とした検証のみではなく，複数年の表による検証(例えば1995年，2000年，
2005年)が行われることが本来望ましい．本論文ではまずは執筆時点(2013年12月)での最
新基本表を基準として提案法を一通り評価する方針で検証を行う． 
 
6.4.2 結果と評価 
6.4.2.1 誤差の計算方法 
以後の評価では，相対誤差率という考え方を主として用いる．ここではその定義を示す．具
体的評価方法についてであるが,推計される2005年値を確定値と比較し，確定値からど
の程度乖離しているかを観測する．具体的には確定値との相対誤差率を求め，その値が
小さいほど，精度が高いと見なす．相対誤差率をERとし,推計値をZとすれば, ERは確定
値Kを用いて次式で求められる． 
 
   
   
 
                                  (6.12) 
 
次に，推計における誤差の平均の扱いについて予め下記に記す．誤差算出においては
正と負の値が出現するが，本論文ではその平均値を求める際に，誤差の絶対値の平均を
もって平均誤差と表現する．すなわち誤差系列          の平均誤差 は次式によっ
て表される． 
 
  
 
 
     
 
   
                                                                                                                            
                                          
6.4.2.2 全体の傾向 
最初に全体の傾向について評価・検証する．2000 年の基本表に基づいて，変動因子係数
法を適用し，延長表，簡易表，変動因子係数法それぞれに基づき，2001 年から 2005 年
までの直接・間接のエネルギー消費原単位を推計する．併せて延長表，簡易表のうち発
行済みの年を対象として直接・間接のエネルギー消費原単位を推計した結果と比較する． 
 次に以上の方法により，横軸を年，縦軸を直接・間接のエネルギー消費原単位とし，
基本表を含んだ 4 つの方法について計算した結果のグラフを図 6-1 に示す．なお，基本
表については 2000 年と 2005 年の値を線分で結んでいる．更に，2000 年値は予測値で
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はなく，2000 年の基本表，簡易表と同年度版のエネルギーバランス表を用いた推計値
である． 
 
 図 6-1各 IOおよび変動因子係数法を用いたエネルギー消費原単位推計値の比較(44部門
平均値) 
 
上述の 2005 年度 44 部門平均値について，6.4.1 で定めた確定値 K と 3 方法の値につ
いて(6.12)式により相対誤差率を求め比較を行った．相対誤差率を昇順で示すと，延長
表 31.5%，変動因子係数法 38.3%，簡易表 47.1%の順となった．予測値と真値(確定値
K)との間には当然ながら乖離が観測された.この結果から見る限り，変動因子係数法の
精度は，延長表と簡易表の間に位置する．なお，44 部門平均値の他に個別部門におけ
る傾向については，6.4.2.5 において観測する． 
6.4.2.3 直接エネルギー消費量予測時における傾向 
 直接・間接のエネルギー消費量・同原単位をIOAにより推計するにあたり，分析目的年度の
エネルギーバランス表がない場合も存在する．その場合は直接エネルギー消費量を過去のデ
ータに基づき予測しその値で代替することが必要になる．例えば，次章の鋳鍛造品を対象とし
たケーススタディでは2010年延長表，2011年簡易表を用いて2012年までの直接･間接のエネ
ルギー消費量の推計を行うが，本稿執筆時点(2013年12月)現在でホームページ[資源エネ庁
2012] で入手可能なエネルギーバランス表の確報は2011年度が最新である．計算方法を次
に示す． 
部門iについて，既知のエネルギーバランス表の年度をa年度，b年度,評価対象年度をc
年度とする(a<b<c)．a年度の直接エネルギー消費量がea,i，b年度の直接エネルギー消費
量がeb,iの時，b年度に対するc年度の直接エネルギー消費量ec,iは次式による線型補外によ
り計算する． 
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                                               (6.14) 
 
     の計算については，ここで示した線型補外以外による推計も考えられる．本論文
の範囲では，比較データの整合性を考慮して簡易な方法を採用した． 
2005年を推計するにあたり，最新のエネルギーバランス表が2004年度版の場合は，１年の
線型補外により2005年の直接エネルギー消費量を求める(1年予測)，同様に最新のエネルギ
ーバランス表が2003年度版の場合は2年の線型補外により2005年度直接エネルギー消費量
を求める(2年予測)．以上により直接・間接のエネルギー原単位を推計し，確定値との相対誤
差率を求めた結果を図2に示す． 
 
 
図6-2 直接エネルギー消費量の予測年数に対する相対誤差率の推移 
 
同図において，横軸は予測年度，縦軸は相対誤差率である．図6-2により相対誤差率を
比較すると，データ予測期間が長くなるほど誤差が大きくなることが分かる．そしてすべてのケ
ースで延長表の誤差が一番小さく簡易表が一番大きい．変動因子係数法はやや簡易表寄り
ではあるが，それでも簡易表よりは誤差が小さい．この結果を見る限り，必要年度のエネルギ
ーバランス表が欠如している場合でも，変動因子係数法が少なくとも2年の予測には耐えうるこ
とを示している． 
6.4.2.4 各方法の順位の組み合わせにおける傾向 
ここでは各方法の順位の組み合わせにおける傾向について検証する．3方法の順位の順列，
すなわち6通りである．表1(a)，(b)，(c)にこの6通りの内訳と，更に延長表，変動因子係数法，
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簡易表がそれぞれ第1位となる3パターンに集約したものを示す．なお表中の①～⑥の延，変，
簡はそれぞれ延長表，変動因子係数法，簡易表を示す．同表において，(a)は直接エネルギ
ー消費量の0年予測(予測なし)，(b)は1年予測，(c)は2年予測である． 
 
表6-1 3方法の順位の組み合わせにおける内訳 
 (a) 0年予測時  
 
(b) 1年予測時 
 
(c) 2年予測時 
 
 表1(a)，(b)，(c)において延長表，変動因子係数法，簡易表がそれぞれ第1位となる部門数
と割合を見る．直接エネルギー消費量0年予測時では変動因子係数法が1位になっている．簡
易表は他の2方法とは明らかな差が確認された．しかし簡易表が１位となる割合は決して少なく
はない．次に1年予測時では，変動因子係数法と延長表が同率1位となった．簡易表はここで
も他2方法との差が明確に確認されたが，簡易表が1位となる割合はと0年予測時に比べわず
かに拡大している．最後に2年予測時では，延長表が１位となったが，簡易表はこの場合も他2
方法と比較すると明確な差が確認されたが，割合は少なくはない． 
 以上，各方法の順位の組み合わせにおける傾向の内訳について見たが，予測年数による特
段の傾向差は確認できず，延長表と変動因子係数法は一貫してほぼ同順位であり，簡易表
は他2方法に対して差があることが確認された．6.4.2.3で得られた結果と合わせて考えると，変
動因子係数法は延長表には劣るが簡易表より精度が高い傾向が認められる． 
 
 
0年予測 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥
順位パターン 延＞簡＞変 延＞変＞簡簡＞延＞変 簡＞変＞延 変＞延＞簡 変＞簡＞延
件数 9 7 4 7 6 11 44
％ 20.5 15.9 9.1 15.9 13.6 25.0 100
順位パターン
件数 44
％ 10036.4 25.0 38.6
計
延長表1位 簡易表１位 変動因子係数法１位
16 11 17
１年予測 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥
順位パターン 延＞簡＞変 延＞変＞簡 簡＞延＞変 簡＞変＞延 変＞延＞簡 変＞簡＞延
件数 14 2 10 2 7 9 44
％ 31.8 4.5 22.7 4.5 15.9 20.5 100
順位パターン
件数 44
％ 10027.3 36.4
計
延長表1位 簡易表１位
1216
変動因子係数法１位
16
36.4
2年予測 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥
順位パターン 延＞簡＞変 延＞変＞簡 簡＞延＞変 簡＞変＞延 変＞延＞簡 変＞簡＞延
件数 13 4 10 1 6 10 44
％ 29.5 9.1 22.7 2.3 13.6 22.7 100
順位パターン
件数 44
％ 10038.6
11
25.0 36.4
16
計
延長表1位 簡易表１位 変動因子係数法１位
17
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6.4.2.5 相対誤差率の傾向 
ここでは相対誤差率の傾向について，各方法別に更に検証する．各方法別に，44の各部
門について直接・間接のエネルギー消費原単位の相対誤差率を計算し，それを昇順に並
べたものを図6-3(a)，(b)，(c)に示す．同図において，(a)は延長表，(b)は簡易表，(c)は変動
因子係数法である． 
 
 
図 6-3 昇順ソートされた 44 部門における直接・間接エネルギー消費原単位の相対誤差率
(a)(延長表) 
 
 
(b) 簡易表 
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(c) 変動因子係数法 
 
これらの図より，相対誤差率における良否の基準を仮に 30%とすると，44 部門の中
で相対誤差率が 30%未満に収まる部門は延長表で 33 部門(33/44=75.0%)，変動因子係
数法で同 30 部門(30/44=68.2%)，簡易表で同 28 部門(28/44=63.6%)であった．変動因
子係数法はやや簡易表よりであるが，延長表と簡易表の間に位置する． 
各方法における相対誤差率の傾向であるが，一定の産業が高くなる傾向が見られた． 
産業別の傾向の分析は今後の課題である.参考として付録 B に各方法における相対誤
差率の上位と下位 5 産業について示した． 
 
6.5 鋳鍛造品部門におけるケーススタディ 
鋳鍛造品部門を例としたケーススタディを通して，本研究で提案した変動因子係数法を適
用し，基本表・延長表・簡易表を用いる提案法の有効性を確認する．なお，このケーススタディ
は，本論文の提案法の検証ではなく，提案法がどのように活用されるかの一例を示すことを目
的に行うものである． 
なお，このケーススタディは，本論文の提案法の検証ではなく，提案法がどのように活用さ
れるかの一例を示すことを目的に行うものである．本ケーススタディにおいては，基本表，延長
表，簡易表の3種類のIOをベースとして提案法と組み合わせが考えられる．しかしながら，解
析対照年である2011年に対して至近の基本表は2005年，すなわち6年前の表であるため使用
しないこととした．次に延長表と簡易表であるが，6.4の検証では，延長表の方の精度が全体と
しては高いという結果が出ているが，至近の2010年延長表には東日本大震災(2011.3.11)の影
響が包含されていない．よって震災の影響が包含されている2011年簡易表も本ケーススタディ
ではベースとして使用する．筆者らは別掲論文[小田2013]において溶解炉別に鋳鍛造品に
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関するCO2負荷のLCIを行っている．そこで鋳鍛造品に関するエネルギー消費量推計に対し
て本論文で提案する変動因子係数法を適用した結果を示すことを試みる．本章の6.4では基
本表をベースに提案法により解析を実施したが，本ケーススタディでは提案法のベースが延
長表および簡易表であることに留意されたい．エネルギーバランス表は2011年度版を用いて1
年または2年の線型補外により求めた． 
6.5.1 変動因子係数法を用いた直接・間接エネルギー消費量・同原単位の推計 
IOAによる直接・間接のエネルギー消費量推計の手順は6.4.1で既に示した(1)～(3) のとお
りである．ベースとして使用するIOは本年11月現在で最新の2010年延長表，2011年簡易表で
あり，エネルギーバランス表も既に発行済の2010年度エネルギーバランス表，2011年度エネ
ルギーバランス表をベースとする．なお解析対象年は2010年・2011年およびIO・エネルギーバ
ランス表の確報未発行の2012年の3ヶ年とする．対象財は鋳鍛造品(最終財)である．この3年
間に発生した突発的変動としては，東日本大震災(2011.3.11)が第一に考えられる．2011年簡
易表にはその影響が包含されているが，2010年延長表には包含されていない．延長表ベース
の推計について今回はプロセス法データにより電力部門等を変化させず，同条件で比較する
ことを試みる．本論文のこれまでの各章の分析においては，IOAとプロセス法を組み合わせた
ハイブリッド法を用いてきたが，ここでは提案法構築の第一歩として変動因子係数法を用いた
IOAを単独で適用するケーススタディを展開した．ハイブリッド法の併用は次の課題である． 
 なお，推計に必要な最終需要 F の求め方について予め記す．発行済の 2010 年延長表，
2011 年簡易表を基礎とし，6.4.1 の(6.11)式による変動因子係数を求めて IO を 2 年分(延
長表)または 1 年分(簡易表)線型補外することにより最終需要 F を求め，その F を用い
て 6.3.3 の(6.4)式により直接･間接のエネルギー消費負荷ベクトルを導出する． 
6.5.2 変動因子係数法を用いた直接・間接エネルギー消費量・同原単位の推計結果 
 図 6-4(a)，(b)に鋳鍛造品の直接・間接のエネルギー消費量と同原単位の推計結果につい
て示す． 
 
図 6-4鋳鍛造品の直接・間接のエネルギー消費量・同原単位推計結果(a)エネルギー消費量 
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(b)エネルギー消費原単位 
 
 図6-4を見ると，直接・間接のエネルギー消費量，同原単位ともに2010年延長表ベースの方
が，推計値が低くなる傾向が見られる．また，エネルギー消費量・原単位両方とも低下傾向に
あることが読み取れる．特に簡易表ベースの推計値において，2010年から2011年はなだらか
な低下の軌跡を描いているのに対し，2011年から2012年にかけての下降が目立つ．2011年簡
易表には東日本大震災(2011.3.11)の影響が年を通して反映されているため，その影響が現
れた可能性も考えられる． 
 
6.6 本章のまとめ 
 本章では，2.3で指摘したIOの発行年と分析年の時間的乖離の問題，すなわち“データの
鮮度”(data age)の問題への解決策の1手法を提示した．具体的には基本表および延長表，
簡易表がまだ発行されていない年における，産業構造の突発的変化が発生した場合，その影
響を迅速に反映し，かつ簡易に推計できるLCI法を，変動因子係数によるIOA推計モデルとそ
の検証を通して提案した．本論文で示した評価・検証・分析から得られた主な知見は以下のと
おりである． 
2005年の基本表・同年度のエネルギーバランス表を通して得られた直接・間接のエ
ネルギー消費原単位を確定値とし，変動因子係数法，延長表，簡易表の3方法による2005
年推計値とを比較した結果，確定値との相対誤差率は昇順に延長表，変動因子係数法，
簡易表となり，変動因子係数法の相対誤差率は延長表と簡易表の間に位置した． 
また，直接・間接のエネルギー消費量・同原単位を推計する際，エネルギーバランス
表がない場合を想定し，1年間および2年間の線型的補外を用いた3方法による推計値を
確定値Kと比較した結果，変動因子係数法の精度は延長表未満，簡易表以上であり，予
測時にも使用可能と判断できた．44部門におけるエネルギー消費原単位の相対誤差率ER
が30%未満に収まる部門数の割合でも延長表，変動因子係数法，簡易表の順であった． 
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 以上から，本研究の範囲では変動因子係数を用いたエネルギー消費負荷の補外的推計は
一定の誤差を内包しつつも，迅速簡易に変化を反映するインベントリ分析の1手法となり得る
可能性が示された． 
本論文で展開した検証は2005年のみの限られたものであるために，今後は基本表が発
行される都度，本方法を検証しデータを蓄積していくことが望ましい．また，鋳鍛造品
以外のケーススタディおよびエネルギー消費負荷だけではなく，CO2等の別の環境負荷
推計における検証を重ねていくことも課題である．なお，本論文ではエネルギーバラン
ス表に基づく直接・間接のエネルギー消費量・同原単位を推計したが，本論文で提案し
た変動因子係数法のフレームワークそのままで，CO2排出量・同原単位の推計も可能で
ある． 
従来，分析の需要があるにもかかわらず，IOが発行されていないために分析が行われてこ
なかった例もある．本論文で提案した変動因子係数法は，この問題を解決するための1方法で
ある．本方法は，データ入手に起因して発生する時間的遅延無しに使用でき，予測にも活用
できる可能性が示唆された．また，本提案法はLCIシステムへの実装も極めて容易に行うこと
ができ，シンプルであるが故にIOAを用いる多くのLCIと結合が可能である．今後の課題として
は投入係数への変動因子の反映方法の別アプローチ(A･Q型，Q･A・Q型)による検証をはじ
め，部門統合数の変更，2005年以外の基本表を確定値とした相対誤差率の観測の蓄積，暦
年単位のIOと年度単位のエネルギーバランス表の整合化等が挙げられる．また，IOは原則と
して5年毎に改訂を行い，その都度部門概念や部門の範囲を変更されているため，時系列的
な比較を行うためには，厳密にはそれぞれの表の部門概念の整合化を図らなくてはならない．
6.2.2 で触れたが，時系列分析を行うにあたり川島ら[川島 2005]は，異時点間での分析が
可能なTSIOを構築している．TSIOの方法論を用いて部門概念を特定年に統一することにより，
変動因子係数法はより精緻な検証の上に構築されることになる．今後多くの検証を積み重ね
ていけば，6.4で見られた相対誤差率の産業別の大小，すなわち，線型的に変化する産業と
非線型的に変化する産業グループの傾向も明らかになっていくであろう．最後に今後多くの
検証の蓄積を経て本方法をはじめ産業連関表の時間的遅延によるデータ制約に対処する手
法が確立されれば，6.1で例示したような大きな変動が発生した際，複雑に連関する社会全体
の間接影響まで漏れなく把握できるというIOAの長所が最大限に活かされ，LCI手法の一層の
発展や普及が期待できると推察される． 
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第 7章 結言 
本章では，結言として本研究の成果をまとめる．7.1 では本論文の結論を述べ，7.2 では問
題点と今後の課題について示す．7.3で今後の展望を述べる． 
 
7.1 本論文の結論  
 本節は，産業連関分析法を基礎として行った日本の環境負荷解析について，本論文の結
論をまとめたものである． 
第 1 章では，本論文の背景と研究目的・意義について述べた．社会的背景として人類の生
存に関わる地球環境問題における，温暖化問題を取り上げた.IPCC第 4次報告書によって地
球温暖化の人為性が科学的にほぼ証明され，人類の社会経済システムや一人ひとりのライフ
スタイルが問い直されていることを指摘した．また日本が置かれている高炭素社会，高エネル
ギー社会の現状を示し，京都議定書第一約束期間以降に対する処方箋を用意しなくてはなら
ないが，その際，エネルギー消費量の LCIは必須であると指摘した． 
 学術的背景として，温暖化防止対策再構築の処方箋を用意するにあたっては，確固たる学
術的基盤の上に立たなければならず，その上では LCAの方法論，なかでも中核的な位置を
占める LCIの方法論に立脚する必要があると述べ，LCA と LCIの手法・対象について概観し
た．そして本論文の目的を LCIの方法論を用いた生産活動に起因する環境負荷の具体的解
析に基づき CO2排出量・エネルギー投入量を削減し，低炭素社会構築に寄与していくことを
前提にとした工学的知見を見出すことと定めた． 
本研究における方法論においては，LCI法の中でも IOA を深化・発展させることを目的とし，
使用段階を捨象可能な食料品と工業中間財を分析対象財とした.また農・水・畜産物と鋳鍛造
品は産業としての裾野が広い部門であると同時に，エネルギー多消費型・CO2多排出型の財
である．これらの特質は，漏れなく生産波及効果を把握できる IOAに適するとともに，本研究
で目指す低炭素社会構築のための知見を得るための分析対象として相応しいと判断し選定し
た． 
第 2章では，LCIの基礎概念と理論を俯瞰し，IOA と LCIの応用分析法であるハイブリッド
法について先行研究に基づき分類しながら概観した．そして IOA の分析上の課題として最終
需要 Fが負値または小さい部門における，環境負荷の把握・比較が困難化する場合がある問
題，いわゆる“最終需要の問題”，“IO 部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the 
low level of detail)の問題，IOの発行年と分析年の時間的乖離の問題，すなわち“データ
の鮮度”(data age)の問題などを抽出した．本研究が目指す LCI の方向性は系列横断型
LCIであり，その展開において IOAの理論は基礎として欠くことができないが，IOAにもまた課
題があるため，プロセス法を取り入れたハイブリッド法が本論文における分析法として選択され
ることを明らかにした．ハイブリッド法についての先行研究の精査・検討を通して，区分的ハイ
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ブリッド分析法は既存の IOをそのまま利用でき，ほぼ完全な LCI結果を比較的速やかに得る
ことが可能であることを指摘した．本研究の対象分野の分析法は既往の事例研究で見たとお
り殆どがプロセス法によるものであったが，プロセス法単体の分析では現地調査によるデータ
収集に労力を費やされるため，費用に対する効果，時間に対する効果がどうしても低くなる．
本研究では区分的ハイブリッド分析法を採用し，データ収集負荷を緩和するとともに，原理上，
間接影響の完全な把握をも意図することを示した． 
第 3章以降にて低炭素社会構築にあたっての知見を得るためにエネルギー投入量・CO2排
出量の定量化を行うにあたり，対象とする分野は農業・水産業・畜産業・鋳鉄製造業であると
述べた．農・水・畜産物の先行研究の検討では，輸送プロセスが一つの鍵を握っていることを
指摘した．また金属・素材分野の先行研究の検討では，製造業の基盤産業であるにもかかわ
らず鋳鉄製造に関する研究が比較的希薄であることと，エネルギー技術の分析，具体的には
キュポラの他に誘導炉を加えた分析が必要であることを指摘した．更に運輸・サービス部門の
先行研究の検討では，現地調査によるプロセスデータの収集なしで IO と統計資料・文献から
環境負荷を分析可能で，評価漏れの発生し易いサービス部門の負荷を推計できる分析手法
を示した．本論文の分析で用いる手法は区分的ハイブリッド法であるが，当方法にも最終需要
の問題と時間的遅延の問題が克服すべき課題として残されていることを指摘した． 
第 3章では，全国レベルでの農業部門と水産業部門，畜産部門の 70品目について品目別
エネルギー投入量・ 排出量を定量化した．分析にあたり IOAの分析上の課題である“最終需
要の問題”への対応として，競争輸入型モデル              
  
型を用いた．また
“IO 部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low level of detail)の問題に対
し，プロセス法を導入して既存 IO 部門を分解することにより個別農・水・畜産物レベルまでエ
ネルギー投入量・CO2排出量を把握した． 
分析の結果，生産活動に投入するエネルギー量が大きいほど，CO2 排出量が大きくなるこ
とを明らかにした．また(生産投入エネルギー)/(食品熱量)比の分析からは，これらの食品を得
るために殆どの食品でその食品熱量の数倍～数百倍のエネルギー投入が必要になるという
結果が得られた．この結果より農業・水産業・畜産業がエネルギー集約的な形態で行われて
いることが示唆された．エネルギー投入量が大きい品目には，光熱費の負担の大きい温室栽
培の野菜，多額の餌代を要する養殖品などが代表的な食品として挙げられ，エネルギー・CO2
負荷削減の観点からは，温室栽培品や養殖品よりも旬の食品，自然に採取される食品を選択
するのが好ましいと分析した．地産地消型の生産システムは低炭素社会を構築していく上で
重要であり，京都議定書第 1 次約束期間の後，それをいかに図っていくかが農業・水産業・畜
産業分野における政策課題の一つであると考察した．日本の食料品産業は，温室栽培，養殖
などを通して商品の高付加価値化を進めてきた結果，それがCO2排出量の増大に繋がってい
ると推察した．そしてその背後には日本のエネルギー供給がその大半を化石燃料に依存して
いるという事情があると指摘した．また LCI へのハイブリッド法の適用の観点からは，エネ
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ルギー・環境負荷を押し上げている光熱費や餌代などを焦点をあて，詳細にプロセス法
により再分析することにより，ハイブリッド法全体としての精度が向上するということ
が確認された． 
第 4章では，地域レベルでの地産地消型生産システムの効果を定量的に把握することを目
的に，都道府県における農作物の生産および輸送に伴う CO2 排出量を推計し，その生産特
性と輸送特性を定量的に示すために，モデル県として採用した茨城県で生産される農作物の
生産プロセス CO2 排出量と，茨城県を最終消費地として輸送プロセスまで含めた農作物の
CO2 排出量を推計，定量化した．更に他都道府県から輸送した場合の排出量との比較を行っ
た．分析に当たっては IOAの分析上の課題である“最終需要の問題”への対応として，競争
輸入型モデル              
  
型を用いた．また“IO 部門が限定されることによ
る詳細度の低さ”(the low level of detail)の問題に対し，プロセス法を導入して既存 IO
部門を分解することにより，地域の個別農産物レベルまで CO2排出量を推計した．その結果，
次の 3 点が明らかとなった．(1)生産プロセスにおける CO2排出量は品目別に異なり，露地栽
培と温室栽培における光熱動力費の相違が総排出量に差異に大きく影響を与える，(2)輸送
プロセスにおける CO2排出量は距離のみではなく，輸送手段にも依存する，(3)生産および輸
送プロセスを考慮すると，露地栽培，温室栽培による CO2 排出量の相違により，生産プロセス
からの排出量が輸送プロセスからの排出量よりも大きくなる場合がある．以上の 3点を総合して，
輸送プロセスを最小化できる地産地消は CO2排出量削減にとって有効であることが示された．
加えて農産物の生産方法(温室栽培等)が農業の低炭素化において鍵を握っていることが明ら
かとなった．環境負荷低減の視点からは，農作物別に，地産地消と他都道府県からの輸送を
組み合わせて，食糧供給のプロセス全体からの低炭素化を構築していくことが重要であるとの
結論を得た．そして第 3 章と同様に，ハイブリッド法の技法上，エネルギー・環境負荷を
押し上げている要因に焦点をあて，詳細にプロセス法により再分析し，LCI にフィード
バックすることにより，ハイブリッド法全体としての精度が向上するということが確認
された． 
第 5 章では，溶解炉である誘導炉とキュポラについて経済性と環境性の比較を行った．最
初に経済性についてであるが，イニシャルコストでキュポラと誘導炉で差が大きいものの，耐用
年間全体を通して見ると，ランニングコストの占める割合が大きかった．具体的には耐用年数
12 年のうち，イニシャルコストの占める割合はキュポラで約 2%，誘導炉で約 4%，ランニングコ
ストの占める割合はキュポラで約 98%，誘導炉で約 96%と推計された．ライフサイクルコスト全
体では誘導炉が優位であった．耐用年数 12 年間でみると，重要な位置を占めるのはランニン
グコストであった．キュポラの経済性はコークス比とコークス費の影響を受けており，コークスの
単価が高騰または変動幅が小さくない状況で推移している現状では，誘導炉のキュポラに対
する経営安定面を含む経済性の優位性は高まっていると分析した．次に CO2負荷について，
IOA の分析上の課題である“IO 部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low 
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level of detail)の問題に対し，プロセス法を導入したハイブリッド法を用い，既存 IO部門を
分解することにより鋳鍛造品の CO2 排出量をキュポラ産・誘導炉産のレベルで定量化した．ま
た最終財と中間財の財パターン別に CO2排出量を把握した．そして把握し切ることが困難な
間接影響まで推計可能であるハイブリッド法を適用して分析した結果，設備および運用，間接
影響に至るまで，誘導炉の CO2負荷はキュポラに比べて小さいことが確認された．CO2負荷の
差異は，設備起源に大差はなく，差異は運転の部分によるところが大きいが，それは熱源の
違いに起因することは明白であった．鋳鉄製造業の安定経営と CO2削減の観点からは，旧式
炉であるキュポラを誘導炉へ転換していくことが望ましく，キュポラと誘導炉のイニシャルコスト
の差が誘導炉への転換拡大の阻害要因と推察されることから，誘導炉の環境の優位性(外部
経済)を市場メカニズムに織り込む制度の普及・拡大が今後の課題として考えられた．また鋳
鍛造品の中間財負荷の推計からは，二次三次と続く他の加工部門の最終消費から多くのCO2
が発生していることが見られたことから，低炭素社会を構築していくために，特定部門のみの
対策で終わることなく，製品のサプライチェーン全体を俯瞰した対策が必要であることが改め
て確認された． 
上記に加えて，中間財と最終財という財パターン別に分析を行うことは，LCI 上，ま
たハイブリッド法の適用上，重要な技法的ポイントと思われると考察した．プロセス法
の適用による上流部分（中間財）の詳細な分析の実施は，プロセス法と IOA を組み合
わせるハイブリッド法の精度向上に資する． 
以上について，第 3 章，第 4 章でも得られたハイブリッド法による LCI の精度向上に
関する知見を総合して次のように示した．LCI 実施にあたり，各産業を網羅する IO を
用いた IOA を行うことにより，ライフサイクル分析上，重要度の高い部門を特定し、
その部門についてプロセス法データ収集をより詳細に行い，ハイブリッド法分析にフィ
ードバックすることにより，LCI としての精度が向上する．このようなハイブリッド法
による LCI の実施は，間接影響把握と合わせてハイブリッド法の長所を拡大させ，一層
の普及を促すと考えられる． 
第6章では，本章では，2.3で指摘したIOの発行年と分析年の時間的乖離の問題への解決
策の1手法を提示した．具体的にはIOを用いるLCIに関し，避けて通ることのできない課題とし
て残されていた“データの鮮度”(data age)の問題に理論的に対処するためのアプローチ
を行った．具体的には基本表がまだ発行されていない年度における，産業構造の突発的変
化が発生した場合，その影響を迅速に反映し，かつ簡易に推計できるLCI法を構築するため
の第一歩として，変動因子係数によるIOA推計モデルの構築とその検証を行った．それらの評
価・分析から以下の結果が確認された．2005年の基本表・同年度のエネルギーバランス表
を通して得られた直接・間接のエネルギー消費原単位を確定値とし，変動因子係数法，
延長表，簡易表の3方法による2005年度推計値とを比較した結果，確定値との相対誤差
率は小さい順に延長表，変動因子係数法，簡易表の順となり，変動因子係数法の相対誤
差率は延長表と簡易表の間に位置した．また，直接・間接のエネルギー消費量・同原単
位を推計する際，エネルギーバランス表がない場合を想定し，1年間および2年間の線型
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補外を用いた3方法による推計値を確定値Kと比較した結果，変動因子係数法の精度は
延長表未満，簡易表以上であり，予測時にも使用可能と判断できた．44部門におけるエ
ネルギー消費原単位の相対誤差率ERが30%以内に収まる部門数の割合でも延長表，変動
因子係数法，簡易表の順であった．以上から，本論文での検討の範囲では変動因子係数を
用いたエネルギー消費原単位の補外的推計は一定の誤差を内包しつつも，迅速簡易に変化
を反映するLCIの1手法となり得るとの結果を得た．また本方法は，データ入手に起因して発生
する時間的遅延無しに使用でき，予測にも活用できる可能性が示された．当提案法は既存の
LCIシステムへの実装も極めて容易に行うことができ，シンプルであるが故に多くのハイブリッド
LCIと結合が可能である．今後多くの検証を経て本方法をはじめとする産業連関表の時間的
遅延によるデータ制約に対処する手法を確立することによって，産業構造の突発的変化が発
生した際にも，複雑に連関する社会全体の間接影響まで漏れなく把握できるというIOAの長所
が最大限に活かされる．更にその長所を活かしつつ，社会経済の変化が年々速まる中におい
て，当該年度での分析が可能となる．更に検証の蓄積は，産業別の相対誤差率の大小から，
線型的に変化する傾向のある群と非線型的に変化する傾向のある群に産業を分類することが
可能となるであろうと述べた．当該年度での分析法の確立はIOAを基礎としたエネルギー・環
境負荷解析のためのLCIに対し一層の発展をもたらし，LCIにおけるIOAの普及の一端を担う
ことができるとの結論を得た． 
本論文の結論は次の通りである．先行研究および本論文で展開した第 3章，第 4章，第 5
章との結果を照らし合わせれば，地球温暖化の進行を防止し，低炭素社会を実現していくた
めには，これまで 2世紀に亘り継続し定着した化石燃料への依存体質から脱却しなくてはなら
ない．広大な面積，膨大な人口を有する新興工業国を中心に生産・経済活動が地球規模で
拡大するに伴い，物流も指数的に増大していくのは必然であるが，運輸・輸送に関わる環境
負荷は無視できない重みを持つ．運輸・輸送部門の低炭素化のための対策は早急に講じる
必要がある．また，物流システムの低炭素化とともに，あらゆる産業や生産活動の血液とも言え, 
サプライチェーン全体に影響する電力の供給源である電源部門の低炭素化が図られない限り，
低炭素社会構築に向けての施策の効果は相殺され限定的なものに留らざるを得ない．電源
の低炭素化は喫緊の課題である．なお，本論文で採用したハイブリッド法は各章において LCI
法として有効に機能した．本手法は環境負荷解析のための有力な分析法であることが示され
た． 
 
7.2 問題点と今後の課題 
7.2.1 限定的な分析範囲 
第3章と第5章では「農業・水産業・畜産業」の食品および「鋳鉄製造業」の鋳鍛造品のエネ
ルギー・CO2 負荷の定量化を行ったが，分析はそれぞれ全体の一部に留まっているという問
題がある． 
130 
食品においては 70 品目からさらに分析品目数を増やし，次いで飲料や加工品までを含め
た定量化を行うことにより，食料品部門としてのエネルギー・CO2負荷の定量化が完結する．特
に畜産業部門では家畜の飼料の輸入比率が高いため，負荷を過小評価している可能性があ
る．別途補足的に海外の IO 等を用いた分析やプロセス法分析等による分析拡大が課題であ
る．鋳鍛造品については「揺り篭から使用まで」の分析から，「揺り篭から墓場まで」，すなわち
使用段階以降から廃棄・リサイクル段階まで拡張した負荷定量化が必要であり，それにより，
CO2 負荷の全体像が明らかになる．また特に誘導炉については東日本大震災以降の電源構
成の劇的変化が CO2 負荷に影響を与えている可能性があるため，その検証が今後の課題で
ある． 
7.2.2 単一モデルによる解析の限界 
第 4章では，地域レベルでの地産地消型生産システムの効果を定量的に分析したが，農産
物分野に絞っているため，主として以下の分析の拡張が考えられる．都道府県ごとの生産プロ
セス原単位推計，より地域の特性を反映したCO2排出量の推計，農作物のライフサイクル全体
から見た CO2排出量の推計，海外からの輸入作物との比較，都道府県別，品目ごとに CO2排
出量の少ない供給手段の分析などが挙げられる． 
更に第 4章ではモデル県として茨城県を採用したが，この 1県だけの分析例で地産地消型
生産システムの評価を一概に普遍化することには問題がある．茨城県は農業県であるが大消
費地すなわち首都圏に隣接し，交通インフラの整備された県である．例えば宮崎県のような首
都圏・近畿圏から遠く離れ，交通網も発展途上にある県をモデル県として設定して分析した場
合，また別の傾向が見られると推測される．よって，分析対象自治体をその地理的条件等によ
り複数のグループに分類し，第 4 章と同様の分析を行い，共通点と相違点を分析することによ
って地産地消型生産システムのより一般的な評価が可能となるが，そのような研究はまた行わ
れていない．例えば分析対象の産物を米として統一し，上述のような複数モデルケースの分
析を行えば，より詳細に地産地消型システムの効果を評価できると推察されるため，今後の研
究の課題のひとつとして付け加えておきたい． 
7.2.3 分析・対象境界の乖離 
  第 5 章の鋳鍛造品の中間財負荷の推計からは，二次三次と続く他の加工部門の最終消費
から多くの CO2が発生している状況が見られた．CO2削減対策において特定部門のみの対策
で終わることなく，製品のサプライチェーン全体を俯瞰した政策に資する知見を与えていかな
ければならない．サプライチェーンの地理的範囲の中には海外も当然含まれるためその把握
漏れがないように考慮しなくてはならない．具体的には海外の影響を包含したLCIデータの構
築，使用が望まれるが，日本の場合，まだその整備は必ずしも十分ではなかった[安達 2007]．
LCI データにおいて海外の影響が正確に反映されていない場合，推計される環境負荷に現
実との乖離が生じる．第 5 章においてハイブリッド法により鋳鍛造品製造におけるキュポラと誘
導炉の CO2負荷比較を行ったが，コークスを例に以下に検討する． 
キュポラの熱源であるコークスは中国等から輸入される[産業研究所 2007]が，使用したコー
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クスの LCI データが資源産出国における採鉱等の負荷まで包含しているかまでは確認できな
かった．海外における負荷を網羅していない場合，7.2.1 で取り上げた家畜の輸入飼料のケー
スと同様に負荷を過小評価し，現実の負荷と推計環境負荷に乖離が生じている可能性がある．
このような問題への対処には，7.2.1で述べた国際 IOが貢献すると考えられる． 
システム境界をはじめとして LCIデータの不完全性または流動性等に起因する不確実性は，
場合によっては LCI の結果自体を左右しかねない．例えばキュポラと誘導炉の比較において
は，熱源の違いが CO2 負荷に影響を与えたと分析された．キュポラの熱源はコークスであり，
誘導炉は電磁過熱である．ところが溶解のための熱エネルギーへの変換過程はキュポラが 1
回(化学エネルギー→①燃焼→熱エネルギー)なのに対し，誘導炉は 4 回(化学エネルギー
→①燃焼→熱エネルギー→②ボイラー→力学エネルギー→③タービン・発電機→電気エネ
ルギー→④電磁誘導→熱エネルギー)というキュポラに比較して複雑なステップを踏む．にも
かかわらずキュポラに比べて誘導炉のCO2負荷が低く推計されているのは電力のCO2排出原
単位(LCIデータ)がコークスのCO2排出原単位より低いためである．しかし 2011年の東日本大
震災以降，電力の約 8 割が火力発電で生産されており (2011 年度末のデータによる
[FEPC2012b])，適用すべき LCIデータに変化が生じている． 
 このような事態・現象は本論文全体に言えることであるが，本論文のまとめの時期に東日本
大震災は発生した．本論文の条件は東日本大震災以前の条件を想定している．しかしながら
上述のように東日本大震災以後は社会的情勢等の変化により，LCI データが大きく変容して
いる可能性がある．これは今後の LCIについて，再考する転機となる得るものである． 
7.2.4 変動因子係数法検証の緻密化 
第 6章では，IOTs を用いる LCIに関し，“データの鮮度”(data age)の問題に理論的に
対処するための変動因子係数法の構築を行ったが，その検証を更に重ねることにより，
方法論の一層の精緻化を行うことが可能となる．精緻化の第 1 として，IOTs(IOTs: 
Official Input-Output Tables)の部門概念の整合化の問題がある．IOTs は基本的な枠組み
に変更は無いが，原則として 5 年毎に改訂を行い，その都度部門概念や部門の範囲を変
更されているため，時系列的な比較を行うためには，厳密にはそれぞれの表の部門概念
の整合化を図らなくてはならない．時系列分析を行うにあたり川島ら[川島 2005]は，異
時点間での分析が可能な時系列産業連関表(Time Series Input-Output table：TSIO)を
構築している．TSIO の方法論を用いて異時点間での部門概念を特定年度に統一するこ
とにより，変動因子係数法はより精緻な検証の上に構築されることになる． 
また第 6 章における補外的推計は，延長表にデータ欠損(未発行年)があったために，エネ
ルギー消費負荷について，2 時点間の線型補外を用いているが，2 時点間による線型補外に
よる推計では限界がある．すなわち推計の元になる時点数を n とすると，n ≧3 として，n 元の
連立方程式を解くことによって得られる(n-1)次方程式による非線型補外を用いることも考えら
れる．以上，2011 年度の基本表が発行された時点において，上述の事項を始めとした精緻化
を加えた検証を行うことによって，変動因子係数法の実証基盤をより強固にしていく必要
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がある． 
7.3 展望 
本節では，本研究の 7.1 で示した結論および 7.2 で指摘した問題点等に立脚し，今後の展
望について示す． 
7.3.1データベース整備とソフトウェア開発 
 本論文が目指した IOA を基礎とした系列横断型 LCI の展開にとって，IO は共通の分析デ
ータとして存在しているが，ハイブリッド法のプロセス法部分に対するデータベースは共通化さ
れておらず，また誰でも無料でアクセスし，自由に使用できるデータベースも数少なく，特に物
量ベースのデータベースはその傾向が顕著である．LCI におけるデータベースは分析者自身
の分析目的に沿い，それぞれ自由にデータベースを選択し解析すれば良いとの考え方も多く，
それも理にかなっている．しかし，系列横断型LCIの展開という目的を実現するためには，ある
程度共通して基本となるデータベースが必要になる． 
CO2とエネルギー双方の物量型 LCI データを整備し，ゼロコストで自由に使用できるデータ
ベースが構築され，一般公開されれば，LCIのより一層の普及が可能になる．LCIの一層の普
及はその実践者をより増加させ，LCI の透明性を高めるとともに，ライフサイクル思考(Life 
Cycle Thinking) [本藤 2008a] [本藤 2008b]に基づき行動する人たちを増加させることに繋がり，
デマンドサイドにおける地球温暖化防止施策を推進させる素地を作ることにもなる． 
 データベースの整備とともに，その整備されたデータベースを装填し，発展してきたLCI理論
を具現した環境負荷分析用ソフトウェアの開発が今後望まれる．ソフトウェアの開発と提供は，
データベースそのものの提供と同等か，それ以上に，LCI の実践者・分析者の増加を促すと
推察される．第 2 章で見たとおり，1990 年代以降，LCI理論は進化を続けてきた．特に 2.4 で
見た LCI の応用分析法であるハイブリッド分析法理論は著しい発展を遂げた．ハイブリッド法
の分析上の有効性は，本論文における環境負荷解析を通しても明らかになった．しかし，内山
らが開発した “Quick LCA” [内山 1998]以降，ハイブリッド法による LCA ソフトウェアは開発さ
れておらず，依然プロセス法，特に積み上げ法ベースの LCA ソフトウェアが主として用いられ
ている．ハイブリッド法ソフトウェアは IO を中心的なデータベースとして搭載しているために，1
～5年の頻度で改訂あるいは簡易更新される IOに対応してそれを取り込むことにより，定期的
なアップデートが原理的に可能である．さらにその応用として，各国の IO データや国際 IO を
取り込むことにより，世界レベルで使用可能となり普及させていくことが可能と推察される．新ソ
フトウェアの開発においてはハイブリッド法ベースのソフトウェアを開発すべきと考える． 
7.3.2 国際産業連関表の整備・地理的拡張 
 国際産業連関表(国際 IO)の構築が徐々に進みつつあるが，経済のグローバル化が以前
にも増して急速に進んでいる現状を踏まえ，今後はより力を入れて国際 IO を一層広く拡張し
ていく必要がある．個々の国における IO は国内で閉じられ，活用も国内の分析に留まってい
るケースが多い．分析する財にもよるが，輸入が増えれば増える程，IOA による環境負荷分析
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は困難になり，プロセス法やハイブリッド法のプロセス法部分におけるデータ収集負荷が増大
する．一国 IO は国内で閉じているが国際産業連関表(以下国際 IO)の構築が進みつつあり，
それを使用した分析も考えられる．国際間の IO の構築は部門の整合化，データ品質の均一
化，データ収集年度の統一化など必ずしも容易ではなく，一国 IO よりも部門数は粗い．しかし
日本・中国国際 IO，日本・韓国国際 IO，日本・インドネシア国際 IOなど整備が進められている
[JETRO2013][宍戸 2010]．以上のような国際 IOがあるが，比較的入手し易い国際 IOは二国
間 IOが多く，至近の複数国による国際 IOはアセアン国際 IO，BRICS国際 IOがある．アジア
国際 IOもあり，櫻井らは 24部門のアジア国際 IOを用いて，1985年・1990年・1995年の貿易
構造の変化や相互依存関係を分析している[櫻井 2002]．既存の二国間 IOや多国間 IOを更
に地理的に拡張し，部門数も増加させた精度の高い IO が必要であり，それを環境負荷分析
に適用していくことが考えられる． 
例えば既に構築された国際 IOをベースに OECD32全加盟国の最新型多国間 IOの構築が
望まれる．今後，順次国際 IO を地理的に拡張・構築していくことにより，それぞれの国単独の
IO と合わせて活用することにより，国外要因の制約のない IOAやハイブリッド法分析が世界レ
ベルで可能となる．国際 IO と一国 IOの両方を使用した環境負荷分析の更なる深化が望まれ
る． 
7.3.3 変動因子係数法の可汎性の拡大 
IOTsの時間的遅延による LCIの制約に対する理論的な一処方箋を提示した第 6章では，
エネルギー消費負荷を例に取り上げたが，その他の環境負荷，例えば酸性化，オゾン層破壊，
富栄養化といった環境負荷も対象として取り上げ分析することにより，本論文で提案し
た変動因子係数法は更に精査され，実用性と可汎性を増すことになる．特に温暖化負荷
については最も重要な地球環境問題であるとの認識のもと，CO2分析は欠かすことはで
きない．分析対象負荷の拡大と併せ，十分な検証サンプル数を蓄積した上で，各部門に
対する相対誤差率の高低について，統計学的分析により明らかにしていくことが今後重
要になる． 
7.3.4 化石燃料への依存体質からの脱却 
 第 3章の分析で明らかになった通り，食品のエネルギー投入量・CO2排出量の比較から生産
活動に投入するエネルギー量が大きいほど，CO2 排出量が大きくなり，食品を得るために殆ど
の場合でその食品熱量の数倍～数百倍のエネルギー投入が必要になる．また温室栽培，養
殖などによる高付加価値化がそれらの状況に拍車をかけている現状にある．地産地消型の生
産システムの拡大が上記の問題に対する有効な処方箋の一つとなり得るが，背後にある日本
の化石燃料依存体質に注目した一層の分析が望まれる． 
化石燃料への依存体質からの脱却は，主として 2 方面を対象としたアプローチに大別でき
る．すなわち「運輸部門」と「電源部門」における低炭素化である．運輸部門においては輸送手
段の低炭素化，具体的には車両，船舶，航空機等の燃料の低炭素化が焦点となる．「電源部
                                                   
32 経済協力開発機構：Organisation for Economic Co-operation and Development［略］OECD 
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門」では CO2排出量の少ない発電技術へのシフトおよび排出される CO2の回収・固定化が鍵
となる．注目すべき技術の一つはバイオマスである．植物などの生物体(バイオマス)は有機物
で構成されているため，燃料として利用可能で，これらの燃料を使って電気や熱を作ることが
できる．植物の持つ有機物は，太陽エネルギーが形を変えたものであるため無尽蔵であり，太
陽光や風力と比較して自然エネルギーの中では必要に応じてエネルギー量を調整しやすい．
エネルギー密度の低さから，化石燃料や原子力を代替する中心的な基幹電源となるには今
後課題が残されているものの，サトウキビや大麦，トウモロコシなどの植物資源から作られるバ
イオエタノールは自動車の燃料としても使用可能であり脱化石燃料化の有望な手段の一つに
なり得る資源である[内山 2006] ．東日本大震災以降，化石燃料依存は一層強まっているが，
逆にこの現状に対する危機感を契機として，本論文で示したような問題意識に立脚した分析
を積み重ねることにより，化石燃料依存体質からの脱却という困難な施策に対する知見を粘り
強く与え続けていく必要がある． 
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付録 
付録 A．産業連関表の 44 部門 
 
 
付録 B．相対誤差率の上位と下位 5部門 
上位 5部門 
 
下位 5部門 
 
農林水産業 精密機械
鉱　　　業 その他の製造工業製品
食　料　品 再生資源回収・加工処理
繊　　　維 印刷・製版・製本
パルプ・紙 プラスチック製品
化　　　学 ゴム製品
石油製品 建　設　業
石炭製品 事業用原子力発電
ガラス・ガラス製品 事業用火力発電
セメント・セメント製品 水力・その他の事業用発電
陶磁器 自家発電
その他の窯業・土石製品 ガス・熱供給
銑鉄・粗鋼 水道・廃棄物処理
鋼材 卸売・小売業
鋳鍛造品 金融・保険業
その他の鉄鋼製品 不動産業
非鉄金属製錬・精製 運輸業
非鉄金属加工製品 情報通信業
金属製品 サービス業
一般機械 政府系サービス業
電気機械 公務
輸送用機械 その他
延長表 ER(%) 変動因子係数法 ER(%) 簡易表 ER(%)
情報通信業 159.7 再生資源回収・加工処理 392.4 再生資源回収・加工処理 731.2
再生資源回収・加工処理 126.8 情報通信業 167.6 情報通信業 148.6
石炭製品 109.0 化　　　学 114.3 石炭製品 104.0
その他の鉄鋼製品 77.7 精密機械 78.0 非鉄金属製錬・精製 94.7
化　　　学 77.4 石油製品 74.2 化　　　学 78.2
延長表 ER(%) 変動因子係数法 ER(%) 簡易表 ER(%)
食　料　品 1.4 金融・保険業 0.6 食　料　品 0.5
金融・保険業 1.5 食　料　品 0.7 建　設　業 0.8
農林水産業 1.7 不動産業 0.8 パルプ・紙 1.5
水道・廃棄物処理 2.4 建　設　業 1.01 金融・保険業 1.6
建　設　業 2.6 パルプ・紙 1.04 水道・廃棄物処理 2.4
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